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は じ め に 

 

 

工事検査課が平成５年度に発足して以来、工事主管課の皆様のご協力のもと、

工事検査事務が滞りなく執り行われています。  

工事検査の目的は、地方自治法に規定されているように「契約の履行の確保」

であります。この規定を実務に反映させる為、工事検査課では「明石市工事検

査規程」「明石市工事監督規程」など工事検査事務に必要な事項を定めておりま

す。さらに平成１３年度より「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律」が施行され、透明性の確保や適正な施工の確保など４つの基本原則が

明示されました。これを受けて工事検査課では、平成１６年度に「明石市工事

検査規程」「明石市工事成績評定要領」を一部改正し、また新たに「明石市工事

成績評定委員会」を設置するとともに事務手続規定として、「明石市工事成績評

定点説明事務処理要綱」を制定しました。 

今回、工事検査の適切かつ円滑な実施と工事検査技術の強化・向上を図るこ

とを目的として、「工事検査事務の手引」を再編しました。  

本書が公共工事に携わる皆さんの身近な手引書として、適切な事務処理に役

立てば幸いです。  

 

平成１７年４月  

 

明石市工事検査の手引きを改定するに当たり、平成２４年３月以降「明石市

契約規則」「明石市工事請負契約約款」「明石市工事成績評定要領」「明石市工事

検査実施要領」が改正になっております。また、新たに「公共工事の品質確保

の促進に関する法律」を掲載しました。  

  平成２６年４月  

                    総 務 部 工 事 検 査 課 

 

 

明石市工事検査の手引きを改定するに当たり、平成２６年４月以降「明石市

契約規則」「明石市工事請負契約約款」「明石市工事検査規程」「明石市工事成績

評定要領」が改正になっております。また、監督職員の能力向上、工事成績評

定の精度向上及び検査事務の効率化を目的に、新たに「明石市施工プロセスチ

ェックリストに基づくチェック実施要領」「検査関係書類とその提出期限に関す

る取扱い基準」「専任検査員への検査要請に関する取扱い基準」を制定しました。 

  平成２８年４月  

                    総 務 部 工 事 検 査 課 



 

 

 

 

 平成２９年度の組織改正に伴う課名の変更等を反映するため、関連する規

則・訓令等を整備しました。  

平成２９年４月  

                    

総 務 局 総 務 管 理 室 工 事 検 査 課 

 

 

 明石市工事検査の手引きを改定するに当たり、平成３１年４月以降「明石

市工事検査規程」及び「明石市工事監督規程」を廃止し、「明石市工事検査要綱」

及び「明石市工事監督要綱」を新規制定しました。  

平成３１年３月  

                    

総 務 局 総 務 管 理 室 工 事 検 査 課 

 

 

 民法改正（令和２年４月１日施行）に伴い、「明石市契約規則」が改正になっ

ております。また、「明石市工事請負契約約款」は、改正された建設業法の施行

に伴い改正する予定のため、令和 2 年 3 月時点のものを掲載しています。また、

工事成績評定を公表するにあたり、「明石市工事成績評定要領」「明石市工事成

績評定委員会設置要綱」を改正しております。 

令和２年３月 

                    

総 務 局 総 務 管 理 室 工 事 検 査 課 

 

 

完成検査における指摘事項等を工事成績評定に反映できるようにするため、

工事成績評定表の提出時期の見直しについて改訂しました。  

また、組織改正に伴う課名等の名称変更を反映するため、関連する規則・訓

令等を整備しました。 

令和５年４月 

総 務 局 財 務 室 工 事 検 査 担 当 
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改正 
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平成10年３月30日規則第10号 

平成11年３月25日規則第１号 
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平成26年12月25日規則第50号 

平成29年３月31日規則第19号 

令和２年３月30日規則第24号 

令和５年３月23日規則第13号 

明石市契約規則 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 契約の方法 

第１節 一般競争入札（第３条―第15条） 

第２節 指名競争入札（第16条・第17条） 

第３節 せり売り（第18条） 

第４節 随意契約（第19条―第21条） 

第３章 契約の締結（第22条―第27条） 

第４章 契約の履行の確保 

第１節 契約の履行（第28条―第32条） 

第２節 工事等の監督及び検査（第33条―第48条） 

第３節 物件の買入れ等の監督及び検査（第49条―第51条） 

第５章 雑則（第52条・第53条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、市が行う契約について、法令、条例又は他の規則に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この規則における用語の意義は、明石市財務規則（昭和40年規則第17号）における用語の例

による。 

第２章 契約の方法 

第１節 一般競争入札 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第３条 市長は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当することを認定し

たときは、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「政令」という。）第167条の４第２項の

規定に基づき、その者をその時から３年間一般競争入札に参加させないものとする。その者を代理

人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また、同様とする。 

(１) 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しく
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は数量に関して不正の行為をしたとき。 

(２) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

(３) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

(４) 地方自治法第234条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行

を妨げたとき。 

(５) 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき（落札者が契約を締結しないときその他の別

に定める軽易なときを除く。）。 

(６) 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の

事実に基づき過大な額で行ったとき。 

(７) この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を

契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

（市長が定める一般競争入札参加者の資格審査） 

第４条 市長は、政令第167条の５第１項の規定により資格を定めた場合においては、定期又は随時に

一般競争入札に参加しようとする者の申請を待って、その者が当該資格を有するかどうかを審査す

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定により一般競争入札に参加する者に必要な資格を定めたときは、その基本と

なるべき事項及び申請の時期、方法等について、公示するものとする。 

（入札の公告） 

第５条 市長は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、法令に定めのあるもののほか、

その入札期日の前日から起算して少なくとも10日前までに、明石市公告式条例（昭和25年条例第10

号）に規定する掲示場への掲示、新聞・広報紙への掲載又はインターネットを利用して閲覧に供す

る方法により、次の各号に掲げる事項を公告しなければならない。 

(１) 入札に付する事項 

(２) 入札に参加する者に必要な資格 

(３) 契約条項を示す場所 

(４) 入札の場所及び日時（電子入札（市長が指定する方法により電子情報処理組織を使用して行

う入札をいう。以下同じ。）及び郵便入札（市長が指定する方法で郵便により行う入札をいう。

以下同じ。）の場合にあっては、入札の期間） 

(５) 入札保証金に関する事項 

(６) 入札に関する条件 

(７) 入札に参加する者に必要な資格の無い者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、

無効とする旨 

(８) 前金払又は第32条の規定により部分払をするときは、その旨 

(９) 電子入札及び郵便入札の場合にあっては、その旨 

(10) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の場合において緊急やむを得ない理由のあるときは、同項に規定する期間を３日まで短縮す

ることができる。 

（再度公告入札の告示期間） 

第５条の２ 市長は、一般競争入札に付した場合において、入札者若しくは落札者がないため又は落

札者が契約を締結しないため、更に一般競争入札に付そうとするときは、前条第１項に規定する公

告の期間を３日までに短縮することができる。 

（入札保証金） 

第６条 市長は、一般競争入札に参加しようとする者に対し、入札金額の10分の１以上の入札保証金

を入札の公告で指定した期限までに納めさせなければならない。ただし、次に掲げるときにおいて

は、入札保証金の全部又は一部を納めさせないことができる。 

(１) 一般競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に市を被保険者とする入札保証保険

契約を締結したとき。 

(２) 第４条第１項に規定する資格を有する者による一般競争入札に付する場合において、その者

が、契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長がその必要がないと認めるとき。 
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２ 前項の規定による入札保証金の納付は、当該入札保証金と同額の価値のある国債又は地方債のほ

か、次の各号に掲げる担保の提供をもって、これに代えることができる。 

(１) 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手 

(２) 銀行又は市長が確実と認める金融機関が、引受保証をし、又は裏書をした手形 

(３) 銀行又は市長が確実と認める金融機関に対する定期預金債券 

(４) 銀行又は市長が確実と認める金融機関の保証 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が確実と認める担保 

３ 市長は、入札保証金を落札者決定の後還付しなければならない。ただし、落札者の入札保証金に

ついては、還付しないで契約保証金の全部又は一部に充当させなければならない。 

（予定価格） 

第７条 市長は、一般競争入札に付する事項の価格（第14条第３項の場合にあっては、交換しようと

するそれぞれの財産の価格の差額とする。）を当該事項に関する仕様書、設計書等によって予定し、

その予定した価格（以下「予定価格」という。）を記載した書面（以下「予定価格調書」という。）

を作成しなければならない。 

２ 前項の規定により作成した予定価格調書は、封書にし、開札の際、これを開札場所に置かなけれ

ばならない。ただし、入札の執行前に予定価格を公表する場合は、この限りでない。 

３ 予定価格は、一般競争入札に対する事項の価格の総額について定めなければならない。ただし、

一定期間継続して行う製造、修理、加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価につ

いて、その予定価格を定めることができる。 

４ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履行の難

易、数量の多寡、履行期間の長短、支払時期等を考慮して、適正に定めなければならない。 

（低入札調査基準価格又は最低制限価格） 

第８条 市長は、一般競争入札により工事又は製造その他についての請負の契約をしようとする場合

において、契約の内容に適合した履行を確保する必要があるため、最低の価格をもって申込みをし

た者の当該価格によっては、その者により当該契約内容に適合した履行がされないおそれがあると

認めるときにおいて、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをし

た他の者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする必要がある契約にあっては、

あらかじめ、当該契約内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合の

基準価格（以下「低入札調査基準価格」という。）を設けなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する方法によっても、当該契約内容に適合した履行を確保し難いと認めた場

合においては、低入札調査基準価格に替え、最低制限価格を設けることができる。 

３ 前条第３項の規定は、低入札調査基準価格及び最低制限価格について準用する。この場合におい

て、当該価格を予定価格に併記するものとする。 

（入札の方法） 

第９条 入札は、入札書を入札に付する事項ごとに作成して、これを封書にし、所定の日時までに直

接提出してするものとする。 

２ 前項の場合において、入札書を書留郵便によって提出することが認められたときは、封書に「入

札書」と表記の上、あて名及び工事名等を記載しなければならない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長が郵便入札を指定した場合は、入札に参加しようとする者は、

別に定める方法により入札書を提出しなければならない。 

（電子入札の方法） 

第９条の２ 前条の規定にかかわらず、市長が電子入札を指定した場合は、入札に参加しようとする

者は、前条第１項の入札書に代えて、その使用に係る電子計算機に入札金額その他所定の情報を入

力し、当該情報を入札の期間内に市長の指定する電子計算機に到達させなければならない。 

２ 前項の入札金額その他所定の情報は、市長の指定する電子計算機に備えられたファイルへの記録

がされた時に市に到達したものとみなす。 

３ 前２項に規定するもののほか、電子入札について必要な事項は、別に定める。 

（入札の執行の取消し又は執行中止） 

第10条 市長は、一般競争入札を行うに当たり、不正その他の理由により競争の実益がないと認める

ときは、その入札の執行を取り消すことができる。 

２ 市長は、天災地変その他やむを得ない事由が生じたときは、入札の執行を中止することができる。 
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（開札結果表） 

第11条 市長は、開札後速やかに開札結果表を作成して入札者その他入札立会人に示さなければなら

ない。 

（無効とする入札） 

第12条 次の各号に掲げる入札は、無効とする。 

(１) 入札に参加する者に必要な資格の無い者のした入札 

(２) 入札書が所定の日時までに到着しない入札 

(３) 入札者又はその代理人が同一事項について２通以上した入札又はこれらの者が更に他の者を

代理してした入札 

(４) 連合その他の不正行為によってされたと認められる入札 

(５) 入札保証金を納付すべき場合において、入札保証金が納付されていない入札又はその額が所

定の額に達していない入札 

(６) 入札者の氏名及び押印の無い入札（電子入札を除く。） 

(７) 入札金額を訂正した入札 

(８) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

(９) 第２号から前号に掲げるもののほか、入札に関する条件に違反した入札 

（再度入札の参加者の資格） 

第13条 市長は、政令第167条の８第４項の規定により再度入札に付そうとするときは、次の各号のい

ずれかに該当する者を参加させることができない。 

(１) 前回の入札に参加しなかった者 

(２) 前条に掲げる無効の入札をした者 

(３) 最低制限価格を設けた場合におけるその価格未満の入札をした者 

（契約の相手方） 

第14条 市長は、一般競争入札により契約しようとする場合においては、次に掲げるところにより落

札者を決定し、契約の相手方とするものとする。 

(１) 工事又は製造の請負、物件の買入れ若しくは借入れその他市の支出の原因となる契約につい

ては、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする。ただし、

第８条第１項に規定する低入札調査基準価格を設けた場合においては、低入札調査基準価格を下

回る価格で申込みをした者がいないときにあっては予定価格の制限の範囲内の価格で申込みをし

た者のうち最低の価格で申込みをした者を、低入札調査基準価格を下回る価格で申込みをした者

があるときにあっては予定価格の制限の範囲内の価格で申込みをした者のうち別に定めるところ

により、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがないと認めた者を落札者とし、第８

条第２項に規定する最低制限価格を設けた場合においては、予定価格の制限の範囲内の価格で最

低制限価格以上の価格をもって申込みをした者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落

札者とする。 

(２) 物件の売払い又は貸付けその他市の収入の原因となる契約については、予定価格以上であっ

て、最高の価格をもって申込みをした者を落札者とする。 

(３) 前２号の規定により落札者を決定する場合において、落札となるべき同価の入札をした者が

２人以上あるときは、市長は、直ちに当該入札者にくじを引かせて落札者を定めなければならな

い。この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに代えて、当該

入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前項第１号に規定する契約について、その性質又は目的から同項の規

定により落札者を決定し難い場合においては、市長は、地方自治法施行令第167条の10の２の規定に

より価格その他の条件が市にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とすることが

できる。 

３ 市の所有に属する財産と市以外の者の所有する財産との交換に関する契約について一般競争入札

に付す場合にあっては、それぞれの財産の累計価格の差が市にとって最も有利なものをもって申込

みをした者を落札者とすることができる。 

（落札者の決定の通知） 

第15条 市長は、一般競争入札により落札者を決定したときは、直ちにその旨を当該落札者に通知し

なければならない。 
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第２節 指名競争入札 

（指名競争入札の参加者の指名） 

第16条 市長は、指名競争入札により契約を締結しようとするときは、当該入札の参加資格を有する

者のうちから、競争に参加する者を原則として５人以上指名しなければならない。 

２ 前項の場合において、市長は、第５条第１項各号（第２号を除く。）に掲げる事項をその指名す

る者に通知しなければならない。 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第17条 第３条、第４条及び第６条から第15条までの規定は、指名競争入札の場合に準用する。この

場合において、第４条第１項中「政令第167条の５第１項」とあるのは、「政令第167条の11第２項」

と読み替えるものとする。 

２ 指名競争入札のうち、公募による指名競争入札により契約を締結しようとする場合においては、

第５条及び第５条の２の規定を準用する。 

第３節 せり売り 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第18条 第５条から第７条まで及び第15条の規定は、動産の売払いにおいてせり売りに付する場合に

ついて準用する。 

第４節 随意契約 

（随意契約によることができる場合） 

第19条 政令第167条の２第１項第１号の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げ

る場合とする。 

(１) 予定価格が130万円を超えない工事又は製造の請負をさせるとき。 

(２) 予定価格が80万円を超えない財産を買い入れるとき。 

(３) 予定賃借料の年額又は総額が40万円を超えない物件を借り入れるとき。 

(４) 予定価格が30万円を超えない財産を売り払うとき。 

(５) 予定賃貸料の年額又は総額が30万円を超えない物件を貸し付けるとき。 

(６) 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価格が50万円を超え

ないものをするとき。 

（随意契約の内容等の公表） 

第19条の２ 市長は、政令第167条の２第１項第３号及び第４号に規定する契約を締結するときは、次

に掲げる事項を公表するものとする。 

(１) 契約に係る物品又は役務の名称及びその発注の見通し 

(２) 契約の締結前における契約の内容及び契約の相手方の選定の基準その他契約の締結について

必要と認められる事項 

(３) 契約の締結後における契約の相手方となった者の氏名又は名称、住所又は所在地及び契約の

相手方とした理由その他契約の締結の状況について必要と認められる事項 

（予定価格） 

第20条 市長は、随意契約によろうとするときは、あらかじめ第７条の規定に準じて予定価格を定め

なければならない。 

（見積書の徴収等） 

第21条 市長は、随意契約によろうとするときは、原則として２人以上の者から見積書を徴さなけれ

ばならない。ただし、見積書を徴することができないとき、又はその必要がないと認めるときは、

この限りでない。 

２ 第15条の規定は、随意契約の相手方を決定した場合に準用する。 

第３章 契約の締結 

（契約の締結） 

第22条 落札者（随意契約にあっては、契約の相手方となるべき者）は、第15条（第17条、第18条及

び前条第２項において準用する場合を含む。）の通知を受けた日（議会の議決に付すべき契約にあ

っては、第27条第２項の通知を受けた日）から起算して７日以内（当該期間の計算に当たっては、

明石市の休日を定める条例（平成３年条例第４号）第２条第１項に規定する市の休日は算入しない。）

に契約を締結するとともに、契約保証金を納付しなければならない。 

２ 市長が特別の理由があると認めたときは、前項の期限を延長することができる。 
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（契約書の作成） 

第23条 市長は、契約の相手方を決定したときは、次に掲げる事項を記載した契約書を作成しなけれ

ばならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項については、この限りでない。 

(１) 契約の目的 

(２) 契約金額 

(３) 履行期間又は履行期限 

(４) 契約保証金の額 

(５) 契約の目的たる給付の完了の確認又は検査の時期 

(６) 契約代金の支払又は受領の時期 

(７) 前金払をしようとするときは、その旨及び前金払の率又は金額 

(８) 第32条の規定により部分払をしようとするときは、その旨、回数及び条件 

(９) 履行遅滞その他債務の不履行の場合における違約金、遅延利息その他の損害金及び契約保証

金の処分 

(10) 危険負担 

(11) 契約不適合責任 

(12) 契約に関する紛争の解決方法 

(13) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 建設工事に係る請負契約の場合においては、前項の規定にかかわらず、別に定める建設工事請負

契約約款によって契約書を作成しなければならない。 

（契約書の省略又は請書） 

第24条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、前条の規定による契約書の作成を

省略することができる。 

(１) 契約金額が１件200万円以下の契約をするとき。 

(２) 物件を売り払う場合において、買受人が直ちに代金を納付してその物件を引き取るとき。 

(３) 物件を購入する場合において、直ちに現物の検収ができるとき。 

(４) せり売りに付するとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が契約書を作成する必要がないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の場合において、契約金額が１件30万円以上の契約をするとき（同項第２号から第

４号までに規定する場合を除く。）その他契約の適正な履行を確保するため特に必要があると認め

られるときは、請書を当該契約の相手方に提出させなければならない。 

（契約保証金） 

第25条 市長は、契約の相手方をして、契約金額の10分の１以上の契約保証金を納めさせなければな

らない。ただし、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又は一部を納めさせないことがで

きる。 

(１) 契約の相手方が保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(２) 契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

(３) 過去２年間に市と数回以上にわたって契約を締結し、これらをすべて誠実に履行した者と単

価契約を締結する場合において、当該契約を履行しないこととなるおそれがないと認められると

き。 

(４) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されるとき。 

(５) 物件を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(６) 契約を締結する場合において、契約金額が１件200万円以下であり、かつ、契約の相手方がそ

の契約を履行しないこととなるおそれがないとき。 

(７) 国、他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体と契約をするとき。 

(８) 物件を購入する場合において、直ちに現物の検収ができるとき。 

(９) せり売りに付すとき。 

(10) 変更契約を締結する場合において、変更による契約金額の増加額が当初の契約金額の２割を

超えないとき。 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長がその必要がないと認めるとき。 

２ 前項の規定による契約保証金の納付は、次の各号に掲げる担保の提供をもって、これに代えるこ

とができる。 
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(１) 第６条第２項に掲げるもの 

(２) 公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保

証事業会社の保証 

（契約保証金の還付） 

第26条 契約保証金又はこれに代わる担保は、工事又は給付の完了の確認又は検査が終了した後、契

約の相手方から還付請求書の提出を受けて還付するものとする。 

（仮契約） 

第27条 市長は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年条例第

29号）の規定により議会の議決を必要とする契約については、議会の議決を得たときに本契約が成

立する旨を記載した契約書により、仮契約を締結しなければならない。 

２ 市長は、仮契約を締結した事案について議会の議決を得たときは、遅滞なくその旨を契約の相手

方に通知しなければならない。 

第４章 契約の履行の確保 

第１節 契約の履行 

（権利義務の譲渡等） 

第28条 契約の相手方は、契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、市長の承認を得た場合においては、この限りでない。 

（履行期限の延期） 

第29条 市長は、契約の相手方から天災その他やむを得ない事由により当該契約に定めた履行期限ま

でに契約を履行することができない旨の書面による申し出があった場合において、申し出に理由が

あると認めたときは、契約の履行期限を延長することができる。 

２ 前項の規定により履行期限を延長したときは、その旨を契約の相手方に通知しなければならない。 

（契約の解除） 

第30条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、契約を解除することができる。 

(１) 契約の相手方が正当な理由なしに契約の履行着手期限を過ぎても履行に着手しないとき。 

(２) 契約の相手方が契約の履行期限内に契約を履行しないとき（履行期限を経過した時における

契約の不履行がその契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときを除く。）又は契約を

履行する見込みがないと明らかに認められるとき。 

(３) 契約の相手方が建設業法（昭和24年法律第100号）の規定により登録を取り消され、又は営業

の停止を命ぜられたとき。 

(４) 契約の相手方又はその現場代理人その他の使用人が、監督又は検査に際し職務執行を妨げた

とき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、契約の相手方又はその代理人が契約事項に違反したとき。 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、特に必要があるときは、契約を解除することができる。こ

の場合において契約の相手方に損害を与えたときは、これを賠償するものとする。 

３ 市は、前２項の規定により契約を解除したときは、工事の出来形（現場にある検査済材料を含む。）

又は物件の納入で検査に合格した履行部分の代価を支払い、当該部分の所有権を取得するものとす

る。 

４ 市長は、契約を解除しようとするときは、その理由を記載した書面により契約の相手方に通知し

なければならない。 

５ 市長は、第１項の規定により契約を解除した場合において、市に損害があるときは、法令又は契

約の定めるところにより損害賠償の請求をしなければならない。ただし、その契約の解除が相手方

の責めに帰することができない事由による場合は、この限りではない。 

（履行遅滞等の場合の違約金） 

第31条 市長は、契約の相手方が契約の履行期限内に契約を履行しないとき又は前条第１項の規定に

より契約を解除したとき（次の各号のいずれかに該当するときを除く。）は、違約金を徴収しなけ

ればならない。 

(１) 契約の履行期限内に契約を履行しない事由又は契約の解除の事由が相手方の責めに帰するこ

とができない事由であるとき。 

(２) 契約の履行期限内に契約を履行しないことが市に与える影響が軽微であるとき。 

２ 前項に規定する契約の履行期限内に契約を履行しない相手方に係る違約金の額は、契約金額から
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検査に合格した履行部分に相応する金額を控除した額につき遅延日数に応じて民法（明治29年法律

第89号）第404条に規定する法定利率の割合で計算した額とする。この場合、遅延日数の計算につい

ては、検査に不合格になった場合における手直しその他必要な措置（以下「手直し等」という。）

に要する日数（第１回目の指定日数に限る。）は、控除する。 

３ 契約の履行が遅延したことについて特別の理由があると市長が認めたときは、前項の規定中「計

算した額」とあるのは「計算した額の範囲内で市長が相当と認める額」とする。 

（部分払） 

第32条 市長は、契約の目的たる給付が長期間にわたってなされるものであるときは、相手方の請求

を待って、その給付の完済前又は完納前に、検査に合格した履行部分について代金を支払うことが

できる。 

２ 前項の規定による代金の支払（以下「部分払」という。）をする場合における当該支払金額は、

工事又は製造の請負契約にあっては、その履行部分に対する代価の10分の９を、その他の契約にあ

っては、その履行部分に対する代価を超えることはできない。ただし、性質上可分の工事又は製造

の請負契約に係る履行部分に対しては、その代価の金額までを支払うことができる。 

３ 前項本文の規定にかかわらず、２年度以上にわたる国庫補助の対象となる公共工事の請負契約に

ついて中間の年度末に部分払をしようとするときは、各年度ごとに１回を限度として履行部分相当

額まで支払うことができる。 

４ 前項に定めるものを除き、部分払のできる回数は、次のとおりとする。ただし、特に必要がある

と認めるときは、この回数を増減することができる。 

工期 回数 

90日以上180日未満 １ 

180日以上270日未満 ２ 

270日以上360日未満 ３ 

360日以上 90日を増すごとに１回を加算する。 

５ 前金払をした公共工事の請負契約について部分払をしようとするときは、第２項の規定による部

分払をすることができる金額から前金払額に出来高歩合を乗じて得た額を控除した金額を超えるこ

とができない。 

第２節 工事等の監督及び検査 

（監督職員及び検査員の設置） 

第33条 工事（製造を含む。以下この節において同じ。）の請負について、契約の適正な履行を確保

するため、必要な監督職員及び検査員を置く。 

２ 監督職員及び検査員は、同一の職員が兼ねることができない。 

（監督職員の選任） 

第34条 監督職員は、次の各号の区分に応じ当該各号に定める職員のうちから選任する。ただし、当

該職員が配置されていない場合の取扱いについては、別に定める。 

(１) 主任監督員 工事の設計、監理等を主管する課かい（以下「工事主管課」という。）の係長

級以上の技術職員 

(２) 監督員 工事主管課の技術職員 

２ 監督職員の選任は、工事の規模及び技術内容の複雑度に応じ、職員の経験年数等を考慮して、工

事主管課の長（以下「主管課長」という。）が行う。この場合において、主管課長は、職員の配置

状況により、主任監督員を選任することができない場合は、監督員のみを選任することができる。 

（監督職員の職務） 

第35条 監督職員は、契約書並びに仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書（以下「設計図書」と

いう。）に基づき契約の履行に立ち会って工程を管理し、使用材料の試験又は検査を行う等の方法

により監視し、契約の相手方に必要な指示又は承諾をするものとする。 

２ 主任監督員は、前項に規定する業務のうち、重要なものを処理するほか監督員の業務執行を指揮

監督するものとする。 

３ 第１項の規定による指示又は承諾は、軽易なものを除き原則として書面をもって行わなければな

らない。 

（監督職員の報告） 
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第36条 監督職員が、その職務を執行することによって、工事内容、請負代金若しくは工期の変更等

重要な契約内容の変更を伴う場合又は当該請負者との間に損害賠償についての協議を必要とする場

合については、市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、監督職員は、自己の権限で処理した事項については、遅滞なく主管

課長に報告しなければならない。 

（監督職員の検査への協力） 

第37条 監督職員は、検査員が行う工事の検査（以下この節において「検査」という。）に立ち会う

とともに、当該検査に協力しなければならない。 

（検査員の選任等） 

第38条 専任検査員は、財務室に所属する技術職員のうちから、工事検査を所管する課長又は担当課

長（以下「検査担当課長」という。）（検査担当課長を置かない場合にあっては、財務室長。以下

同じ。）が選任する。 

２ 指定検査員は、工事主管課又は工事主管課が属する室内の他の課の係長級以上の技術職員のうち

から当該室の長（以下「主管室長」という。）が選任する。 

３ 主管室長は、前項の規定により指定検査員を選任（解任を含む。）したときは、７日以内に当該

指定検査員の氏名を検査担当課長に通知するものとする。 

（検査の執行区分） 

第39条 検査の執行は、次の各号に定める区分により行う。ただし、専任検査員の検査の執行状況そ

の他特別の事情により、これにより難い場合は、工事検査を所管する次長（当該次長を置かない場

合にあっては、財務室長）が主管室長と協議して、専任検査員の行うべき検査を指定検査員に代行

させることができる。 

(１) 毎年度の検査の業務量、事業の重要性等を勘案し、市長が定める検査 専任検査員 

(２) 前号以外の検査 指定検査員 

（監督又は検査の委託） 

第40条 特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由により、職員に命じて監督又は検

査をすることが困難であり、又は適当でないと認められるときは、職員以外の者に委託して、当該

監督又は検査を行わせることができる。 

２ 前項の規定により職員以外の者に監督又は検査を委託した場合においては、当該委託を受けた者

から監督又は検査の結果について報告書を徴さなければならない。 

（検査の種類） 

第41条 検査の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 完成検査 工事の完成を確認するための検査 

(２) 中間出来高検査 工事の履行部分について確認するための検査（部分払のための検査を含

む。） 

(３) 随時検査 工事の施行過程において必要に応じて、契約の履行の状況を確認するための検査 

(４) 手直し検査 工事の手直し等を指示したときにその確認を行うための再検査 

（工事概要等の通知） 

第42条 主管課長は、財務室が契約事務を行う工事について、当該工事の請負契約が締結されたとき

は、14日以内に検査担当課長に対し、工事の概要、監督職員の氏名その他必要な事項を通知しなけ

ればならない。 

２ 主管課長は、専任検査員が検査を行う工事について、当該工事の請負契約が締結されたときは、

速やかに検査担当課長に対し、当該工事の契約書及び設計図書（以下「契約図書」という。）を提

出しなければならない。 

（専任検査員への検査要請等） 

第43条 専任検査員が行う検査にあっては、主管課長は、あらかじめ監督職員をして当該工事の施行

状況を確認させた上、検査担当課長に検査を要請しなければならない。 

２ 検査担当課長は、前項の要請があったとき又は随時検査が必要と認められるときは、専任検査員

に検査を行わせるものとする。この場合にあっては、検査担当課長は、主管課長に対し、あらかじ

め、検査員の氏名、検査の日程等を通知するものとする。 

（検査の方法） 

第44条 検査は、当該工事の施行場所において、契約図書に照らして、厳正に行わなければならない。 
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ただし、外部から明視できない部分の検査については、工事写真、関係資料等により行うことがで

きる。 

２ 検査員は、工事が契約図書に適合しないと認められる場合において、特に必要と認められるとき

は、当該工事の施行部分を破壊して検査することができる。 

３ 検査員は、検査を行う場合において、当該検査の対象となった履行部分以外の部分の施工の状況

を併せて検査することができる。 

４ 検査員は、監督職員に対して、当該工事に係る契約図書若しくは物件の提示又は工事に関する説

明を求めることができる。 

（関係職員等の立会い） 

第45条 検査員は、検査を実施する場合、監督職員及び契約の相手方又はその現場代理人を立ち会わ

せて行わなければならない。 

（検査結果の報告等） 

第46条 検査員は、検査を完了したときは、工事成績の評定を行うとともに検査調書を作成し、７日

以内に当該検査の結果を次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者に通知しなければなら

ない。ただし、別に定めるものについては、工事成績の評定を省略することができる。 

(１) 第52条第１号に規定する工事 検査担当課長、主管課長及び当該工事の契約を主管する課か

いの長 

(２) 前号に規定する工事を除く工事 主管課長及び当該工事の契約を主管する課かいの長 

２ 前項本文の規定による通知を受けたときは、同項第１号の場合にあっては検査担当課長が、同項

第２号の場合にあっては主管課長が、契約の相手方に同項本文の規定による検査の結果及び工事成

績の評定を通知しなければならない。 

（検査後の措置） 

第47条 検査員は、検査の結果、当該工事に係る契約図書に適合しない部分があると認めるときは、

主管課長に対し、契約の相手方に期限を定めて工事の手直し等そのとるべき措置を通知するものと

する。 

２ 主管課長は、前項の通知を受けたときは、契約の相手方に期限を定めて工事の手直し等を命ずる

よう監督職員に指示するものとする。 

３ 監督職員は、前項の規定による指示を受けたときは、直ちに契約の相手方に対し、手直し等を命

じなければならない。 

（手直し等に係る再検査） 

第48条 監督職員は、契約の相手方から手直し等が完了した旨の通知を受けたときは、直ちに現地を

確認し、主管課長に報告しなければならない。 

２ 主管課長は、前項の報告を受けたときは、検査員に対し、その旨を通知するものとする。 

３ 検査員は、前項の規定による通知があったときは、直ちに手直し等の完了について再検査をしな

ければならない。 

４ 検査員は、再検査した結果、その給付が当該契約の内容に適合しないものであるときは、その旨

及びその措置についての意見を検査担当課長、主管課長及び当該契約を主管する課かいの長に報告

しなければならない。 

第３節 物件の買入れ等の監督及び検査 

（監督及び検査） 

第49条 物件の買入れ、借入れ及び修繕並びに委託に係る契約（前節に規定するものを除く。以下「物

件の買入れ等」という。）の適正な履行の確保をするため又はその受ける給付の完了を確認するた

め、前節に定めるもののほか、必要な監督員又は検査員を置く。 

（監督員及び検査員） 

第50条 監督員は物件の買入れ等に係る事業を主管する係等の長とし、検査員は当該事業を主管する

課かいの長とする。 

（検査結果の報告等） 

第51条 検査員は、次に掲げる物件の買入れ等の検査を完了したときは、検査調書を作成するととも

に、７日以内に検査の結果を当該物件等の契約を主管する課かいの長に通知しなければならない。 

(１) １件100万円を超える備品の購入 

(２) １件100万円を超える工事に関連する事務の委託 
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第５章 雑則 

（契約事務の特例） 

第52条 次の各号に掲げる契約事務は、財務室において、これを行うものとする。 

(１) １件が130万円を超える工事の請負に関すること。 

(２) 事務の委託（次に掲げるものを除く。）に関すること。 

ア 工事に直接関連するもののうち１件が100万円以下のもの 

イ 工事に直接関連しないもののうち１件が1,000万円以下のもの 

ウ 随意契約（別に定めるものを除く。）により契約を行うもの 

エ 総合評価一般競争入札及び総合評価指名競争入札により契約を行うもの 

(３) 物品（次に掲げるものを除く。）の購入に関すること。 

ア 価格の一定したもの（単価契約を締結したものを当該契約の相手方から購入する場合を含む。） 

イ 賄材料、生花、動物及びその飼料並びに葬祭事業専用物品 

ウ 天文科学館が展示のため必要とするもの 

エ 資金前渡に係る資金により購入するもの 

オ 現物給付に係るもの（扶助費で執行するものに限る。） 

カ １件が10万円以下のものその他別に定めるもの 

(４) 明石市財務規則第151条の規定に基づく物品の売払いに関すること。 

（補則） 

第53条 この規則の施行に関し、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この規則は、平成５年４月１日から施行する。ただし、第４章第２節（第46条第２項を除く。）及

び第３節（第51条各号列記以外の部分及び第２号を除く。）の規定は、同年10月１日から施行する。 

附 則（平成８年７月11日規則第35号） 

この規則は、平成８年８月１日から施行する。 

附 則（平成10年３月30日規則第10号） 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月25日規則第１号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月31日規則第37号） 

この規則は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月25日規則第14号） 

この規則は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年３月31日規則第15号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月31日規則第40号） 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成18年10月16日規則第81号） 

この規則は、平成18年11月１日から施行する。 

附 則（平成19年３月26日規則第22号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年７月23日規則第57号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成20年３月31日規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の明石市契約規則第３条の規定は、一般競争入札に参加しようとする者が

この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の事実により同条各号のいずれかに該当する

と認められるときについて適用し、施行日前の事実によりこの規則による改正前の明石市契約規則

第３条の規定に該当すると認められる者については、なお従前の例による。 
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附 則（平成21年３月30日規則第27号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の明石市契約規則第46条第２項の規定は、この規則の施行の日以後に契約

する工事に係る検査及び工事成績の評定について適用し、同日前に契約する工事に係る検査及び工

事成績の評定については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年３月19日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第22号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年12月25日規則第50号） 

この規則は、平成27年１月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日規則第19号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月30日規則第24号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の明石市契約規則（以下「改正後の規則」という。）第30条の規定は、こ

の規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に締結された契約の解除について適用し、同日

前に締結された契約の解除については、なお従前の例による。 

３ 改正後の規則第31条の規定は、施行日以後に締結された契約に係る違約金について適用し、同日

前に締結された契約に係る違約金については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月23日規則第13号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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明 石 市工 事 請負 契 約約 款 



明 石 市 工 事 請 負 契 約 約 款 
(総則) 

第1条 発注者及び受注者は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明

書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）に従い、日本国の法令及び明石市契約規則（平成５年規則第10号。

以下「規則」という。) を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容とする工事の請負契約をいう。以下同じ。）を 

履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引き渡すものとし発注者は、その請負代 

金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段(「施工方法等」という。以下同じ。) については、

この約款及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の定めがある場合を除き、計量法(平

成４年法律第51号)に定めるものとする。 

９ この約款及び設計図書における期間の定めについては、民法(明治29年法律第89号)及び商法(明治32年法律第48号)の

定めるところによるものとする。 

10 この契約は、日本国の法令及び規則に準拠するものとする。 

11 この契約に係る訴訟の提起については、発注者の所在地を管轄する日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所

とする。 

12 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくすべての行為を共同企業体の代表者に 

対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行ったこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に 

対して行ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表者を通じ 

て行わなければならない。 

(関連工事の調整) 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工事が施工上密接に関連する場合にお 

いて、必要があるときは、その施工につき、調整を行うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、

当該第三者の行う工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

(請負代金内訳書及び工程表) 

第３条 受注者は、この契約締結後10日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）及び工程表

を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものとする。 

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

(契約の保証) 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場

合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。なお、契約書の契約

保証金欄に「免除」と記載されているときは、この条は適用しない。 

(１) 契約保証金の納付 

(２) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

(３) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は発注者が確実と認める金融機関等の保

証 

(４) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

(５) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の額」という。）は、請負代金額の10分

の1以上としなければならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付する場合は、当該保証は第 55 条第３項各号に規定する

者による契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。 

４ 第1項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の

提供として行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の10分の1に達するまで、発注者は、保証の額の増額

を請求することができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができる。 

６ 第48条第９号、第10号及び第12号の規定によりこの契約が解除された場合、第1 項により契約保証金の納付又はこれに代

わる担保の提供が行われているときは、当該保証金は発注者に帰属するものとする。 

(権利義務の譲渡等) 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ、

発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物及び工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第13条第２項の規定による検査に合格したもの及 
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び第38条第３項の規定による部分払のための確認を受けたものを第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に

供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

３ 受注者が前払金の使用や部分払等によってもなおこの契約の目的物に係る工事の施工に必要な資金が不足することを疎明 

したときは、発注者は、特段の理由がある場合を除き、受注者の請負代金債権の譲渡について、第1項ただし書の承諾をし 

なければならない。 

４ 受注者は、前項の規定により、第1項ただし書の承諾を受けた場合は、請負代金債権の譲渡により得た資金をこの契約の 

目的物に係る工事の施工以外に使用してはならず、またその使途を疎明する書類を発注者に提出しなければならない。 

(一括委任又は一括下請負の禁止) 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を一括し

て第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

(下請負人の通知) 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することができる。 

第7条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第３項に定 

める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請負人としては 

ならない。 

(１) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

(２) 厚生年金保険法(昭和29年法律第105号)第27条の規定による届出 

(３) 雇用保険法(昭和49年法律第106号)第7条の規定による届出 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、当該各号に定める場合は、社会保険 

等未加入建設業者を下請負人とすることができる。 

(１) 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 次のいずれかに該当する場合 

イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると

発注者が認める場合 

ロ 発注者の指定する期間内に当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる届出をし、当該事実を確認すること

のできる書類（以下「確認書類」という。）を、受注者が発注者に提出した場合 

(２) 前号に掲げる下請負人以外の下請負人 次のいずれかに該当する場合 

イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると

発注者が認める場合 

ロ 発注者が受注者に対して確認書類の提出を求める通知をした日から30日（発注者が、受注者において確認書類を 

当該期間内に提出することができない相当の理由があると認め、当該期間を延長したときは、その延長後の期間）以

内に、受注者が当該確認書類を発注者に提出した場合 

(特許権等の使用) 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」 

という。）の対象となっている工事材料、施工方法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならな

い。ただし、発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象である旨の明示がな 

く、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければな 

らない。 

(監督員) 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。監督員を変更したときも同様とす

る。 

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく発注者の権限とされる事項のうち発注者が必要と認め

て監督員に委任したもののほか、設計図書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

(１) この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協議 

(２) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した詳細図等の承諾 

(３) 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若しくは検査(確認を含む。) 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの監督員の有する権限の内容を、

監督員にこの約款に基づく発注者の権限の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなけ

ればならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならない。 

５ 発注者が監督員を置いたときは、この約款に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定 

めるものを除き、監督員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注者に到達した 

ものとみなす。 

６ 発注者が監督員を置かないときは、この約款に定める監督員の権限は、発注者に帰属する。 

(現場代理人及び主任技術者等) 

第10条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めるところにより、その氏名その他必要な事項 

を発注者に通知しなければならない。これらの者を変更したときも同様とする。 

(１) 現場代理人 

(２) 主任技術者（建設業法第26条第3項の規定に該当する場合は、専任の主任技術者）、監理技術者(建設業法第26条第３ 
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項の規定に該当する場合は、監理技術者資格者証の交付を受けた専任の監理技術者）又は 監理技術者補佐(建設業法第26条 

第３項ただし書に規定する者をいう。以下同じ。) 

(３) 専門技術者（建設業法第26条の２に規定する技術者をいう。以下同じ。） 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行うほか、請負代金額の変更、請負代金の請 

求及び受領、第12条第１項の請求の受理、同条第３項の決定及び通知並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に 

基づく受注者の一切の権限を行使することができる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、

発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすること

ができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず自ら行使しようとするものがある 

ときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければならない。 

５ 現場代理人、監理技術者等（監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者をいう。以下同じ。）及び専門技術者は、これを

兼ねることができる。 

(履行報告) 

第11条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報告しなければならない。 

(工事関係者に関する措置請求) 

第12条 発注者は、現場代理人がその職務（監理技術者等又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務 

を含む。）の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督員は、監理技術者等、専門技術者（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事 

を施工するために使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるとき

は、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を請求を受けた日から 

10 日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者に対して、その理由を明示した書面

により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結果を請求を受けた日から10 

日以内に受注者に通知しなければならない。 

(工事材料の品質及び検査等) 

第13条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品質が明示されていない場合にあって 

は、中等の品質を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の検査（確認を含む。以下この条において同じ。）を受けて使用すべきものと指定され

た工事材料については、当該検査に合格したものを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費

用 は、受注者の負担とする。 

３ 監督員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から7日以内に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外に搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第2項の検査の結果不合格と決定された工事材料については、当該決定を受けた日か 

ら7日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

(監督員の立会い及び工事記録の整備等) 

第14条 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上調合し、又は調合について見本検査を受けるものと指定された工事材 

料については、当該立会いを受けて調合し、又は当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督員の立会いの上施工するものと指定された工事については、当該立会いを受けて施工しな 

ければならない。 

３ 受注者は、前２項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において見本又は工事写真等の記録を整備 

すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写

真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から7日以内に提出しなければならない。 

４ 監督員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、当該請求を受けた日から7日以内に応 

じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督員が正当な理由なく受注者の請求に7日以内に応じないため、その後の工程に支障をきたすと

きは、受注者は、監督員に通知した上、当該立会い又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事

を施工することができる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に行ったことを証

する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の請求があったときは、当該請求を受けた日から7日以内に提出しなけれ

ばならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録の整備に直接要する費用は、受注

者の負担とする。 

(支給材料及び貸与品) 

第15条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸与する建設機械器具（以下「貸与品」とい 

う。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 
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２ 監督員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者の負担において、当該支給材料又は

貸与品を検査しなければならない。この場合において、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設

計図書の定めと異なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知しなければならな

い。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から7日以内に、発注者に受領書又は借用書を提出

しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に種類、品質又は数量に関しこの契約の内

容に適合しないこと（第２項の検査により発見することが困難であったものに限る。）などがあり使用に適当でないと認め

たときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必要があると認められるときは、当

該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しくは貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質

若しくは規格若しくは性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受注者に請求

しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品名、数量、品質、規格若しくは性

能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

７ 発注者は、前2項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害

を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不用となった支給材料又は貸与品を

発注者に返還しなければならない。 

10 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその返還が不可能となったときは、発注

者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

11 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監督員の指示に従わなければならない。 

(工事用地の確保等) 

第16条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地（以下「工事用地等」という。）を受 

注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならな

い。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該工事用地等に受注者が所有又は管理 

する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、 

受注者は、当該物件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取片 

付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことが 

できる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、ま 

た、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 

５ 第3項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定める。 

(設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等) 

第17条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督員がその改造を請求したときは、当該請求に 

従わなければならない。この場合において、当該不適合が監督員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によ

るときは、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたとき

は必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督員は、受注者が第13条第２項又は第14条第1項から第３項までの規定に違反した場合において、必要があると認めら 

れるときは、工事の施工部分を破壊して検査することができる。 

３ 前項に規定するほか、監督員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められる相当の理由がある場合において、

必要があると認められるときは、当該相当の理由を受注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することが

できる。 

４ 前２項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

(条件変更等) 

第18条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その旨を直ちに監督員に通

知し、その確認を請求しなければならない。 

(１) 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと(これらの優先順位が定められている

場合を除く。)。 

(２) 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

(３) 設計図書の表示が明確でないこと。 

(４) 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な施工条件と実際の工

事現場が一致しないこと。 

(５) 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じたこと。 

２ 監督員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したときは、受注者の立会いの 
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上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うこと

ができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する必要があるときは、当該指示を含

む。）をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知

できないやむを得ない理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

４ 前項の調査の結果において第1項の事実が確認された場合において、必要があると認められるときは、次の各号に掲げる 

ところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 

(１) 第１項第１号から第３号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要のあるもの     発注者が行う。 

(２) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴うもの   発注者が行う。 

(３) 第１項第４号又は第５号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴わないもの 発注者と受注者とが協

議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要があると認められるときは工期若し

くは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

(設計図書の変更) 

第19条 発注者は、必要があると認めるときは、設計図書の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。 

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

(工事の中止) 

第20条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動その

他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的 

物等に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、 

工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通知して、工事の全部又は一

部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があると認められるときは工期若しくは

請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための 

費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し 

なければならない。 

(著しく短い工期の禁止) 

第21条 発注者は、工期の延長又は短縮を行うときは、この工事に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保され 

るよう、やむを得ない事由により工事等の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮しなければならない。 

(受注者の請求による工期の延長) 

第22条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注者の責めに帰すことができない事 

由により工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求

することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、工期を延長しなければならない。 

発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を 

行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

(発注者の請求による工期の短縮) 

第23条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたとき

は必要な費用を負担しなければならない。 

(工期の変更方法) 

第24条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14 日以内に協議が整わない 

場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。ただし、発注者が 

工期の変更事由が生じた日(第 22 条の場合にあっては発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が 

工期変更の請求を受けた日)から 7 日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者

に通知することができる。 

(請負代金額の変更方法等) 

第25条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14 日以内に協議が整 

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知するものとする。ただし、請負代金

額の変更事由が生じた日から7日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通

知することができる。 

３ この約款の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発注者が負担する必要な費用の額に

ついては、発注者と受注者とが協議して定める。 

(賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更) 
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第26条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から12月を経過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の 

変動により請負代金額が不適当となったと認めたときは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請負代金額から当該請求時の出来形

部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物 

価を基礎として算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残工

事代金額の 1000 分の 15 を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第1項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行うことができる。この場合において、

同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったと

きは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレーション又はデフレーションを生

じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請

求することができる。 

７ 前2項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

８ 第3項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなければならない。た

だし、発注者が第1項、第5項又は第6項の請求を行った日又は受けた日から7日以内に協議開始の日を通知しない場合に

は、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

(臨機の措置) 

第27条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければならない。この場合において、

必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監督員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情

があるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督員に直ちに通知しなければならない。 

３ 監督員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求す 

ることができる。 

４ 受注者が第1項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要した費用のうち、受注者が請負代

金額の範囲において負担することが適当でないと認められる部分については、発注者が負担する。 

(一般的損害) 

第28条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工事の施工に関して生じた損害（次条 

第1項若しくは第2項又は第 30 条第1項に規定する損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、そ 

の損害（第 58 条第1項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責めに帰すべき事由 

により生じたものについては、発注者が負担する。 

(第三者に及ぼした損害) 

第29条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償しなければならない。ただし、その損

害（第58 条第1項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者

の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地盤沈下、地下水の断絶等の理由に

より第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工に

つき受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前2項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、発注者及び受注者は協力してその

処理解決に当たるものとする。 

(不可抗力による損害) 

第30条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を超えるものに限る。）で発

注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができないもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的 

物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後

直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が善良な管理者の注意義務を 

怠ったことに基づくもの及び第 58 条第1項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条におい 

て「損害」という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損害の額（工事目的物、仮設 

物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具であって第13条第２項、第14条第１項若しくは第２項又は第 3 

8条第３項の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるものに係る額に限る。） 

及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の100分の 

1を超える額を負担しなければならない。 

５ 損害の額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定する。 
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(１) 工事目的物に関する損害 

損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

(２) 工事材料に関する損害 

損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評価額を

差し引いた額とする。 

(３) 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該工事で償却することとしている償却

費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその

機能を回復することができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力による損害合計額の負担について 

は、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは 

「損害の取片付けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の100 分の1を超える額」とあるのは「請負代金額の100 分の 

1を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。 

(請負代金額の変更に代える設計図書の変更) 

第31条 発注者は、第８条、第15条、第17条から第20条まで、第22条、第23条、第26条から第28条まで、前条又は第 3 

4条の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の 

増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、発

注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者 

に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知しなければならない。ただし、発注 

者が請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、 

受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

(検査及び引渡し) 

第32条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から14日以内に受注者の立会いの上、設計図書に定め 

るところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場

合において、発注者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限度破壊して検

査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第2項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該

工事目的物の引渡しを受けなければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負代金の支払いの完了と同時に行うこと

を請求することができる。この場合においては、受注者は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第2項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を受けなければならない。この場合に

おいては、修補の完了を工事の完成とみなして前各項の規定を適用する。 

第 32 条の２ 発注者は、必要がある場合には、工事施工の中途において、発注者の指定する出来形部分について検査を行うこ 

とができる。 

(請負代金の支払い) 

第33条 受注者は、前条第2項（同条第6項後段の規定により適用される場合を含む。第3項において同じ。）の検査に合格

したときは、請負代金の支払いを請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から 40 日以内に請負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第2項の期間内に検査をしないときは、その期限を経過した日から検査をし

た日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この 

場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日におい

て満了したものとみなす。 

(部分使用) 

第34条 発注者は、第32 条第4項又は第5項の規定による引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の承諾を 

得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用しなければならない。 

３ 発注者は、第1項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注者に損害を及ぼしたときは、必要

な費用を負担しなければならない。 

(前金払及び中間前金払) 

第35条 受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第２条第４項に規定する保証事業会

社（以下「保証事業会社」という。）と、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする同条第５項に規定する保証契約 

（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の10分の4以内の前払金の支払い

を発注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から14日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第1項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金に関し、契約書記載の工事完成の 
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時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の10分の2以内の中間前払金の支 

払いを発注者に請求することができる。前項の規定は、この場合について準用する。 

４ 受注者は、第38条第1項の規定に基づく部分払の支払いの請求又は39条第1項の規定により準用する第33条第 1 項の 

規定に基づく部分引渡しに係る請負代金の支払いの請求を行った後においては、前項の中間前払金の支払いを請求すること

ができない。 

５ 受注者は、第３項の中間前払金の支払いを請求しようとするときは、あらかじめ、発注者の中間前払金に係る認定を受け

なければならない。この場合において、発注者は、受注者の請求があったときは、直ちに認定を行い、当該認定の結果を受

注者に通知しなければならない。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額10分の４（第３項の規定により中 

間前払金の支払いを受けているときは10分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払いを受けているときは、中間 

前払金額を含む。次項及び次条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（間前払金の支払いを受 

けているときは、中間前払金額を含む。以下この条から第 37 条まで、第41条及び第54条において同じ。）の支払いを請

求することができる。この場合においては、第２項の規定を準用する。 

７ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後の請負代金額の10分の５(第３項

の規定により中間前払金の支払いを受けているときは10分の６)を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日か 

ら30日以内にその超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内に第38条又は第39条の規定による支払いをし 

ようとするときは、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除することができる。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみて著しく不適当であると認められるときは、発

注者と受注者とが協議して返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から 30 日以内に協議が整わな

い場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額につき、同項の期間を経過した日か

ら返還をする日までの期間について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号。 

以下「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の遅延利息の支

払いを請求することができる。 

(保証契約の変更) 

第36条 受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の支払いを請求する場合には、あらか 

じめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約を変更したときは、変更後の保証

証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通

知するものとする。 

(前払金の使用等) 

第37条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この工事において償却される割合 

に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要 

な経費以外の支払いに充当してはならない。なお、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要する 

費用に係る支払に充当する 場合 については,前払金の100分の25を超える額及び中間前払金を充当してはならない。 

(部分払) 

第38条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料〔及び製造工場等にある工場製品〕 

（第13条第2項の規定により監督員の検査を要するものにあっては当該検査に合格したもの、監督員の検査を要しないもの 

にあっては設計図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の10分の9以内の額に

ついて、次項から第7 項までに定めるところにより部分払を請求することができる。ただし、この請求は、工期中 回を超

えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事材 

料〔若しくは製造工場等にある工場製品〕の確認を発注者に請求しなければならない。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から14日以内に、受注者の立会いの上、設計図書に定めるところに

より、前項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注

者は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができ

る。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。この場合においては、発注者は、

当該請求を受けた日から14日以内に部分払金を支払わなければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第1項の請負代金相当額は、発注者と受注者とが協議して定

める。ただし、発注者が前項の請求を受けた日から10日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。  

 

部分払金の額≦第1項の請負代金相当額×（ ９/10 － 前払金額／請負代金額 ） 

 

７ 第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合においては、第1項及び前項中「請負代

金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。 
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(部分引渡し) 

第39条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを受けるべきことを指定した部分（以

下「指定部分」という。）がある場合において、当該指定部分の工事が完了したときについては、第32条中「工事」とある

のは「指定部分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同条第5項及び第 33 条中

「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第33条第1項の規定により請求することができる部分引渡しに係る請負代金の額は、次の式 

により算定する。この場合において、指定部分に相応する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、

発注者が前項の規定により準用される第33条第1項の請求を受けた日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定 

め、受注者に通知する。 

 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額×（ １ － 前払金額／請負代金額 ） 

 

(債務負担行為に係る契約の特則) 

第 40 条 債務負担行為に係る契約において、各会計年度における請負代金の支払いの限度額(以下「支払限度額」という。)

は、契約書のとおりとする。 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、契約書のとおりである。 

３ 発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第1項の支払限度額及び前項の出来高予定額を変更することができ

る。 

(債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払の特則) 

第41条 債務負担行為に係る契約の前金払及び中間前金払については、第35条中「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは 

「契約書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第36条中「請 

負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における第38条第1項の請負代金相当額（以下この条 

及び次条において「請負代金相当額」という。) が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該会計年度の 

当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除した額」と読み替えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締 

結した会計年度（以下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以

前に前払金及び中間前払金の支払いを請求することはできない。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支払わない旨が設計図書に定められているときには、 

同項の規定により準用される第35条第1項及び第3項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度について前払金及び中 

間前払金の支払いを請求することができない。 

３ 第1項の場合において、契約会計年度に翌会計年度分の前払金及び中間前払金を含めて支払う旨が設計図書に定められて 

いるときには、同項の規定により準用される第35条第1項の規定にかかわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度に支 

払うべき前払金相当分及び中間前払金相当分を含めて前払金及び中間前払金の支払いを請求することができる。 

４ 第1項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、同 

項の規定により準用される第35条第1項の規定にかかわらず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額 

に達するまで当該会計年度の前払金及び中間前払金の支払いを請求することができない。 

５ 第1項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、そ

の額が当該出来高予定額に達するまで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。この場合においては、第 36

条第3項の規定を準用する。 

(債務負担行為に係る契約の部分払の特則) 

第42条 債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額を超えた 

場合においては、受注者は、当該会計年度の当初に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求す 

ることが出来る。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以前に部分払

の支払いを請求することはできない。 

２ この契約において、前払金及び中間前払金の支払いを受けている場合の部分払金の額については、第38条第6項及び第7

項の規定にかかわらず、次の式により算定する。 

部分払金の額≦請負代金相当額× ９／10－（前会計年度までの支払金額＋当該会計年度の部分払金額） 

－｛請負代金相当額－（前会計年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝ 

×当該会計年度前払金額／当該会計年度の出来高予定額 

３ 各会計年度において、部分払を請求できる回数は、契約書のとおりとする。 

(第三者による代理受領) 

第43条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提出する支払請求書に当該第三者が 

受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、当該第三者に対して第33条（第39条において準用する場合を含む。） 

又は第38条の規定に基づく支払いをしなければならない。 

(前払金等の不払に対する工事の中止) 

第44条 受注者は、発注者が第35条、第38条又は第39条において準用される第33条の規定に基づく支払いを遅延し、相当 

の期間を定めてその支払いを請求したにもかかわらず支払いをしないときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止するこ

とができる。この場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければな 
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らない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要があると認められるときは工期若しくは

請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための

費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し 

なければならない。 

(契約不適合責任) 

第45条 発注者は、引き渡された工事目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」とい

う。）であるときは、受注者に対し、目的物の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、

その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が請求した方法と異なる方法

による履行の追完をすることができる。 

３ 第1項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、発

注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

(１) 履行の追完が不能であるとき。 

(２) 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(３) 工事目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達す 

ることができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

(４) 前3号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らか 

であるとき。 

(発注者の任意解除権) 

第46条 発注者は、工事が完成するまでの間は、次条又は第48条の規定によるほか、必要があるときは、この契約を解除する 

ことができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。 

(発注者の催告による解除権) 

第47条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履 

行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取

引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(１) 第5条第4項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出したとき。 

(２) 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

(３) 工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

(４) 第10条第1項第2号に掲げる者を設置しなかったとき。 

(５) 正当な理由なく、第45条第1項の履行の追完がなされないとき。 

(６) 建設業法第28条第3項の規定により営業の停止を命ぜられ、又は第29条若しくは第29条の2の規定により許可を取り 

消されたとき。 

(７) 発注者の監督又は検査に際し、職務執行を妨げたとき。 

(８) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

(発注者の催告によらない解除権) 

第48条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。 

(１) 第5条第1項の規定に違反して請負代金債権を譲渡したとき。 

(２) 第5条第4項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該工事の施工以外に使用したとき。 

(３) この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

(４) 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を除却した上で再び建設しなければ、契 

約の目的を達成することができないものであるとき。 

(５) 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

(６) 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合に 

おいて、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。 

(７) 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契約をした目的を達する 

ことができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

(８) 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をした目的を達するのに 

足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

(９) 暴力団排除に関する特約に違反したとき。 

(10) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に請負代金債権を譲渡したとき。 

(11) 第51条又は第52条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

(12) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに 
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該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工 

事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関す 

る法律（平成3年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であるこ 

とが認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下この号において 

同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力

団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維

持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

へ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当すること を知 

りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としてい 

た場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったと

き。 

(発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限) 

第49条 第47条各号又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、前2条の 

規定による契約の解除をすることができない。 

(談合行為に対する措置) 

第50条 受注者は、次の各号のいずれかに該当したときは、この契約及びこの契約に係る変更契約による請負代金額(単価契約 

の場合にあっては、支払金額)の10分の１に相当する額を発注者に支払わなければならない。この契約による工事が完成した 

後においても、同様とする。 

(１) 公正取引委員会が、この契約に係る入札に関して、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第3条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が同法第 

８条第１項第１号の規定に違反したことにより、同法第７条又は第８条の２の規定に基づく排除措置命令を行い、当該命令が 

確定したとき。 

(２) 公正取引委員会が、この契約に係る入札に関して、受注者が独占禁止法第3条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者

である事業者団体が同法第８条第１項第1号の規定に違反したことにより、同法第７条の２第１項（同法第8条の3において

読み替えて準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき、又は同法第７条

の２第18項又は第21項の規定により課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

(３) この契約に係る入札に関して、受注者(受注者が法人の場合にあっては、その役員又は代理人、使用人その他の従業者) 

に対し、刑法(明治40年法律第45号)第96条の6又は独占禁止法第89条第1 項若しくは第95条第1項第1号の規定による

刑が確定したとき。 

(４) その他この契約に係る入札に関して、受注者が前3号の規定による違法な行為をしたことが明白となったとき。 

２ 受注者が共同企業体である場合においては、前項各号中「受注者」とあるのは「受注者又は受注者の代表者若しくは構成員」

と読み替えるものとする。 

３ 前項の場合において、受注者が解散されているときは、発注者は、受注者の代表者であった者又は構成員であった者に第1項

の規定による支払いの請求をすることができる。この場合においては、受注者の代表者であった者及び構成員であった者は、共

同連帯して第1項の額を発注者に支払わなければならない。 

４ 第1項に規定する場合においては、発注者は、この契約を解除することができる。 

５ 前各項の規定は、発注者の受注者に対する損害賠償請求を妨げるものではない。 

(受注者の催告による解除権) 

第51条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めたその履行の催告をし、その期間内に履行がない 

ときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の

社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

(受注者の催告によらない解除権) 

第 52 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができる。 

(１) 第19条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が3分の2以上減少したとき。 

(２) 第20条の規定による工事の施工の中止期間が工期の10分の5(工期の10分の5が6月を超えるときは、6月)を超 

えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後3月を経過しても、な

おその中止が解除されないとき。 

(受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限) 

第53条 第51条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、受注者は、前2条の規定 

による契約の解除をすることができない。 

(解除に伴う措置) 

第54条 発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該検査に合格した部分 
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及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部

分に相応する請負代金を受注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、

その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第1項の場合において、第35条（第41条において準用する場合を含む。）の規定による前払金又は中間前払金があったと

きは、当該前払金の額及び中間前払金の額(第38条及び第42条の規定による部分払をしているときは、その部分払において 

償却した前払金及び中間前払金の額を控除した額)を同項前段の出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合 

において、受領済みの前払金額及び中間前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解除が第47条、第48条又は次条第3 

項の規定によるときにあっては、その余剰額に前払金又は中間前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ、支払遅 

延防止法第8条第1項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した額の利息を付した額を、解除が第 46 条、第51 

条又は第52条の規定によるときにあっては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、支給材料があるときは、第1項の出来形部分の検査に合

格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の

故意若しくは過失により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、

代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発注者に返還しなけ

ればならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失又はき損したときは、代品を納め、若し

くは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設

機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を

撤去するとともに、工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、又は工事用地等の修復若しくは取

片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うこと

ができる。この場合においては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出ることができず、 

また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなければならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解除が第47条、第 48

条又は次条第３項の規定によるときは発注者が定め、第46条、第51条又は第52条の規定によるときは、受注者が発注者の 

意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等につい 

ては、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

９ 工事の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については発注者及び受注者が民法の規定に 

従って協議して決める。 

(発注者の損害賠償請求等) 

第55条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠償を請求することができる。 

(１) 工期内に工事を完成することができないとき。 

(２) この工事目的物に契約不適合があるとき。 

(３) 第 47 条又は第48条の規定により、工事目的物の完成後にこの契約が解除されたとき。 

(４) 前3号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受注者は、請負代金額の10分の1に相当する額を違約

金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(１) 第47条、第48条又は第50条第4項の規定により工事目的物の完成前にこの契約が解除されたとき。 

(２) 工事目的物の完成前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務に

ついて履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第2号に該当する場合とみなす。 

(１) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法(平成16年法律第75号)の規定により選任された

破産管財人 

(２) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法(平成14 年法律第 154 号)の規定により選任

された管財人 

(３) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法(平成11 年法律第 225 号)の規定により選任

された再生債務者等 

４ 第1項各号又は第2項各号に定める場合(前項の規定により第2項第2号に該当する場合とみなされる場合を除く。)が 

この契約及び取引上の社会通念に照らして受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第1項及び

第2項の規定は適用しない。 

５ 第1項第1号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、請負代金額から出来形部分に相応する請負代金

額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 3.0 パーセントの割合で計算した額とする。 

６ 第2項の場合において、第4条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注

者は、当該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。 

７ 第2項の違約金は、発注者の受注者に対する損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

(受注者の損害賠償請求等) 
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第56条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償を請求することができる。

ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由によ

るものであるときは、この限りでない。 

(1) 第51条又は第52条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるとき。 

２ 第33条第２項（第39条において準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払いが遅れた場合においては、受注者 

は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、支払遅延防止法第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算

した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

(契約不適合責任期間等) 

第57条 発注者は、引き渡された工事目的物に関し、第32条第４項又は第５項（第39条においてこれらの規定を準用する場 

合を含む。）の規定による引渡し（以下この条において単に「引渡し」という。) を受けた日から２年以内でなければ、契 

約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求 

等」という。）をすることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、設備機器本体等の契約不適合については、引渡しの時、発注者が検査して直ちにその履行の追

完を請求しなければ、受注者は、その責任を負わない。ただし、当該検査において一般的な注意の下で発見できなかった契

約不適合については、引渡しを受けた日から1年が経過する日まで請求等をすることができる。 

３ 前2項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠を示して、受注者の契 

約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

４ 発注者が第1項又は第２項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第７項において「契約不適 

合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から 1 年が経過

する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

５ 発注者は、第1項又は第2項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範

囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せず、契約不適合に関する

受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

７ 民法第637条第1項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

８ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第1項の規定にかかわらず、その旨を直ち 

に受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があ

ることを知っていたときは、この限りでない。 

９ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９４条第1項に規定する住宅新築請負契 

約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に 

定める部分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について請求等を行うことのできる期間は、10 年

とする。この場合において、前各項の規定は適用しない。 

10 引き渡された工事目的物の契約不適合が支給材料の性質又は発注者若しくは監督員の指図により生じたものであるときは、

発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。ただし、受注者がその材料又は指図の不適当である 

ことを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

(火災保険等) 

第58条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同じ。）等を設計図書に定めるところに

より火災保険、建設工事保険その他の保険（これに準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならな

い。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなけれ

ばならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第1項の規定による保険以外の保険に付したときは、直ちにその旨を発注者に通

知しなければならない。 

(相殺) 

第59条 発注者は、受注者に対して金銭債権を有するときは、当該金銭債権と受注者が発注者に対して有する金銭債権とを相

殺することができる。 

２ 前項の場合において、相殺してなお発注者が受注者に対して有する金銭債権全額に満たないときは、受注者は、発注者の 

指定する期間内に当該不足額を支払わなければならない。 

３ 第1項の場合において、発注者は、相殺の充当の順序を指定することができる。 

(あっせん又は調停) 

第60条 この約款の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議が整わなかったときに発注者が定めた

ものに受注者が不服がある場合その他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者

は、建設業法による兵庫県建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、監理技術者等、専門技術者その他受注者が工事を施工

するために使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督員の職務の執行に関する紛争につ 

いては、第12条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注者が決定を行った後、又

は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、 
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前項のあっせん又は調停を請求することができない。 

(仲裁) 

第61条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の審査会のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認

めたときは、同条の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

(補則) 

第62条 この約款に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。 
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明 石 市 工 事 検 査 要 綱 
 



明石市工事検査要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、明石市契約規則（平成５年規則第１０号。以下「規則」とい

う。）第４章第２節に規定する工事の検査について、必要な事項を定めるものとす

る。 

（専任検査員が行う検査の範囲） 

第２条 規則第３９条第１号に規定する市長が定める検査は、次に掲げる工事につ

いて行うものとする。ただし、第１号及び第２号に掲げる工事については、単価

契約に係る工事を除く。 

(１) 請負金額（契約金額を変更したものにあっては、当初の契約金額をいう。

第１１条第２項において同じ。）が１件１，０００万円以上（第１１条第２項第

３号イに掲げる保全工事にあっては、３，０００万円以上）の工事 

(２) 規則第１４条第１項第１号ただし書の規定により低入札調査基準価格を下

回る価格で申込みをした者で落札者となった者と契約をした工事（以下「低入

札調査対象工事」という。） 

(３) 前２号に定めるもののほか、工事検査を所管する課長又は担当課長（以下

「検査担当課長」という。）（検査担当課長を置かない場合にあっては、財務

室長。以下同じ。）が特に必要と認める工事 

（中間出来高検査） 

第３条 規則第４１条第２号に規定する中間出来高検査は、次に掲げる場合に行う

ものとする。 

(１) 部分払又は部分引渡しの必要が生じたとき。 

(２) 工事の打切り又は契約の解除があったとき。 

(３) その他中間出来高検査を行う必要が生じたとき。 

（随時検査） 

第４条 規則第４１条第３号に規定する随時検査は、次に掲げる場合に行うものと

する。 

(１) いんぺい個所又は仮設撤去に伴い完成時に確認が困難なとき。 

(２) 第２条に規定する工事であるとき。 

(３) 部分使用の必要が生じたとき。 

(４) その他随時検査を行う必要が生じたとき。 

（抜き打ち状況調査） 

第５条 検査員（専任検査員及び指定検査員をいう。以下同じ。）は、契約の適正な
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履行を施工段階において確保するため、次に掲げる工事について施工体制等の調

査を行うものとする。 

(１) 低入札調査対象工事 

(２) 検査担当課長が必要と認める工事 

（工事概要等の通知） 

第６条 規則第４２条第１項に規定する工事概要等の通知は、工事概要等（変更）

通知書により行わなければならない。既に通知した事項に変更が生じた場合も同

様とする。 

（専任検査員への検査要請） 

第７条 規則第４３条第１項に規定する検査の要請は、工事検査要請書を検査担当

課長が定める日までに提出して行わなければならない。 

２ 前項の検査の要請内容の変更は、工事検査変更要請書により行わなければなら

ない。 

（検査執行の通知） 

第８条 規則第４３条第２項に規定する検査員の氏名等の通知は、工事検査執行通

知書により行わなければならない。 

２ 前項の通知内容の変更は、工事検査変更執行通知書により行わなければならな

い。 

（検査関係書類の提出） 

第９条 主管課長は、専任検査員が行う検査にあっては、検査担当課長が定める日

までに検査のために必要な書類を検査担当課長に提出しなければならない。 

（検査の中止） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する事情があるときは、検査員は、当該工事

の検査を中止し、検査担当課長、主管課長及び契約担当者に報告するものとする。 

(１) 契約の相手方等が指示に従わず、又は検査の執行を妨害したとき。 

(２) 検査に立ち会うべき者が立ち会わないとき。 

(３) その他適正な検査を行うことが困難なとき。 

（工事成績の評定） 

第１１条 検査員は、規則第４６条第１項の規定に基づき、検査後直ちに、別に定

める工事成績評定要領により、監督職員と協力して工事成績の評定を行わなけれ

ばならない。 

２ 規則第４６条第１項ただし書の規定により工事成績の評定を省略することがで

きるものは、次に掲げる工事とする。 
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(１) 財務室において契約事務を行わない工事 

(２) 単価契約に係る工事 

(３) 財務室において契約事務を行う工事のうち、次に掲げるもの 

ア 工場製作のみの工事、しゅんせつ工事、請負金額の大部分が資材の費用で

ある工事その他の工事成績の評定に適さない工事 

イ 機器の定期的な整備、点検若しくは調整を主な工事内容とし、又は潤滑油

その他の消耗品若しくは汎用品の交換を主な工事内容とする保全工事 

ウ その他工事主管課長と協議の上、検査担当課長が工事の特殊性その他の事

情により特に工事成績の評定を必要としないと認める工事 

（検査結果の通知） 

第１２条 規則第４６条第１項に規定する検査の結果の通知は、次の各号に掲げる

検査の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行わなければならない。 

(１) 規則第４１条第１号の完成検査 工事検査調書兼検査結果通知書（完成検

査） 

(２) 規則第４１号第２号の中間出来高検査 工事検査調書兼検査結果通知書

（中間出来高検査） 

(３) 規則第４１条第３号の随時検査 工事検査調書兼検査結果通知書（随時検

査） 

２ 検査員は、前条第１項の規定による工事成績の評定結果を前項各号に掲げる通

知書に添えて、検査担当課長に提出しなければならない。 

（工事検査済証） 

第１３条 規則第４６条第２項の規定による契約の相手方への検査の結果の通知は、

工事検査済証を交付することにより行わなければならない。 

（検査後の措置等） 

第１４条 規則第４７条第１項から第３項までに規定する工事の手直し等の通知、

指示及び命令は、工事手直し等指示書により行わなければならない。 

２ 規則第４８条第１項及び第２項に規定する報告及び通知は、工事手直し等完了

報告書により行わなければならない。 

３ 検査員は、規則第４８条第３項の規定により再検査したときは、その結果を工

事手直し等検査結果報告書により主管課長に通知しなければならない。 

４ 軽微な手直し等にあっては、前３項の規定にかかわらず、検査担当課長が定め

るところによるものとする。 

（工事成績評定表） 
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第１５条 規則第４６条第２項の規定による契約の相手方への工事成績の評定の通

知は、工事成績評定表を交付することにより行わなければならない。ただし、同

条第１項ただし書の規定に基づき工事成績の評定を省略した場合には、その旨を

文書又は口頭で通知するものとする。 

２ 前項の通知を受けた者は、別に定める手続により、工事成績の評定点について

説明を求めることができる。 

（検査台帳の整備） 

第１６条 検査担当課長は、検査台帳を備え、第１２条第１項各号に掲げる通知書

による通知を受けたときは、必要事項を記入しなければならない。 

（検査概要の報告） 

第１７条 検査担当課長は、財務室長に対し、工事成績の評定結果その他検査に関

する重要な事項を定期又は随時に報告するものとする。ただし、検査担当課長を

置かない場合にあっては、この限りでない。 

（検査員証の携帯及び交付等） 

第１８条 検査担当課長は、専任検査員に対し、工事検査員証を交付するものとす

る。 

２ 専任検査員は、検査を実施するときは、常に工事検査員証を携帯し、かつ、関

係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

３ 検査担当課長は、工事検査員証交付簿を備え、専任検査員の異動等があったと

きは、交付簿の整備を行うものとする。 

４ 検査担当課長は、指定検査員の名簿を備え、指定検査員の異動等があったとき

は、名簿の整備を行うものとする。 

（技術職員に対する研修） 

第１９条 検査担当課長は、工事主管課の技術職員に対し、適宜に工事の検査に関

する研修を行うものとする。 

（委任） 

第２０条 この要綱に規定するもののほか検査に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和５年３月１５日制定） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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（第６条関係）                                        

 

工 事 概 要 等 （変 更） 通 知 書 

 

 

 年 月 日 

   工 事 検 査 担 当 課 長 様 

(主管課長） 

 

 
 

工事主管課  

 
予算執行課  

 
主任監督員 職 名         氏 名 

監 督 員 職 名         氏 名 

工 事 名 工 事 契約番号  

 
工 事 場 所 明石市 

受 注 者 
(会 社 名）   

(代表者名） 

請 負 金 額 
(当初）           円 （変更）          円 

{増減額：          円｝ 

契約年月日 
第 回  年 月 日 

(当初）       年 月 日    （変更） 第 回  年 月 日 

第 回  年 月 日 

契 約 工 期 

                     第 回 年 月 日 

自      年 月 日 

(当初）               （変更） 第 回 年 月 日 

至       年 月 日 

第 回 年 月 日 

現場代理人 

及び 

主任(監理) 

技 術 者 

(現場代理人） 

(主任技術者） 

(監理技術者） 

(工事概要） 

 

 

 

※変更内容： 
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（第７条第 1 項関係）                                  

 

工 事 検 査 要 請 書 
(完成検査・中間出来高検査・随時検査） 

 

  

  年  月  日    

                様 

 

(主管課長） 

 

下記の工事について、検査の執行を要請します。 

 

 

 

記 

 

工  事  名 
 

工事 契 約 番 号 
 

 

工 事 場 所 
 

明石市 受 注 者 
 

 

請 負 金 額 (当初）                   円 （変更）                円 

契約年月日 (当初）          年  月  日   （変更）         年  月  日 

契 約 工 期 

自       年  月  日 

(当初）                      （変更）         年  月  日 

至       年  月  日 

完 成 予 定 

年  月  日 
      年  月  日 

出 来 高 

予  定 

年 月 日 

     年  月  日 

監  督  員 

主任監督員 職 氏名            監督員 職 氏名 

検 査 希 望 

年  月  日 
  年  月  日 備 考 

 

 

※ 部分引渡し（部分完成）又は部分使用の場合は、配置図・平面図を添付のこと。 
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分 
（第７条第２項関係）                            

 

工 事 検 査 変 更 要 請 書 

(完成検査・中間出来高検査．随時検査） 

 
 

  年  月 日 

様 

 

(主管課長）  

 

 

下記の工事に係る、検査日の変更を要請します。 

 

 

記 

工  事  名 工事 契 約 番 号 
 

 

工 事 場 所 明石市 受 注 者 
 

 

監 督 職 員 

主任監督員 職 氏名            監督員 職 氏名 

 

 

検 査 予 定 

( 当 初 ） 

年  月  日 

    年  月  日 

検 査 変 更 

希  望 

年  月  日 

     年   月   日 

変 更 理 由 

 

 

備  考 
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（第８条第 1 項関係） 

※ 通知後検査日に変更が生じる場合は、検査日の３日前までに「工事検査変更要請書」を提出のこと。 

 

工 事 検 査 執 行 通 知 書 

（完成検査・中間出来高検査・随時検査） 

 

                            年  月  日  

（主管課長）        様 

                          

工 事 検 査 担 当 課 長 

 

 

下記の工事に係る検査について、検査員の氏名、検査日等を通知します。 

 

 

記 

 

工 事 名                 工事 契約番号  

工 事 場 所 明石市 受 注 者  

請 負 金 額 (当初)  円 (変更) 円 

契約年月日 (当初)   年  月  日 (変更)     年  月  日 

契 約 工 期 (当初) 
自      年  月  日 

(変更)     年  月  日 
至      年  月  日 

完 成 予 定 

年 月 日 
    年  月  日 

出 来 高 

予 定 

年 月 日 

    年  月  日 

監 督 員 

 主任監督員 職 氏名  監督員 職 氏名 

  

検 査 

年 月 日 

    年  月  日 

午前･午後  時  分 
検 査 員  
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（第８条第 2 項関係） 

 

 

工 事 検 査 変 更 執 行 通 知 書 

（完成検査・中間出来高検査・随時検査） 

 

                           年  月  日  

（主管課長）        様 

                          

工 事 検 査 担 当 課 長 

 

 

下記の工事に係る検査について、（ 検査日 ・ 検査員 ）の変更を通知します。 

 

 

記 

 

工 事 名                  工事 契約番号  

工 事 場 所 明石市 受 注 者  

監 督 員 

主任監督員 職 氏名 監督員 職 氏名 

  

検 査 予 定 

（当初） 

年 月 日 

    年  月  日 
検査変更 

年 月 日 
    年  月  日 

検 査 員  

（ 備 考 ） 
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（第１２条第 1項第 1 号関係）                                 

 

工 事 検 査 調 書 兼 検 査 結 果 通 知 書 
(完成検査） 

 

   年   月   日 

                   様 

 

 

 

 

 

検査の結果、下記の工事は、契約書、仕様書、設計図その他関係書類のとおり 

完成していることを確認しました。 

 

 

 

記 

工  事  名 工事  契 約 番 号 
 

 

工 事 場 所 明石市 受 注 者 
 

 

請 負 金 額 (当初）                円         （変更）                    円 

契約年月日 (当初）         年  月   日             (変更）                年    月     日 

契 約 工 期 
自          年    月    日 

(当初）                                                 （変更）                年    月     日 

至         年    月    日 

完  成 

年  月  日 
       年    月    日 

完 成 検 査 

年  月  日 
       年    月    日 

監  督  員 

職 氏名 

検  査  員 

氏名 

(備  考）  
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（第１２条第１項第２号関係）                                 

 

工 事 検 査 調 書 兼 検 査 結 果 通 知 書 

(中間出来高検査） 

 
 

                                             年  月  日 

 

                   様 

 

 

 

 

中間出来高検査の結果、下記のとおり確認しました。 

 

 

 

記 
 

工  事  名 工事 契 約 番 号 
 

 

工 事 場 所 明石市 受 注 者 
 

 

請 負 金 額 (当初）                  円    （変更）               円 

契約年月日 (当初）             年   月   日      （変更）        年   月   日 

契 約 工 期 

自        年    月    日 

(当初）                                                 （変更）         年    月    日 

至        年    月    日 

出  来  高 

年  月  日 
       年    月    日 

出来高検査 

年  月  日 
       年    月    日 

監  督  員 

職 氏名 

検  査  員 

氏名 

出  来  高 

金  額 
円 

出 来 高 

歩  合 
％ 

(備  考） 
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（第１２条第１項第３号関係） 

 

 

工 事 検 査 調 書 兼 検 査 結 果 通 知 書 

（随時検査） 

 

                  年  月  日  

             様 

 

                   

 

 

随時検査の結果、下記のとおり確認しました。 

 

 

記 

 

工 事 名                工事 契約番号  

工 事 場 所 明石市 受 注 者  

請 負 金 額 (当初) 円 (変更) 円 

契約年月日 (当初)   年  月  日 (変更)   年  月  日 

契 約 工 期 (当初) 
自     年  月  日 

(変更)   年  月  日 
至     年  月  日 

出 来 高 

年 月 日 
    年  月  日 

随時検査 

年 月 日 
    年  月  日 

監 督 員 

職 氏名           

検 査 員 

氏 名 

  

（備 考） 
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（第１３条関係） 

 

（ 明石市工事検査要綱第１３条の規定による ） 

工 事 検 査 済 証 

（ 完成検査・中間出来高検査 ） 

 

                              年  月  日  

 

 （受注業者名）       様 

 

 

 

                  明石市長           印  

 

検査の結果、下記の工事は所定の設計書、図面及び仕様書のとおり、完成している 

ことを確認しました。 

記 

 

工 事 名                 工事 契 約 番 号  

工 事 場 所 明石市 
主任(監理) 

技 術 者 
 

請 負 金 額 (当初) 円 (変更) 円 

契約年月日 (当初)   年  月  日 (変更)   年  月  日 

契 約 工 期 (当初) 
自     年  月  日 

(変更)   年  月  日 
至     年  月  日 

完成年月日     年  月  日 
完成検査 

年 月 日 
    年  月  日 

監 督 員 

職 氏名           

検 査 員 

氏 名 
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（第１４条第 1 項関係） 

 

工 事 手 直 し 等 指 示 書 

 

     年  月  日  

 

 （主管課長・監督職員・受注者） 

 

               様 

 

                  （検査員・主管課長・監督職員） 

 

                印 

 

 

                      の措置が必要ですので通知します。 

   工事検査の結果、下記のとおり手直し等 を指示します。 

                      を命じます。 

 

 

記 

 

工 事 名                           工 事 

工 事 場 所 明石市 

受 注 者   

検査実施日     年  月  日 
手 直 し 

期 限 
    年  月  日 

 （ 指 示 事 項 ） 

 

 

 

 

※ 受注者に命じる場合は、監督職員が押印のこと。 

※ 本帳票は、完成・中間出来高検査に使用のこと。 
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（第１4 条第２項関係） 

 

工 事 手 直 し 等 完 了 報 告 書 

  年  月  日  
（検査員・主管課長） 

 

             様 

 

                （主管課長・監督職員） 

 

               印 

 

 

下記の工事について、指示どおり手直し等が 

完了したので報告します。 

完了した旨の報告を受けたので通知します。 

 

 

記 

 

工 事 名                           工事  

工 事 場 所  明石市 

受 注 者  

検査実施日     年  月  日 
手 直 し 

期 限 
    年  月  日 

 （指示事項） 

 

 

 

 

 

 

※ 受注者に命じる場合は、監督職員が押印のこと。 

※ 本帳票は、完成・中間出来高検査に準ずること。 
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（第１４条第３項関係） 

 

 

工 事 手 直 し 等 検 査 結 果 報 告 書 

 

                            年  月  日  

 

              様 

 

                   

 

 

下記の工事について、手直し等の検査を行い、指示どおり完了したことを 

確認しました。 

 

 

記 

 

工 事 名               工事 契約番号  

工 事 場 所 明石市 受 注 者  

請 負 金 額 (当初)       円 (変更) 円 

契約年月日 (当初)    年  月  日 (変更)   年  月  日 

契 約 工 期 (当初) 

自      年  月  日 

(変更)   年  月  日 

至      年  月  日 

検査実施日     年  月  日 手直し期限     年  月  日 

手直し検査

実  施  日 
  年  月  日 

監 督 員 

職 氏名 

検 査 員 

氏 名 
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（第１５条第１項関係） 

 
（明石市工事検査要綱第１５条第１項の規定による） 

 

工 事 成 績 評 定 表 
 

(完 成 検 査） 

  年  月  日 

 

(受注業者名） 

                    様 

 

                    明石市長          印 

 

 

下記の工事について､評定した結果を通知します。 

 

記 

工 事 名 

 

 契 約 番 号 

 

 

工 事 場 所 

 

 主任(監理) 

技 術 者 

 

 

請 負 金 額 

 

 

契 約 工 期     年  月  日 ～    年  月  日 

完成年月日    年  月  日 
完成検査 

年 月 日 
   年  月  日 

主任監督員 

監 督 員 
 検 査 員  

 評定点          点 

評 定 結 果 ①施工体制 ②施工状況 
③安全管理及び 

対外関係 
④出来形・品質・ 

出来ばえ及び写真 
⑤加減点 
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（第１８条第１項関係）  

 

 

 

（表）  

 

認証番号 

 

工 事 検 査 員 証 

 

  年  月  日交付    

 

  所 属 

  氏 名 

    明 石 市 長    印  

 

                          

 

 

 

 

（裏）  

 

 

１ 本証は、検査を実施するときは常に携帯し、関係

者の請求があったときは、これを掲示すること。 

２ 本証の記載事項に変更が生じたとき、又は本証を

紛失したときは、直ちに届け出ること。  

３ 第三者に本証の貸与等をしてはならない。  

４ 検査員の選任を解かれたときは、直ちに本証を  

返還しなければならない。  
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明 石 市 工 事 監 督 要 綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



明石市工事監督要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、明石市契約規則（平成５年規則第１０号。以下「規則」と

いう。）第５３条の規定に基づき、工事（製造を含む。以下同じ。）の監督に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（監督職員の職務） 

第２条 規則第３５条第１項及び第２項に規定する監督職員の職務の細目は、次

の各号に掲げる監督職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるとおりとす

る。 

(１) 主任監督員 次のアからウまでに掲げる職務 

ア 契約の相手方及びその現場代理人（以下「相手方等」という。）に対する

指示、承諾又は協議で重要なものの処理 

イ 関連する２以上の工事における工程等の調整で重要なものの処理 

ウ 監督員の指揮監督及び監督業務の総括 

(２) 監督員 次のアからオまでに掲げる職務 

ア 相手方等に対する指示、承諾又は協議で軽易なものの処理 

イ 設計図書に基づく施工のための詳細図等の作成及び交付又は相手方等が

作成したこれらの図書の承諾 

ウ 設計図書に基づく工程の管理、工事の立会い、施工状況の確認及び使用

材料の試験又は検査 

エ 関連する２以上の工事における工程等の調整で軽易なものの処理 

オ 工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認めた場合にお

ける主任監督員への報告 

２ 規則第３４条第２項後段の規定により、監督員のみが選任されたときは、主

任監督員の職務は監督員が行うものとする。 

（工事監督の心得） 

第３条 監督職員は、その業務の執行に当たっては、厳正かつ公平に行わなけれ

ばならない。 

２ 監督職員は、相手方等その他の利害関係人に対し、常に厳正な態度で臨むと

ともに、その工事に関連する機関等との連絡を密接にし、施工に支障をきたさ

ないよう配慮しなければならない。 

３ 監督職員は、施工に当たっては、生命及び財産に関する危害等を防止し、並
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びに利水及び交通の安全を確保するよう相手方等に周知徹底させなければなら

ない。 

４ 監督職員は、常に工事の進捗状況を管理し、相手方等に履行期限を遵守させ

るとともに、その進捗状況を主管課長に報告するものとする。 

（関係書類等の整備） 

第４条 監督職員は、設計図書その他施工に必要な書類等を整備し、常にその施

工の状況を明らかにしておかなければならない。 

２ 監督職員は、契約に定めるところにより、相手方等に工事写真を撮影させな

ければならない。 

（使用材料の検査等） 

第５条 監督職員は、相手方等から使用材料に係る試験若しくは検査の請求があ

ったとき又はその必要があると認めるときは、直ちに設計図書等に基づき、使

用材料の品質、形状、寸法、数量等について試験又は検査を行うものとする。 

２ 監督職員は、試験又は検査の結果、不合格となった使用材料を相手方等に遅

滞なく現場から搬出させるとともに、良品と交換させなければならない。 

３ 監督職員は、相手方等から使用材料のうち調合に係る立会い又は見本検査を

求められたときは、設計図書等に基づき、求められた日から７日以内に立会い

又は検査を行うものとする。 

（立会い又は破壊等による確認） 

第６条 監督職員は、相手方等が特殊技術を必要とする工事、重要な部分の手直

しができない工事及び設計図書等で立ち会うことを指定した工事を施工する場

合は、立ち会わなければならない。 

２ 監督職員は、前項に規定する工事以外の工事についても、相手方等から立会

いを求められたときは、立ち会わなければならない。ただし、やむを得ない理

由により立会いができないときは、相手方に工事写真を提出させる等の方法を

もって立会いに代えることができる。 

３ 監督職員は、相手方等が前条第１項に規定する使用材料の試験若しくは検査

又は前２項に規定する立会いその他の方法による確認を受けないで、当該部分

の工事を施工したとき又は工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められ

る相当の理由があるときは、破壊等の方法により適否を確認することができる。 

（監督職員の報告） 

第７条 監督職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、主管課長に書面に

より報告し、その指示を受けなければならない。ただし、第１号及び第２号に
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規定するもののうち軽微なものについては、相手方等に必要事項を指示し、そ

の後に主管課長に報告するものとする。 

(１) 設計図書等の施工の状態が一致しないとき。 

(２) 設計図書等に誤り又は脱漏があるとき。 

(３) 設計図書等で明示されていない施工条件について、予期することのでき

ない特別の事態が発生したとき。 

(４) 施工管理につき、現場代理人等を著しく不適当と認め、その交替を求め

るとき。 

(５) 一括下請負その他工事の下請負に関し、不適当な行為があったとき。 

(６) 工事の内容を変更し、又は工事を一時中止し、若しくは打ち切る必要が

あると認めたとき。 

(７) 工事の目的物の引渡し前に工事の目的物又は使用材料について損害を生

じたときその他施工に関して損害を生じたとき。 

(８) 施工に伴い、第三者に損害を及ぼしたとき。 

(９) その他設計図書等又は契約の履行について疑義が生じたとき。 

（手直し等の指示等） 

第８条 監督職員は、施工途中の工事が設計図書等に適合しないと認めるときは、

直ちに相手方等に工事の手直し等を指示するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する不適合が市の責めに帰すべき理由

による場合は、主管課長等と協議の上、必要な措置を行うものとする。 

（臨機の措置） 

第９条 監督職員は、災害防止その他やむを得ない理由により、相手方等に対し

臨機の措置をとらせる必要があるときは、あらかじめ主管課長の指示を受けな

ければならない。ただし、そのいとまのないときは、事後直ちに主管課長に報

告しなければならない。 

（工事完成届等） 

第１０条 監督職員は、工事が完成したとき（部分引渡しを指定した当該部分の

工事が完成したときを含む。）は、相手方等に完成の日から７日を経過する日又

は履行期限の末日のいずれか早い日までに、その旨を通知させなければならな

い。 

２ 監督職員は、部分払いに対応する履行があったときは、相手方等に当該履行

があった日から７日以内に、当該履行に係る確認の請求をさせなければならな

い。 
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（工事目的物及び既済部分の確認等） 

第１１条 監督職員は、相手方等から前条の規定による通知又は請求があったと

きは、当該通知又は請求があった日から７日以内に設計図書等に基づき、工事

目的物又は既済部分の出来形等を確認しなければならない。 

２ 監督職員は、前項の規定による工事目的物又は既済部分の確認をしたときは、

その結果を主管課長に報告しなければならない。 

（工事成績の評定） 

第１２条 監督職員は、明石市工事検査要綱（平成３１年３月１４日制定）第１

１条第１項の規定により、完成検査日の２日後（明石市の休日を定める条例（平

成３年条例第４号）第２条第１項に規定する休日がある場合は、当該休日を除

く。）までに別に定める工事成績評定要領により、監督職員の担当部分の評定を

行い、工事成績表を検査員に提出しなければならない。 

（引継ぎ図書等の整理） 

第１３条 監督職員は、工事の完成検査が終了したときは、当該工事の施行に関

する必要書類を当該検査が終了した日から１４日以内に整理しなければならな

い。  

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この要領は、令和５年４月１７日から施行する。 
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地 方 自 治 法（抜粋） 

地方自治法施行令（抜粋） 

 



 

 

地方自治法 

 

発令    ：昭和22年4月17日法律第67号 

最終改正：令和5年5月8日法律第19号 

 

 

（契約の締結） 

第二百三十四条 売買、貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約

又はせり売りの方法により締結するものとする。 

２ 前項の指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、

これによることができる。 

３ 普通地方公共団体は、一般競争入札又は指名競争入札（以下この条において「競争入札」

という。）に付する場合においては、政令の定めるところにより、契約の目的に応じ、予定

価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方とする

ものとする。ただし、普通地方公共団体の支出の原因となる契約については、政令の定める

ところにより、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込みをした者のうち最低の価格を

もつて申込みをした者以外の者を契約の相手方とすることができる。 

４ 普通地方公共団体が競争入札につき入札保証金を納付させた場合において、落札者が契約

を締結しないときは、その者の納付に係る入札保証金（政令の定めるところによりその納付

に代えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団体に帰属するものとする。 

５ 普通地方公共団体が契約につき契約書又は契約内容を記録した電磁的記録を作成する場

合においては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の相手方とともに、

契約書に記名押印し、又は契約内容を記録した電磁的記録に当該普通地方公共団体の長若し

くはその委任を受けた者及び契約の相手方の作成に係るものであることを示すために講ず

る措置であつて、当該電磁的記録が改変されているかどうかを確認することができる等これ

らの者の作成に係るものであることを確実に示すことができるものとして総務省令で定め

るものを講じなければ、当該契約は、確定しないものとする。 

６ 競争入札に加わろうとする者に必要な資格、競争入札における公告又は指名の方法、随意

契約及びせり売りの手続その他契約の締結の方法に関し必要な事項は、政令でこれを定める。 

 

（契約の履行の確保） 

第二百三十四条の二 普通地方公共団体が工事若しくは製造その他についての請負契約又は

物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、当該普通地方公共団体の職員は、政

令の定めるところにより、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確

認（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合において行なう工事若しくは製造の

既済部分又は物件の既納部分の確認を含む。）をするため必要な監督又は検査をしなければ

ならない。 

２ 普通地方公共団体が契約の相手方をして契約保証金を納付させた場合において、契約の相

手方が契約上の義務を履行しないときは、その契約保証金（政令の定めるところによりその

納付に代えて提供された担保を含む。）は、当該普通地方公共団体に帰属するものとする。

ただし、損害の賠償又は違約金について契約で別段の定めをしたときは、その定めたところ

によるものとする。 
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地方自治法施行令 

 

発令    ：昭和22年5月3日政令第16号 

最終改正：令和5年4月26日政令第175号 

 

 

（監督又は検査の方法） 

第百六十七条の十五 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督は、立会い、指

示その他の方法によつて行なわなければならない。 

２ 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による検査は、契約書、仕様書及び設計書そ

の他の関係書類（当該関係書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）に基づい

て行わなければならない。 

３ 普通地方公共団体の長は、地方自治法第二百三十四条の二第一項に規定する契約について、

契約の目的たる物件の給付の完了後相当の期間内に当該物件につき破損、変質、性能の低下

その他の事故が生じたときは、取替え、補修その他必要な措置を講ずる旨の特約があり、当

該給付の内容が担保されると認められるときは、同項の規定による検査の一部を省略するこ

とができる。 

４ 普通地方公共団体の長は、地方自治法第二百三十四条の二第一項に規定する契約について、

特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由により当該普通地方公共団体の

職員によつて監督又は検査を行なうことが困難であり、又は適当でないと認められるときは、

当該普通地方公共団体の職員以外の者に委託して当該監督又は検査を行なわせることがで

きる。 
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公共工事の入札及び契約の 

適正化の促進に関する法律 



 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

 

発令    ：平成12年11月27日法律第127号 

最終改正：令和3年5月19日法律第37号 

 

○公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

〔平成十二年十一月二十七日号外法律第百二十七号〕 

〔大蔵・建設・自治大臣署名〕 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律をここに公布する。 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 情報の公表（第四条―第九条） 

第三章 不正行為等に対する措置（第十条・第十一条） 

第四章 適正な金額での契約の締結等のための措置（第十二条・第十三条） 

第五章 施工体制の適正化（第十四条―第十六条） 

第六章 適正化指針（第十七条―第二十条） 

第七章 国による情報の収集、整理及び提供等（第二十一条・第二十二条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、国、特殊法人等及び地方公共団体が行う公共工事の入札及び契約につい

て、その適正化の基本となるべき事項を定めるとともに、情報の公表、不正行為等に対する

措置、適正な金額での契約の締結等のための措置及び施工体制の適正化の措置を講じ、併せ

て適正化指針の策定等の制度を整備すること等により、公共工事に対する国民の信頼の確保

とこれを請け負う建設業の健全な発達を図ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「特殊法人等」とは、法律により直接に設立された法人若しくは特

別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人（総務省設置法（平成十一年法律第

九十一号）第四条第一項第八号の規定の適用を受けない法人を除く。）、特別の法律により

設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人又は独立行政法人（独立行政

法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。第六

条において同じ。）のうち、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する法人であって政令

で定めるものをいう。 

一 資本金の二分の一以上が国からの出資による法人又はその事業の運営のために必要な

経費の主たる財源を国からの交付金若しくは補助金によって得ている法人であること。 

二 その設立の目的を実現し、又はその主たる業務を遂行するため、計画的かつ継続的に建

設工事（建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二条第一項に規定する建設工事をいう。

次項において同じ。）の発注を行う法人であること。 

２ この法律において「公共工事」とは、国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工

事をいう。 

３ この法律において「建設業」とは、建設業法第二条第二項に規定する建設業をいう。 

４ この法律において「各省各庁の長」とは、財政法（昭和二十二年法律第三十四号）第二十
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条第二項に規定する各省各庁の長をいう。 

（公共工事の入札及び契約の適正化の基本となるべき事項） 

第三条 公共工事の入札及び契約については、次に掲げるところにより、その適正化が図られ

なければならない。 

一 入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性が確保されること。 

二 入札に参加しようとし、又は契約の相手方になろうとする者の間の公正な競争が促進さ

れること。 

三 入札及び契約からの談合その他の不正行為の排除が徹底されること。 

四 その請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込まれない契約の締結が

防止されること。 

五 契約された公共工事の適正な施工が確保されること。 

第二章 情報の公表 

（国による情報の公表） 

第四条 各省各庁の長は、政令で定めるところにより、毎年度、当該年度の公共工事の発注の

見通しに関する事項で政令で定めるものを公表しなければならない。 

２ 各省各庁の長は、前項の見通しに関する事項を変更したときは、政令で定めるところによ

り、変更後の当該事項を公表しなければならない。 

第五条 各省各庁の長は、政令で定めるところにより、次に掲げる事項を公表しなければなら

ない。 

一 入札者の商号又は名称及び入札金額、落札者の商号又は名称及び落札金額、入札の参加

者の資格を定めた場合における当該資格、指名競争入札における指名した者の商号又は名

称その他の政令で定める公共工事の入札及び契約の過程に関する事項 

二 契約の相手方の商号又は名称、契約金額その他の政令で定める公共工事の契約の内容に

関する事項 

（特殊法人等による情報の公表） 

第六条 特殊法人等の代表者（当該特殊法人等が独立行政法人である場合にあっては、その長。

以下同じ。）は、前二条の規定に準じて、公共工事の入札及び契約に関する情報を公表する

ため必要な措置を講じなければならない。 

（地方公共団体による情報の公表） 

第七条 地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎年度、当該年度の公共工事の発

注の見通しに関する事項で政令で定めるものを公表しなければならない。 

２ 地方公共団体の長は、前項の見通しに関する事項を変更したときは、政令で定めるところ

により、変更後の当該事項を公表しなければならない。 

第八条 地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、次に掲げる事項を公表しなければ

ならない。 

一 入札者の商号又は名称及び入札金額、落札者の商号又は名称及び落札金額、入札の参加

者の資格を定めた場合における当該資格、指名競争入札における指名した者の商号又は名

称その他の政令で定める公共工事の入札及び契約の過程に関する事項 

二 契約の相手方の商号又は名称、契約金額その他の政令で定める公共工事の契約の内容に

関する事項 

第九条 前二条の規定は、地方公共団体が、前二条に規定する事項以外の公共工事の入札及び

契約に関する情報の公表に関し、条例で必要な規定を定めることを妨げるものではない。 
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第三章 不正行為等に対する措置 

（公正取引委員会への通知） 

第十条 各省各庁の長、特殊法人等の代表者又は地方公共団体の長（以下「各省各庁の長等」

という。）は、それぞれ国、特殊法人等又は地方公共団体（以下「国等」という。）が発注

する公共工事の入札及び契約に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和二十二年法律第五十四号）第三条又は第八条第一号の規定に違反する行為があると疑うに

足りる事実があるときは、公正取引委員会に対し、その事実を通知しなければならない。 

（国土交通大臣又は都道府県知事への通知） 

第十一条 各省各庁の長等は、それぞれ国等が発注する公共工事の入札及び契約に関し、当該

公共工事の受注者である建設業者（建設業法第二条第三項に規定する建設業者をいう。次条

において同じ。）に次の各号のいずれかに該当すると疑うに足りる事実があるときは、当該

建設業者が建設業の許可を受けた国土交通大臣又は都道府県知事及び当該事実に係る営業

が行われる区域を管轄する都道府県知事に対し、その事実を通知しなければならない。 

一 建設業法第八条第九号、第十一号（同条第九号に係る部分に限る。）、第十二号（同条

第九号に係る部分に限る。）、第十三号（同条第九号に係る部分に限る。）若しくは第十

四号（これらの規定を同法第十七条において準用する場合を含む。）又は第二十八条第一

項第三号、第四号（同法第二十二条第一項に係る部分に限る。）若しくは第六号から第八

号までのいずれかに該当すること。 

二 第十五条第二項若しくは第三項、同条第一項の規定により読み替えて適用される建設業

法第二十四条の八第一項、第二項若しくは第四項又は同法第十九条の五、第二十六条第一

項から第三項まで、第二十六条の二若しくは第二十六条の三第七項の規定に違反したこと。 

第四章 適正な金額での契約の締結等のための措置 

（入札金額の内訳の提出） 

第十二条 建設業者は、公共工事の入札に係る申込みの際に、入札金額の内訳を記載した書類

を提出しなければならない。 

（各省各庁の長等の責務） 

第十三条 各省各庁の長等は、その請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見込

まれない契約の締結を防止し、及び不正行為を排除するため、前条の規定により提出された

書類の内容の確認その他の必要な措置を講じなければならない。 

第五章 施工体制の適正化 

（一括下請負の禁止） 

第十四条 公共工事については、建設業法第二十二条第三項の規定は、適用しない。 

（施工体制台帳の作成及び提出等） 

第十五条 公共工事についての建設業法第二十四条の八第一項、第二項及び第四項の規定の適

用については、これらの規定中「特定建設業者」とあるのは「建設業者」と、同条第一項中

「締結した下請契約の請負代金の額（当該下請契約が二以上あるときは、それらの請負代金

の額の総額）が政令で定める金額以上になる」とあるのは「下請契約を締結した」と、同条

第四項中「見やすい場所」とあるのは「工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所」

とする。 

２ 公共工事の受注者（前項の規定により読み替えて適用される建設業法第二十四条の八第一

項の規定により同項に規定する施工体制台帳（以下単に「施工体制台帳」という。）を作成

しなければならないこととされているものに限る。）は、作成した施工体制台帳（同項の規

定により記載すべきものとされた事項に変更が生じたことに伴い新たに作成されたものを
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含む。）の写しを発注者に提出しなければならない。この場合においては、同条第三項の規

定は、適用しない。 

３ 前項の公共工事の受注者は、発注者から、公共工事の施工の技術上の管理をつかさどる者

（次条において「施工技術者」という。）の設置の状況その他の工事現場の施工体制が施工

体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときは、これを受けることを拒

んではならない。 

（各省各庁の長等の責務） 

第十六条 公共工事を発注した国等に係る各省各庁の長等は、施工技術者の設置の状況その他

の工事現場の施工体制を適正なものとするため、当該工事現場の施工体制が施工体制台帳の

記載に合致しているかどうかの点検その他の必要な措置を講じなければならない。 

第六章 適正化指針 

（適正化指針の策定等） 

第十七条 国は、各省各庁の長等による公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置

（第二章、第三章、第十三条及び前条に規定するものを除く。）に関する指針（以下「適正

化指針」という。）を定めなければならない。 

２ 適正化指針には、第三条各号に掲げるところに従って、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する情報（各省各庁の長又は特殊法人等の代

表者による措置にあっては第四条及び第五条、地方公共団体の長による措置にあっては第

七条及び第八条に規定するものを除く。）の公表に関すること。 

二 入札及び契約の過程並びに契約の内容について学識経験を有する者等の第三者の意見

を適切に反映する方策に関すること。 

三 入札及び契約の過程に関する苦情を適切に処理する方策に関すること。 

四 公正な競争を促進し、及びその請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常見

込まれない契約の締結を防止するための入札及び契約の方法の改善に関すること。 

五 公共工事の施工に必要な工期の確保及び地域における公共工事の施工の時期の平準化

を図るための方策に関すること。 

六 将来におけるより適切な入札及び契約のための公共工事の施工状況の評価の方策に関

すること。 

七 前各号に掲げるもののほか、入札及び契約の適正化を図るため必要な措置に関すること。 

３ 適正化指針の策定に当たっては、特殊法人等及び地方公共団体の自主性に配慮しなければ

ならない。 

４ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、あらかじめ各省各庁の長及び特殊法人等を所管

する大臣に協議した上、適正化指針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５ 国土交通大臣は、適正化指針の案の作成に先立って、中央建設業審議会の意見を聴かなけ

ればならない。 

６ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、第四項の規定による閣議の決定があったときは、

遅滞なく、適正化指針を公表しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、適正化指針の変更について準用する。 

（適正化指針に基づく責務） 

第十八条 各省各庁の長等は、適正化指針に定めるところに従い、公共工事の入札及び契約の

適正化を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（措置の状況の公表） 
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第十九条 国土交通大臣及び財務大臣は、各省各庁の長又は特殊法人等を所管する大臣に対し、

当該各省各庁の長又は当該大臣が所管する特殊法人等が適正化指針に従って講じた措置の

状況について報告を求めることができる。 

２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、適正化指針に従って講じた措置の状

況について報告を求めることができる。 

３ 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、毎年度、前二項の報告を取りまとめ、その概要

を公表するものとする。 

（要請） 

第二十条 国土交通大臣及び財務大臣は、各省各庁の長又は特殊法人等を所管する大臣に対し、

公共工事の入札及び契約の適正化を促進するため適正化指針に照らして特に必要があると

認められる措置を講ずべきことを要請することができる。 

２ 国土交通大臣及び総務大臣は、地方公共団体に対し、公共工事の入札及び契約の適正化を

促進するため適正化指針に照らして特に必要があると認められる措置を講ずべきことを要

請することができる。 

第七章 国による情報の収集、整理及び提供等 

（国による情報の収集、整理及び提供） 

第二十一条 国土交通大臣、総務大臣及び財務大臣は、第二章の規定により公表された情報そ

の他その普及が公共工事の入札及び契約の適正化の促進に資することとなる情報の収集、整

理及び提供に努めなければならない。 

（関係法令等に関する知識の習得等） 

第二十二条 国、特殊法人等及び地方公共団体は、それぞれその職員に対し、公共工事の入札

及び契約が適正に行われるよう、関係法令及び所管分野における公共工事の施工技術に関す

る知識を習得させるための教育及び研修その他必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 国土交通大臣及び都道府県知事は、建設業を営む者に対し、公共工事の入札及び契約が適

正に行われるよう、関係法令に関する知識の普及その他必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第二章から第四章まで並びに第十六条、第十七条第一項及び第二項、

第十八条並びに附則第三条（建設業法第二十八条の改正規定に係る部分に限る。）の規定は

平成十三年四月一日から、第十七条第三項の規定は平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 第五条及び第八条の規定は、これらの規定の施行前に入札又は随意契約の手続に着手

していた場合における当該入札及びこれに係る契約又は当該随意契約については、適用しな

い。 

２ 第四章及び次条（建設業法第二十八条の改正規定に係る部分に限る。）の規定は、これら

の規定の施行前に締結された契約に係る公共工事については、適用しない。 

附 則 （平成二一年六月一〇日法律第五一号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日

（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、第八条の改正規定、第八条の二第一項
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及び第二項の改正規定、第八条の三の改正規定（「第八条第一項第一号」を「第八条第一号」

に改める部分に限る。）、第二十四条、第二十五条第一項及び第二十六条第一項の改正規定、

第四十三条の次に一条を加える改正規定、第五十九条第二項の改正規定（「第八条第一項第

一号」を「第八条第一号」に改める部分に限る。）、第六十六条第四項の改正規定（「第八

条第一項」を「第八条」に改める部分に限る。）、第七十条の十三第一項の改正規定（「第

八条第一項」を「第八条」に改める部分に限る。）、第七十条の十五に後段を加える改正規

定、同条に一項を加える改正規定、第八十四条第一項の改正規定、第八十九条第一項第二号

の改正規定、第九十条の改正規定、第九十一条の二の改正規定（同条第一号を削る部分に限

る。）、第九十三条の改正規定並びに第九十五条の改正規定（同条第一項第三号中「（第三

号を除く。）」を削る部分、同条第二項第三号中「、第九十一条第四号若しくは第五号（第

四号に係る部分に限る。）、第九十一条の二第一号」を削る部分（第九十一条の二第一号に

係る部分を除く。）及び第九十五条第三項中「前項」を「第二項」に改め、同条第二項の次

に二項を加える部分を除く。）並びに附則第九条、第十四条、第十六条から第十九条まで及

び第二十条第一項の規定、附則第二十一条中農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二

号）第七十二条の八の二及び第七十三条の二十四の改正規定並びに附則第二十三条及び第二

十四条の規定は、公布の日から起算して一月を経過した日から施行する。 

附 則 （平成二六年六月四日法律第五五号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第一条（建設業法目次、第二十五条の二十七（見出しを含む。）及び第二十七条の三十七

の改正規定並びに同法第四章の三中第二十七条の三十八の次に一条を加える改正規定に限

る。）及び附則第七条の規定 公布の日 

（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第四条 第二条の規定による改正後の公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

（次項において「新入札契約適正化法」という。）第四章の規定は、この法律の施行の際現

に入札に付されている公共工事については、適用しない。 

２ この法律の施行前に締結された契約に係る公共工事の施工については、新入札契約適正化

法第十五条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置

（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第八条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第一条から第四条までの規

定による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二七年九月一一日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。 

附 則 （令和元年六月一二日法律第三〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一年六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 
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（政令への委任） 

第五条 前三条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （令和元年六月一四日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。 

附 則 （令和三年五月一九日法律第三六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施行する。 

附 則 （令和三年五月一九日法律第三七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和三年九月一日から施行する。 
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公 共 工 事 の 品 質 確 保 の 

促 進 に 関 す る 法 律 



 

公共工事の品質確保の促進に関する法律 

発令    ：平成17年3月31日法律第18号 

最終改正：令和1年6月14日法律第35号 

 

○公共工事の品質確保の促進に関する法律 

〔平成十七年三月三十一日号外法律第十八号〕 

〔総理・各省大臣署名〕 

公共工事の品質確保の促進に関する法律をここに公布する。 

公共工事の品質確保の促進に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条―第八条） 

第二章 基本方針等（第九条―第十一条） 

第三章 多様な入札及び契約の方法等 

第一節 競争参加者の技術的能力の審査等（第十二条・第十三条） 

第二節 多様な入札及び契約の方法（第十四条―第二十条） 

第三節 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用及び発注者に対する支援

等（第二十一条―第二十四条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、公共工事の品質確保が、良質な社会資本の整備を通じて、豊かな国民生

活の実現及びその安全の確保、環境の保全（良好な環境の創出を含む。）、自立的で個性豊

かな地域社会の形成等に寄与するものであるとともに、現在及び将来の世代にわたる国民の

利益であることに鑑み、公共工事の品質確保に関する基本理念、国等の責務、基本方針の策

定等その担い手の中長期的な育成及び確保の促進その他の公共工事の品質確保の促進に関

する基本的事項を定めることにより、現在及び将来の公共工事の品質確保の促進を図り、も

って国民の福祉の向上及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「公共工事」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律（平成十二年法律第百二十七号）第二条第二項に規定する公共工事をいう。 

２ この法律において「公共工事に関する調査等」とは、公共工事に関し、国、特殊法人等（公

共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第二条第一項に規定する特殊法人等を

いう。以下同じ。）又は地方公共団体が発注する測量、地質調査その他の調査（点検及び診

断を含む。）及び設計（以下「調査等」という。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 公共工事の品質は、公共工事が現在及び将来における国民生活及び経済活動の基盤と

なる社会資本を整備するものとして社会経済上重要な意義を有することに鑑み、国及び地方

公共団体並びに公共工事等（公共工事及び公共工事に関する調査等をいう。以下同じ。）の

発注者及び受注者がそれぞれの役割を果たすことにより、現在及び将来の国民のために確保

されなければならない。 

２ 公共工事の品質は、建設工事が、目的物が使用されて初めてその品質を確認できること、

その品質が工事等（工事及び調査等をいう。以下同じ。）の受注者の技術的能力に負うとこ

ろが大きいこと、個別の工事により条件が異なること等の特性を有することに鑑み、経済性
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に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約

がなされることにより、確保されなければならない。 

３ 公共工事の品質は、施工技術及び調査等に関する技術の維持向上が図られ、並びにそれら

を有する者等が公共工事の品質確保の担い手として中長期的に育成され、及び確保されるこ

とにより、将来にわたり確保されなければならない。 

４ 公共工事の品質は、公共工事等の発注者（以下単に「発注者」という。）の能力及び体制

を考慮しつつ、工事等の性格、地域の実情等に応じて多様な入札及び契約の方法の中から適

切な方法が選択されることにより、確保されなければならない。 

５ 公共工事の品質は、これを確保する上で工事等の効率性、安全性、環境への影響等が重要

な意義を有することに鑑み、地盤の状況に関する情報その他の工事等に必要な情報が的確に

把握され、より適切な技術又は工夫が活用されることにより、確保されなければならない。 

６ 公共工事の品質は、完成後の適切な点検、診断、維持、修繕その他の維持管理により、将

来にわたり確保されなければならない。 

７ 公共工事の品質は、地域において災害時における対応を含む社会資本の維持管理が適切に

行われるよう、地域の実情を踏まえ地域における公共工事の品質確保の担い手が育成され、

及び確保されるとともに、災害応急対策又は災害復旧に関する工事等が迅速かつ円滑に実施

される体制が整備されることにより、将来にわたり確保されなければならない。 

８ 公共工事の品質は、これを確保する上で公共工事等の受注者のみならず下請負人及びこれ

らの者に使用される技術者、技能労働者等がそれぞれ重要な役割を果たすことに鑑み、公共

工事等における請負契約（下請契約を含む。）の当事者が、各々の対等な立場における合意

に基づいて、市場における労務の取引価格、健康保険法（大正十一年法律第七十号）等の定

めるところにより事業主が納付義務を負う保険料（第八条第二項において単に「保険料」と

いう。）等を的確に反映した適正な額の請負代金及び適正な工期又は調査等の履行期（以下

「工期等」という。）を定める公正な契約を締結し、その請負代金をできる限り速やかに支

払う等信義に従って誠実にこれを履行するとともに、公共工事等に従事する者の賃金、労働

時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の適正な整備について配慮がなされるこ

とにより、確保されなければならない。 

９ 公共工事の品質確保に当たっては、公共工事等の入札及び契約の過程並びに契約の内容の

透明性並びに競争の公正性が確保されること、談合、入札談合等関与行為その他の不正行為

の排除が徹底されること、その請負代金の額によっては公共工事等の適正な実施が通常見込

まれない契約の締結が防止されること並びに契約された公共工事等の適正な実施が確保さ

れることにより、公共工事等の受注者（以下単に「受注者」という。）としての適格性を有

しない建設業者等が排除されること等の入札及び契約の適正化が図られるように配慮され

なければならない。 

１０ 公共工事の品質確保に当たっては、民間事業者の能力が適切に評価され、並びに公共工

事等の入札及び契約に適切に反映されること、民間事業者の積極的な技術提案（公共工事等

に関する技術又は工夫についての提案をいう。以下同じ。）及び創意工夫が活用されること

等により民間事業者の能力が活用されるように配慮されなければならない。 

１１ 公共工事の品質確保に当たっては、調査等、施工及び維持管理の各段階における情報通

信技術の活用等を通じて、その生産性の向上が図られるように配慮されなければならない。 

１２ 公共工事の品質確保に当たっては、公共工事に関する調査等の業務の内容に応じて必要

な知識又は技術を有する者の能力がその者の有する資格等により適切に評価され、及びそれ

らの者が十分に活用されなければならない。 
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（国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、公共工事の品質確

保の促進に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、その地域の実情を踏まえ、公共工事の品質確

保の促進に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国及び地方公共団体の相互の連携及び協力） 

第六条 国及び地方公共団体は、公共工事の品質確保の促進に関する施策の策定及び実施に当

たっては、基本理念の実現を図るため、相互に緊密な連携を図りながら協力しなければなら

ない。 

（発注者等の責務） 

第七条 発注者は、基本理念にのっとり、現在及び将来の公共工事の品質が確保されるよう、

公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつつ、公共工事等の仕様書

及び設計書の作成、予定価格の作成、入札及び契約の方法の選択、契約の相手方の決定、工

事等の監督及び検査並びに工事等の実施中及び完了時の施工状況又は調査等の状況（以下

「施工状況等」という。）の確認及び評価その他の事務（以下「発注関係事務」という。）

を、次に定めるところによる等適切に実施しなければならない。 

一 公共工事等を実施する者が、公共工事の品質確保の担い手が中長期的に育成され及び確

保されるための適正な利潤を確保することができるよう、適切に作成された仕様書及び設

計書に基づき、経済社会情勢の変化を勘案し、市場における労務及び資材等の取引価格、

健康保険法等の定めるところにより事業主が納付義務を負う保険料、公共工事等に従事す

る者の業務上の負傷等に対する補償に必要な金額を担保するための保険契約の保険料、工

期等、公共工事等の実施の実態等を的確に反映した積算を行うことにより、予定価格を適

正に定めること。 

二 入札に付しても定められた予定価格に起因して入札者又は落札者がなかったと認める

場合において更に入札に付するとき、災害により通常の積算の方法によっては適正な予定

価格の算定が困難と認めるときその他必要があると認めるときは、入札に参加する者から

当該入札に係る工事等の全部又は一部の見積書を徴することその他の方法により積算を

行うことにより、適正な予定価格を定め、できる限り速やかに契約を締結するよう努める

こと。 

三 災害時においては、手続の透明性及び公正性の確保に留意しつつ、災害応急対策又は緊

急性が高い災害復旧に関する工事等にあっては随意契約を、その他の災害復旧に関する工

事等にあっては指名競争入札を活用する等緊急性に応じた適切な入札及び契約の方法を

選択するよう努めること。 

四 その請負代金の額によっては公共工事等の適正な実施が通常見込まれない契約の締結

を防止するため、その入札金額によっては当該公共工事等の適正な実施が通常見込まれな

い契約となるおそれがあると認められる場合の基準又は最低制限価格の設定その他の必

要な措置を講ずること。 

五 地域における公共工事等の実施の時期の平準化を図るため、計画的に発注を行うととも

に、工期等が一年に満たない公共工事等についての繰越明許費（財政法（昭和二十二年法

律第三十四号）第十四条の三第二項に規定する繰越明許費又は地方自治法（昭和二十二年

法律第六十七号）第二百十三条第二項に規定する繰越明許費をいう。第七号において同

じ。）又は財政法第十五条に規定する国庫債務負担行為若しくは地方自治法第二百十四条
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に規定する債務負担行為の活用による翌年度にわたる工期等の設定、他の発注者との連携

による中長期的な公共工事等の発注の見通しの作成及び公表その他の必要な措置を講ず

ること。 

六 公共工事等に従事する者の労働時間その他の労働条件が適正に確保されるよう、公共工

事等に従事する者の休日、工事等の実施に必要な準備期間、天候その他のやむを得ない事

由により工事等の実施が困難であると見込まれる日数等を考慮し、適正な工期等を設定す

ること。 

七 設計図書（仕様書、設計書及び図面をいう。以下この号において同じ。）に適切に施工

条件又は調査等の実施の条件を明示するとともに、設計図書に示された施工条件と実際の

工事現場の状態が一致しない場合、設計図書に示されていない施工条件又は調査等の実施

の条件について予期することができない特別な状態が生じた場合その他の場合において

必要があると認められるときは、適切に設計図書の変更及びこれに伴い必要となる請負代

金の額又は工期等の変更を行うこと。この場合において、工期等が翌年度にわたることと

なったときは、繰越明許費の活用その他の必要な措置を適切に講ずること。 

八 公共工事等の監督及び検査並びに施工状況等の確認及び評価に当たっては、情報通信技

術の活用を図るとともに、必要に応じて、発注者及び受注者以外の者であって専門的な知

識又は技術を有するものによる、工事等が適正に実施されているかどうかの確認の結果の

活用を図るよう努めること。 

九 必要に応じて完成後の一定期間を経過した後において施工状況の確認及び評価を実施

するよう努めること。 

２ 発注者は、公共工事等の施工状況等及びその評価に関する資料その他の資料が将来におけ

る自らの発注に、及び発注者間においてその発注に相互に、有効に活用されるよう、その評

価の標準化のための措置並びにこれらの資料の保存のためのデータベースの整備及び更新

その他の必要な措置を講じなければならない。 

３ 発注者は、発注関係事務を適切に実施するため、その実施に必要な知識又は技術を有する

職員の育成及び確保、必要な職員の配置その他の体制の整備に努めるとともに、他の発注者

と情報交換を行うこと等により連携を図るよう努めなければならない。 

４ 発注者は、災害応急対策又は災害復旧に関する工事等が迅速かつ円滑に実施されるよう、

あらかじめ、建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二十七条の三十七に規定する建設業者

団体その他の者との災害応急対策又は災害復旧に関する工事等の実施に関する協定の締結

その他必要な措置を講ずるよう努めるとともに、他の発注者と連携を図るよう努めなければ

ならない。 

５ 国、特殊法人等及び地方公共団体は、公共工事の目的物の維持管理を行う場合は、その品

質が将来にわたり確保されるよう、維持管理の担い手の中長期的な育成及び確保に配慮しつ

つ、当該目的物について、適切に点検、診断、維持、修繕等を実施するよう努めなければな

らない。 

（受注者等の責務） 

第八条 受注者は、基本理念にのっとり、契約された公共工事等を適正に実施しなければなら

ない。 

２ 公共工事等を実施する者は、下請契約を締結するときは、下請負人に使用される技術者、

技能労働者等の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が適正に整備

されるよう、市場における労務の取引価格、保険料等を的確に反映した適正な額の請負代金

及び適正な工期等を定める下請契約を締結しなければならない。 
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３ 受注者（受注者となろうとする者を含む。）は、契約された又は将来実施することとなる

公共工事等の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した公共工

事等の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者、技能労働者等の育成及び確保並び

にこれらの者に係る賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に

努めなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第九条 政府は、公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な

方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 公共工事の品質確保の促進の意義に関する事項 

二 公共工事の品質確保の促進のための施策に関する基本的な方針 

３ 基本方針の策定に当たっては、特殊法人等及び地方公共団体の自主性に配慮しなければな

らない。 

４ 政府は、基本方針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（基本方針に基づく責務） 

第十条 各省各庁の長（財政法第二十条第二項に規定する各省各庁の長をいう。）、特殊法人

等の代表者（当該特殊法人等が独立行政法人（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三

号）第二条第一項に規定する独立行政法人をいう。）である場合にあっては、その長）及び

地方公共団体の長は、基本方針に定めるところに従い、公共工事の品質確保の促進を図るた

め必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（関係行政機関の協力体制） 

第十一条 政府は、基本方針の策定及びこれに基づく施策の実施に関し、関係行政機関による

協力体制の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。 

第三章 多様な入札及び契約の方法等 

第一節 競争参加者の技術的能力の審査等 

（競争参加者の技術的能力の審査） 

第十二条 発注者は、その発注に係る公共工事等の契約につき競争に付するときは、競争に参

加しようとする者について、工事等の経験、施工状況等の評価、当該公共工事等に配置が予

定される技術者の経験又は有する資格その他競争に参加しようとする者の技術的能力に関

する事項を審査しなければならない。 

（競争参加者の中長期的な技術的能力の確保に関する審査等） 

第十三条 発注者は、その発注に係る公共工事等の契約につき競争に付するときは、当該公共

工事等の性格、地域の実情等に応じ、競争に参加する者（競争に参加しようとする者を含む。

以下同じ。）について、若年の技術者、技能労働者等の育成及び確保の状況、建設機械の保

有の状況、災害時における工事等の実施体制の確保の状況等に関する事項を適切に審査し、

又は評価するよう努めなければならない。 

第二節 多様な入札及び契約の方法 

（多様な入札及び契約の方法の中からの適切な方法の選択） 

第十四条 発注者は、入札及び契約の方法の決定に当たっては、その発注に係る公共工事等の

性格、地域の実情等に応じ、この節に定める方式その他の多様な方法の中から適切な方法を

選択し、又はこれらの組合せによることができる。 
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（競争参加者等の技術提案を求める方式） 

第十五条 発注者は、競争に参加する者に対し、技術提案を求めるよう努めなければならない。

ただし、発注者が、当該公共工事等の内容に照らし、その必要がないと認めるときは、この

限りでない。 

２ 発注者は、前項の規定により技術提案を求めるに当たっては、競争に参加する者の技術提

案に係る負担に配慮しなければならない。 

３ 発注者は、競争に付された公共工事等につき技術提案がされたときは、これを適切に審査

し、及び評価しなければならない。この場合において、発注者は、中立かつ公正な審査及び

評価が行われるようこれらに関する当事者からの苦情を適切に処理することその他の必要

な措置を講ずるものとする。 

４ 発注者は、競争に付された公共工事等を技術提案の内容に従って確実に実施することがで

きないと認めるときは、当該技術提案を採用しないことができる。 

５ 発注者は、競争に参加する者に対し技術提案を求めて落札者を決定する場合には、あらか

じめその旨及びその評価の方法を公表するとともに、その評価の後にその結果を公表しなけ

ればならない。ただし、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第四条から第

八条までに定める公共工事の入札及び契約に関する情報の公表がなされない公共工事につ

いての技術提案の評価の結果については、この限りでない。 

６ 発注者は、その発注に係る公共工事に関する調査等の契約につき競争に付さないときは、

受注者となろうとする者に対し、技術提案を求めるよう努めなければならない。ただし、発

注者が、当該公共工事に関する調査等の内容に照らし、その必要がないと認めるときは、こ

の限りでない。 

７ 第二項から第五項まで（同項ただし書を除く。）の規定は、前項に規定する場合において、

技術提案がされたときについて準用する。この場合において、第二項中「前項」とあるのは

「第六項」と、第三項及び第四項中「競争に付された公共工事等」とあるのは「競争に付さ

れなかった公共工事に関する調査等」と、第五項中「落札者」とあるのは「受注者」と読み

替えるものとする。 

（段階的選抜方式） 

第十六条 発注者は、競争に参加する者に対し技術提案を求める方式による場合において競争

に参加する者の数が多数であると見込まれるときその他必要があると認めるときは、必要な

施工技術又は調査等の技術を有する者が新規に競争に参加することが不当に阻害されるこ

とのないように配慮しつつ、当該公共工事等に係る技術的能力に関する事項を評価すること

等により一定の技術水準に達した者を選抜した上で、これらの者の中から落札者を決定する

ことができる。 

（技術提案の改善） 

第十七条 発注者は、技術提案をした者に対し、その審査において、当該技術提案についての

改善を求め、又は改善を提案する機会を与えることができる。この場合において、発注者は、

技術提案の改善に係る過程について、その概要を公表しなければならない。 

２ 第十五条第五項ただし書の規定は、技術提案の改善に係る過程の概要の公表について準用

する。 

（技術提案の審査及び価格等の交渉による方式） 

第十八条 発注者は、当該公共工事等の性格等により当該工事等の仕様の確定が困難である場

合において自らの発注の実績等を踏まえ必要があると認めるときは、技術提案を公募の上、

その審査の結果を踏まえて選定した者と工法、価格等の交渉を行うことにより仕様を確定し
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た上で契約することができる。この場合において、発注者は、技術提案の審査及び交渉の結

果を踏まえ、予定価格を定めるものとする。 

２ 発注者は、前項の技術提案の審査に当たり、中立かつ公正な審査が行われるよう、中立の

立場で公正な判断をすることができる学識経験者の意見を聴くとともに、当該審査に関する

当事者からの苦情を適切に処理することその他の必要な措置を講ずるものとする。 

３ 発注者は、第一項の技術提案の審査の結果並びに審査及び交渉の過程の概要を公表しなけ

ればならない。 

この場合においては、第十五条第五項ただし書の規定を準用する。 

（高度な技術等を含む技術提案を求めた場合の予定価格） 

第十九条 発注者は、前条第一項の場合を除くほか、高度な技術又は優れた工夫を含む技術提

案を求めたときは、当該技術提案の審査の結果を踏まえて、予定価格を定めることができる。

この場合において、発注者は、当該技術提案の審査に当たり、中立の立場で公正な判断をす

ることができる学識経験者の意見を聴くものとする。 

（地域における社会資本の維持管理に資する方式） 

第二十条 発注者は、公共工事等の発注に当たり、地域における社会資本の維持管理の効率的

かつ持続的な実施のために必要があると認めるときは、地域の実情に応じ、次に掲げる方式

等を活用するものとする。 

一 工期等が複数年度にわたる公共工事等を一の契約により発注する方式 

二 複数の公共工事等を一の契約により発注する方式 

三 複数の建設業者等により構成される組合その他の事業体が競争に参加することができ

ることとする方式 

第三節 発注関係事務を適切に実施することができる者の活用及び発注者に対する

支援等 

（発注関係事務を適切に実施することができる者の活用等） 

第二十一条 発注者は、その発注に係る公共工事等が専門的な知識又は技術を必要とすること

その他の理由により自ら発注関係事務を適切に実施することが困難であると認めるときは、

国、地方公共団体その他法令又は契約により発注関係事務の全部又は一部を行うことができ

る者の能力を活用するよう努めなければならない。この場合において、発注者は、発注関係

事務を適正に行うことができる知識及び経験を有する職員が置かれていること、法令の遵守

及び秘密の保持を確保できる体制が整備されていることその他発注関係事務を公正に行う

ことができる条件を備えた者を選定するものとする。 

２ 発注者は、前項の場合において、契約により発注関係事務の全部又は一部を行うことがで

きる者を選定したときは、その者が行う発注関係事務の公正性を確保するために必要な措置

を講ずるものとする。 

３ 第一項の規定により、契約により発注関係事務の全部又は一部を行う者は、基本理念にの

っとり、発注関係事務を適切に実施しなければならない。 

４ 国及び都道府県は、発注者を支援するため、専門的な知識又は技術を必要とする発注関係

事務を適切に実施することができる者の育成及びその活用の促進、発注関係事務を公正に行

うことができる条件を備えた者の適切な評価及び選定に関する協力、発注関係事務に関し助

言その他の援助を適切に行う能力を有する者の活用の促進、発注者間の連携体制の整備その

他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（発注関係事務の運用に関する指針） 

第二十二条 国は、基本理念にのっとり、発注者を支援するため、地方公共団体、学識経験者、
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民間事業者その他の関係者の意見を聴いて、公共工事等の性格、地域の実情等に応じた入札

及び契約の方法の選択その他の発注関係事務の適切な実施に係る制度の運用に関する指針

を定めるものとする。 

（国の援助） 

第二十三条 国は、第二十一条第四項及び前条に規定するもののほか、地方公共団体が講ずる

公共工事の品質確保の担い手の中長期的な育成及び確保の促進その他の公共工事の品質確

保の促進に関する施策に関し、必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

（公共工事に関する調査等に係る資格等に関する検討） 

第二十四条 国は、公共工事に関する調査等に関し、その業務の内容に応じて必要な知識又は

技術を有する者の能力がその者の有する資格等により適切に評価され、及びそれらの者が十

分に活用されるようにするため、これらに係る資格等の評価の在り方等について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況等につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものと

する。 

附 則〔平成二六年六月四日法律第五六号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の公共工事の品質確

保の促進に関する法律の施行の状況等について検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律の一部改正） 

３ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成十一年法律第百十

七号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔令和元年六月一四日法律第三五号〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の公共工事の品質確

保の促進に関する法律の施行の状況等について検討を加え、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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明石市工事検査実施要領 

 



 

明石市工事検査実施要領 

 

（趣  旨） 

第１条 この要領は、明石市工事検査要綱(平成３１年３月１４日制定)第２０条の規

定に基づき、明石市の所管する工事の検査の円滑かつ適正な執行を図るために必要

な事項を定めるものとする。 

２ この要領は、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認

（給付の完了前に代価の一部を支払う必要がある場合や既済部分の引き渡しを受

ける場合を含む）を行うこと並びに技術的な観点から工事の施工状況の確認及び技

術的な評価を行うために定める。 

（内  容） 

第２条 工事の検査は、当該工事の出来高を対象として、実地において行うものとし、

契約図書に基づき、出来形、品質及び出来ばえについて適否の判断を行うとともに、

工事の実施状況、出来形、品質、出来ばえについてその的確さ及び全体的な外観に

ついて評価を行うものとする。 

（工事の実施状況の検査） 

第３条 工事の実施状況の検査は、契約書等の履行状況並びに施工体制、施工状況及

び安全管理等について各種の記録（写真、ビデオディスクによる記録を含む。以下

「各種の記録」という。）と契約図書を対比し、別表第１に掲げる事項に留意して

行うものとする。 

（出来形及び品質の検査） 

第４条 出来形及び品質の検査は位置、出来形寸法及び精度、出来形管理に関する記

録、品質及び品質管理に関する各種の記録と設計図書を対比して適否の判断を行う

とともに、その的確さについて評価する。その際、外部からの観察、出来形図、写

真等により当該出来形の適否を判断することが困難な場合は、検査員は明石市契約

規則第４４条第２項の定めるところにより、必要に応じて破壊して検査を行うもの

とする。 

２ 土木工事の出来形及び品質の検査は、特記仕様書等により特段の定めのない場合

を除き、土木請負工事必携、土木工事共通仕様書、土木工事施工管理基準、(いずれ

も兵庫県県土整備部監修 財団法人兵庫県街づくり技術センター発行)、土木工事共

-66-



 

通仕様書、土木工事施工管理基準等（いずれも農林水産省農村振興局整備部設計課）

並びに管きょ更生工法における設計・施工管理のガイドライン（公益社団法人 日

本下水道協会）、水道工事標準仕様書【土木工事編】（公益社団法人 日本水道協

会）及びその他関係技術資料等に基づき、別表第２に留意して行うものとする。 

３ 建築工事の出来形及び品質の検査は、特記仕様書等により特段の定めのない場合

を除き、公共建築工事標準仕様書、公共建築改修工事標準仕様書（国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修）、公共住宅建設工事共通仕様書（編集 公共住宅事業者等連

絡協議会）及びその他関係技術資料等に基づき、別表第３に留意して行うものとす

る。 

４ 設備工事の出来形及び品質の検査は、特記仕様書等により特段の定めのない場合

を除き、公共建築工事標準仕様書、公共建築改修工事標準仕様書（国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修）、公共住宅建設工事共通仕様書（編集 公共住宅事業者等連

絡協議会）、明石市廃棄物処理事業・下水道事業・水道事業プラント機械電気設備

機器共通仕様書並びに工事共通仕様書、給水装置施工基準（明石市水道局）及びそ

の他関係技術資料等に基づき、別表第４に留意して行うものとする。 

（出来ばえの検査） 

第５条 出来栄えの検査は、仕上げ面、とおり、すり付けなどの程度及び全般的な外

観について適否の判断を行うとともに、評価を行う。 

（検査の方法） 

第６条 別表第１から別表第４に掲げる検査方法については各号のとおりとする。 

(１) 「目」は目視及び聞き取りによる。 

(２) 「測」は現地測定、検査器具を用いての計測による。 

(３) 「写」は工事記録写真や記録映像による。 

(４) 「書」は施工計画書、施工体制台帳、出来形管理資料、各種試験成績書、承

諾願、協議書、打合簿、取扱説明書、その他関係資料等による。 

附  則 

この実施要領は平成 26 年４月１日から適用する。 
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別表第１ 工事の実施状況検査留意事項 

検査項目 関係書類 内   容 
検査方法 

備  考 
書 写 目 測 

 

１ 施工体制 

 

 

 

 

 

 

２ 施工状況 

 

 

 

 

３ 安全管理 

 

 

 

 

 

４ 書類及び

写真整備状

況 

 

 

 

施工体制台帳、 

施工計画書 

 

 

 

 

 

施工計画書、実

施工程表、工事

打合せ簿、その

他関係書類 

 

契約図書、安全

管理状況関係

書・記録簿、工

事打合せ簿、そ

の他関係書類 

 

関係書類、工事

等写真 

 

 

 

 

（１）施工体制一般について適

否を確認 

（２）配置技術者等について適

否を確認 

（３）その他について適否を確

認 

 

（１）施工管理について適否を

確認 

（２）工程管理について適否を

確認 

 

安全管理一般について適否を

確認 

 

 

 

 

（１）関係書類について適否を

確認（他に掲げるものを

除く。） 

（２）写真について適否を確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間出来高

検査、随時検

査時におい

ては検査対

象物を検査

するために

最低限必要

な書類の提

出を受注者

に求め、確認

するものと

する。 
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書 写 目 測
1

１． (1) 延長、高さ、幅、法長、法勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(2) ベンチマーク、盛土各層の締め固め程度の確認 ○ ○ ○

(3) 土質の適否及び雑物混入の確認 ○ ○ ○

(4) 法面、天端等の不陸、肩通りの確認 ○ ○ ○ ○

(5) 施工状況の確認 ○ ○ ○

２． (1)  延長、高さ、深さ、法長、法勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 切取り面上に雑木、切株、出岩の有無の確認 ○ ○

３． 埋戻し (1) 埋め戻し材及び各層の締固め等施工状況の確認 ○ ○ ○

2

１． (1) 各種材料の種類、規格形状、寸法の確認 ○ ○ ○

(2) 延長、幅、厚さの確認 ○ ○ ○

(3) 栗石（間隙材含む）、（再生）砕石の転圧等施工状
況の確認

○ ○ ○

２． (1) 基準高、配列、間隔、偏心及び数量の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 使用材料の品質、規格、寸法、亀裂、錆の確認 ○ ○ ○

(3) 打込み方法、根入れ深さ、打込み使用機種、杭頭
処理状況、杭継手箇所の確認

○ ○ ○

(4) 支持力、支持層の確認 ○ ○ ○

3． (1) 種類、規格、形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○

(2) 延長、天端高、法線の出入、傾斜、矢板天端の切
り揃え状況の確認

○ ○ ○ ○

(3) 打込み方法、根入り深さ、打込み使用機種、矢板
継手箇所の施工状況の確認

○ ○ ○

(4) 切梁、腹起し、タイロッドの組方、取付け位置、締
付け状況及び控え板の位置、寸法の確認

○ ○ ○

4． (1) 種類、規格、形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○ ○

(2) ヒビ割れ及び偏心の確認 ○ ○

(2) 荷重試験及び地耐力試験結果の確認 ○ ○

3

１． コンクリート
構造物

(1) 構造物の延長、基準高、深さ、幅、厚さ、法長、法
勾配の確認

○ ○ ○ ○

(2) コンクリートの打継ぎ目、伸縮継手、仕上げ面の平
滑性及び亀裂の確認

○ ○

(3) 鉄筋の品質、規格、寸法、数量、配筋、かぶり、継
手箇所等の確認

○ ○

(4) 型枠の材料、形状、寸法の確認 ○

(5) コンクリートの配合、打設数量、強度、打設状況、
養生状況の確認

○ ○ ○

(6) あと施工アンカーの施工状況、固着強度の確認 ○ ○ ○ ○

備　　考検査内容検査項目

盛土

鋼矢板工、コ
ンクリート矢
板工

井筒工

検査方法
工種

別表第２　出来形及び品質検査留意事項（土木）

基
　
礎
　
工

栗石基礎、
（再生）砕石
基 礎

切取り及び掘
削

杭打工

土
　
　
工

構
　
造
　
物
　
工
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書 写 目 測
２． (1) 各種材料の材質、形状、寸法の確認 ○ ○

(2) 構造物の延長、基準高、幅員、形状、寸法、
変位等の確認

○ ○ ○ ○

(3) 溶接、ボルト接合等、曲げ加工等
の確認

○ ○ ○

(4) 塗装の仕上げ状況、塗膜厚等の確認 ○ ○ ○ ○

4

１． (1) 厚さ、幅、基準高、締固め状況、材料の粒度混合
率、各種材料の材質、粒径の確認

○ ○

(2) 既設構造物への損傷の確認 ○ ○

(3) 各試験結果の確認 ○ ○

２． (1) 各版の寸法、目地幅、延長、幅員、厚さ、縦横断
勾配の確認

○ ○ ○ ○

(2) 配合、打設数量、強度、打設状況、養生状況の確
認

○ ○

(3) 目地材のはみ出し、亀裂、仕上がり表面の確認 ○ ○

３． (1) 延長、幅員、厚さ、縦横断勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 種類、配合、数量の確認 ○

(3) 転圧状況、温度管理、乳剤の散布状況、亀裂
及び仕上がり（平坦性）状況の確認

○ ○ ○ ○

(4) 既設道路、マンホール、弁栓類及び路肩等の
取合い状況の確認

○ ○

5
(1) 延長、基準高、幅、厚さ、法長、法勾配の確

認
○ ○ ○ ○

(2) コンクリート二次製品の種類、品質、外観、
形状寸法の確認

○ ○ ○

(3) 現場打ちコンクリートの配合、打設数量、強
度、打設状況、養生状況の確認

○ ○

(4) 構造物の通り、ひずみ、据え付けの安定性、施工
目地、既設構造物等の取り合いの良否、蓋受け部
の不陸、凹凸の有無等施工状況の確認

○ ○

6

(1) 延長、規格、形状、寸法の確認 ○ ○ ○ ○

(2) フェンス、ロープ、ボルト、レール、支柱等
施工状況（基礎含む）の確認

○ ○ ○

(3) 鉄部防錆、塗装、既設構造物との取合い等の
確認

○ ○防
　
護
　
柵
　
工

コンクリート
舗装工

防護柵工

鋼構造物

検査内容

路盤工

舗
　
装
　
工

アスファルト
舗装工

縁石、Ｌ
型、
Ｕ型側溝工

検査項目

縁
石

、
Ｌ
型

、
Ｕ
型
側
溝
工

検査方法
備　　考工種
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書 写 目 測

7
(1) 各種材料の材質、形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○

(2) 橋長、幅員、桁長、桁間隔、桁断面、縦横断
勾配、高欄地覆等の形状、寸法、位置の確認

○ ○ ○ ○

(3) 溶接、ボルト接合状況、伸縮継手の施工、支
承部分取付け状況の確認

○ ○

(4) 排水管、灯柱、歩車道境界等各種部材の取付
け状況の確認

○ ○

(5) 部材及びコンクリート強度等の確認 ○ ○

(6) 塗装及び塗膜厚等の確認 ○ ○ ○ ○

(7) 仮組立て状況の確認 ○ ○ ○

8

(1) 位置、延長、基準高、施工断面の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 土砂の運搬、処理状況の確認 ○ ○

9

(1) 主要材料の規格、種類、形状、寸法、数量の
確認

○ ○ ○

(2) 均し状況の確認 ○ ○ ○

(3) 延長、幅、法長、厚さの確認 ○ ○ ○ ○

10

ケーソン及
びブロック
据付工

(1) 延長、基準高、法線、据付目地、間隔等の出
来形及び施工状況の確認

○ ○ ○ ○

11

(1) 籠類の品質、形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 杭の打込み、詰石の状況の確認 ○ ○

(3) 延長、面積及び開口部、連結部の処理状況の
確認

○ ○ ○

12

(1) 栗石基礎、（再生）砕石基礎、杭の形状、寸
法（品質、径、末口、本数等）及び裏込状態
の確認

○ ○ ○

(2) 延長、高さ、厚さ、法長、法勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(3) 掘削の深さ、仕上げ面の状況（はらみ、亀
裂、豆板等）の確認

○ ○

(4) コンクリートの配合、打設数量、強度、打設
状況及び養生状況の確認

○ ○

(5) 目地、水抜きの施工状況の確認 ○ ○

検査項目

ケ
ー

ソ
ン
及
び
ブ

ロ
ッ

ク
据
付
工

浚渫工

捨石及び均
し工

工種

橋
　
梁
　
工

捨
石
及
び
均

し
工

浚
渫
工

橋梁工

検査内容
検査方法

備　　考

　
コ
ン
ク
リ
ー

ト
擁
壁
工

（
床
固
め

、
水
叩
き
工

）

籠
　
　
工

コンクリー
ト擁壁工
（床固め、
水叩き工）

籠　　　工
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13

(1) 基礎栗石、基礎杭、胴木、梯子、（再生）基
礎砕石、基礎コンクリートの寸法の確認

○ ○ ○ ○

(2) 延長、根入り、法長、法勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(3) 水抜き孔の位置、数量、寸法、径の確認 ○ ○ ○

(4) 足場、型枠工等の施工状況の確認 ○ ○

(5) 石積（張）の規格、形状、寸法の確認 ○ ○ ○

(6) コンクリートの配合、裏込、胴込、厚さの確
認

○ ○

(7) 目地、はらみ、天端コンクリートの仕上げ、
寸法の確認

○ ○ ○

(8) 野面石、雑割石、空積の間詰砂利の施工状況
の確認

○ ○

14

(1) 種類、面積、法長の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 被覆土の種類、厚さ、芝串の寸法、芝間隔、
寸法、土羽打施工、締め具合の確認

○ ○ ○ ○

(3) 発芽、発育状況の確認 ○

15

(1) 樹種、規格、樹形、本数の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 客土の種類、肥料の数量の確認 ○ ○ ○

(3) 支柱の規格、形状、取付け及び結束、防腐処
理、養生の確認

○ ○

(4) 枯木補償の確認 ○

16
(1) 遊具の安全基準との適合性の確認 ○ ○ ○

(2) 使用材料の適切な品質確保、品質管理の確認 ○

17
(1) 延長（起終点、各人孔間距離）、管路の縦断

勾配、深さの確認
○ ○ ○ ○

(2) 鏡及び懐中電灯により各人孔間の通り、漏水
の有無及び内部清掃の確認

○

(3) 布設管の内部検査は管内入孔可能な管につい
て目地仕上げ、亀裂、漏水の有無の確認

○

(4) 管の土被り及び掘削断面の確認 ○

(5) 各管種の規格、形状、寸法、数量、仕上状況
の確認

○ ○ ○

(6) 既設構造物との取合い状況、埋戻土の転圧、
路面復旧の確認

○ ○

(7) 取付管の布設状況の確認 ○ ○

石
積

（
張

）
工

、
ブ
ロ

ッ
ク
積
工

植　栽　工

芝　付　工

芝
付
工

植
栽
工

遊具施設工公
園
施
設

工

下水管布設
工

石積（張）
工、ブロッ
ク積工

下
水
管
布
設
工

工種 検査項目 検査内容
検査方法

備　　考
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18
(1) しわ、たるみ等の有無の確認 ○ ○ ○

(2) 内面仕上状況、管口仕上の確認 ○ ○ ○

(3) 管延長の確認 ○ ○ ○ ○

(4) 裏込材の確認 ○ ○ ○

(5) 既設管への取付け状況 ○ ○ ○

(6) 使用材料の品質、規格、形状、寸法、数量の
確認法、数量の確認

○ ○ ○ ○

19
(1) 形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 基礎工、管口、目地、インバート仕上げ、漏
水の有無の確認

○

(3) 蓋、ブロック等の品質、規格、設置状況（足
掛含む）の確認

○ ○ ○

(4) 路面との調整状況の確認 ○
(5) 裏込材の確認 ○ ○ ○

20
(1) 使用材料の品質、規格、形状、寸法、数量の

確認
○ ○ ○

(2) 延長、基準高、深さ、管勾配等の確認 ○ ○ ○ ○

(3) 地下湧水、管接合部からの漏水の有無の確認 ○

(4) 立坑の形状、寸法、深さ及び基礎工、土留
工、各補助工法等の施工状況の確認

○ ○ ○

21
(1) 延長、形状、寸法及び縦断勾配の確認 ○ ○ ○ ○

(2) 基礎工、上下床版及び側壁厚の確認 ○ ○ ○ ○

(3) 鉄筋の形状、寸法、品質、配筋、型枠組立状
況の確認

○ ○

(4) コンクリートの強度、打継目の確認 ○ ○ ○

(5) 通り、目地の仕上げ状況、亀裂及び漏水の有
無の確認

○

(6) 上下流の取合い状況の確認 ○

(7) ゲートの運転試験により止水時による漏水の
有無、開閉時の機能の点検及び防腐処理（塗
装、仕上げ）状況の確認

○ ○ ○

22
(1) 延長、基準高、高さ、幅、法長、法勾配、法

線等の確認
○ ○ ○ ○

(2) 築堤材料の品質、規格、数量等の確認 ○ ○ ○

(3) 段切り、締固め状況の確認 ○ ○

備　　考

管更生工

マンホール
工（更生工
含む）

推進工、
シールド工

管
更
生
工

た
め
池
工

管
き
ょ
工

水門、桶
門、
暗渠工

マ
ン
ホ
ー

ル
工

工種 検査項目 検査内容
検査方法

ため池工

水
門

、
桶
門

、
暗
渠
工
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23
(1) 材料の品質、規格、形状、寸法、数量の確認 ○ ○ ○

(2) 土被り、掘削断面の確認 ○ ○

(3) 管布設状況、延長、法線、管接合、地下埋設
物との離隔等の確認

○ ○ ○

(4) 弁栓類の設置状況、芯出し、傾き、路面との
調整状況の確認

○ ○ ○

(5) 仮配管設置及び撤去状況の確認 ○ ○

(6) 水圧テスト結果の確認 ○ ○

※別表第２は、各工種の主要と目される部分を記載したものである

備　　考工種 検査項目 検査内容
検査方法

水
道
管
布
設
工

水道管布設
工
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別表第３ 出来形及び品質検査留意事項（建築） 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１ １．契約書類

の写し 

（変更契約を

含む） 

設計図書 

 

２．施工体制

台帳等 

（建設業法） 

（入札のしお

り） 

 

 

３．官公署へ

の手続き 

 

４．安全確保、

環境保全及

び発生材の

処理等 

 

 

 

 

５．工事関係

図書 

⑴ 図面及び仕様書により、出来

形、出来高を検査する。 

 （現場説明書及び回答書を含む） 

 

 

 

⑵ 現場代理人 

主任（監理）技術者 

施工管理技術者 

技能士（特記） 

  施工体系図 

  建設業許可の写し 

  下請け契約書又は注文請書 

⑶ 官公署への申請・届出書類の確 

認 

 

⑷ ①第三者の安全確保 

  ②現場内外の安全衛生 

  ③作業従事者の安全衛生 

  ④周辺環境の保全 

  ⑤災害及び事故発生に対する

処置 

  ⑥廃棄物等の処理 

      （関係法令等による） 

⑸ ①実施工程表、施工管理体制 

  ②総合施工計画書 

   工種別施工計画書及び報告 

   書 

  ③各種資格者証（写し） 

  ④各種施工図等 

  ⑤各種試験結果 

  ⑥工事写真 

  ⑦日報及び工事記録 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係法令等

の確認 

 

 

 

 

資格者証の

写し 

実務経験証

明書 

 

 

 

 

 

 

新規入場記

録 

 

ＫＹ活動記

録 

 

車検証の写

し 

 

 

 

 

 

 

交通誘導員

の日報 

一 

般 

共 

通 
事 

項 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑧材料試験成績書 

    材料規格証明書 

   出荷証明書等 

   納品書 

   試験結果報告書等 

  ⑨保証書 

建築物の保守に関する説明

書 

機器取扱い説明書 

   見本 

   その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 

般 

共 

通 

事 

項 

２ １．施工状況 

 

 

 

 

 

施工計画書 

⑴ 縄張り 、ベンチマーク及び遣

り方の確認 

仮囲い・足場・シートの種類等

の確認 

⑵ 揚重設備の設置届 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

･労働安全衛

生法による

届出(足場) 

･安全対策 

 

仮 

設 

工 
事 

３  

１．山留め 

 

２．根切り 

 

３．埋戻し及 

び盛土 

４．残土処分 

 

施工計画書 

⑴ 安全性、施工方法、使用材料の 

確認 

⑵ 形状・寸法及び根切り底の確認 

 

⑶ 土質・締め固め・余盛 

 

⑷ 処理状況（場外） 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

･土質サンプ

ル 

･安全対策 

･再生資源利

用計画書並

びに同完了

報告書 

 

土 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

４ Ⅰ既成ｺﾝｸﾘ-ﾄ

杭 

１．材料及び

工法 

２．施工状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．残材処理 

 

 

施工計画書 

⑴ 規格・種類・形状・寸法・工法 

の確認 

⑵ 試験計画書、試験結果報告書 

  施工報告書 

位置・配列・本数・根入れ深さ

芯ずれ・支持力・支持地盤 

杭頭補強、継手の溶接 

根固め液、杭周固定液 

載荷試験（特記） 

･根固め液の圧縮強度 

  20N/mm2 以上 

･杭周固定液の圧縮強度 

0.5N/mm2 以上 

⑶ 産廃処理状況 

  産廃処理計画書・報告書 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

･JIS工場認

定書 

（写） 

･出荷伝票及

び納品書 

･溶接技量証

明書 

･ ボーリン

グデータ 

･土質サンプ

ル 

 

地 

業 

工 
事 

Ⅱ 場所打ち 

ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 

１．材料及び

工法 

 

２．施工状況 

 

 

 

 

 

３．残材処理 

 

施工計画書 

⑴ 鉄筋及びコンクリート工事に準

ずる 

工法の確認 

⑵ 試験計画書、試験結果報告書 

  施工報告書 

根入れ深さ・径・本数 

コンクリートの余盛 

支持地盤の確認 

載荷試験（特記） 

⑶ 産廃処理状況 

  産廃処理計画書・報告書 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

･施工管理技

術者資格 

･溶(圧)接資

格 

･技能(量)証

明書 

･ボーリング

データ 

･土質サンプ

ル 

 

Ⅲ床下防湿層 厚み、重ね巾及びのみ込み
・・・・

深さ 

 

○ ○ ○ ○  

-77-



 

 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

５  

１．材料 

 

２．施工状況 

 

３．ガス圧接 

 

 

 

 

４．機械式継 

  手 

 

施工計画書 

⑴ 種類・規格 

 

⑵ 継手・定着・補強筋・かぶり厚 

 

⑶ 外観試験・抜き取り試験 

・超音波探傷試験報告書 

・引張試験報告書（特記） 

・技量試験（特記） 

 

⑷ 工法（特記） 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

・ミルシート 

（荷札） 

･ 材 料 試 験

（規格品外

の場合） 

･資格(技量)

証明書 

・校正記録 

 

鉄 

筋 

工 

事 

６  

１．材料 

 

２．施工状況 

施工計画書 

⑴ 品質、配合計画書 

 

⑵ 打継ぎ・養生 

表面仕上がり状況等 

  型枠の種類・スリ－ブの材料 

  各種試験結果表 

  セパ処理 

 仕上がり精度 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

･JIS工場認

定書(写) 

･納品伝票 

･塩化物量 

･アルカリ総 

量 

･温度補正 

･混和剤 

･供試体の本

数及び養生

方法 

･型枠の存置

期間 

コ 

ン 

ク 

リ 

ー 

ト 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

７  

１．工場の資          

格  

２．工作 

 

 

３．材料 

 

 

４．施工状況 

施工計画書 

⑴ 認定工場（指定のある場合） 

 

⑵、施工図 

加工・組立 

  ＵＴ検査 

⑶ 材質・形状 

寸法（高力ボルト共） 

ミルシート、引張試験表（高力

ﾎﾞﾙﾄ） 

⑷ 建方精度 

高力ボルトの締め付け状況 

ボルトの余長、ﾏｰｷﾝｸﾞの確認 

  ブレースの緊張状況 

塗装(防錆)、膜厚 

  耐火被覆、現場溶接 

  建方報告書、溶接試験結果表 

  スタッド曲げ試験 

 

○ 

 

○

 

 

○

 

 

○

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

･溶接技能者

の資格 

･技量証明書

(写) 

 非破壊検査

は第三者機

関による 

・製作工場の

表示 

･錆止め塗料

の種類(特

記) 

･計測器の校

正記録 

・工場自主検

査記録 

鉄 

骨 

工 

事 
８ Ⅰ  補強コン

クリートブロ

ック造 

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

 

⑴ 種類・厚さ 

コンクリ－ト・鉄筋 

 

⑵ 配筋・継手・端部の固定状況 

目地詰め・がりょう 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

検査方法は、

鉄筋及びコ

ンクリート

工事に準じ

る 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク･

Ａ
Ｌ
Ｃ
パ
ネ
ル･

 
 
 

押
出
成
形
セ
メ
ン
ト
板
工
事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

 Ⅱ ＡＬＣパ

ネル 

１．材料 

２．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 材料 

規格・形状・寸法 

取付金物の材質 

シーリング材の種類 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

･耐火目地材

（耐火構造） 

Ⅲ 押出成形 

  セメント板 

１．材料 

２．施工状況 

 

 

⑵ 施工状況 

開口部補強 

シーリング材の施工 

溶接部の処理 

防錆処理 

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

９ Ⅰ  アスファ

ルト防水 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

施工計画書 

⑴ 工法及び工程 

 

⑵ 下地状況 

立上り･入隅･出隅 

･ドレン･パイプ回りの処理 

水溜りの有無 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

･保証書 

･ 水 張 試 験

(特記) 

･シール材の

種類 

･配管類の防 

水 

・端部の締付  

 け 

･ 伸 縮 目 地

(保護層)の 

位置 
防 

水 

工 

事 

Ⅱ  合成高分

子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼ

ｰﾄ防水 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

 

⑴ 種別及び工程 

 

⑵ 下地状況 

立上り･入隅･出隅 

･ドレン･パイプ回り 

･継目等の処理 

フクレ･水溜りの有無 

･重ね巾の確認 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

･保証書 

･ 水 張 試 験

(特記) 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

９ Ⅲ 塗膜防水 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

 

 

 

 

施工計画書 

⑴ 種別及び工程 

 

⑵ 下地状況 

･立上り､入隅､出隅､ドレン、 

パイプ回りの処理 

･フクレ、水溜り、 

ピンホールの有無、塗厚さ 

･補強クロスの重ね巾 

 

 

○ 

 

○

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

･保証書 

･ 水 張 試 験

(特記) 

･材料の使用

量 

防 

水 

工 

事 Ⅳ ｼｰﾘﾝｸﾞ 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

⑴ 種類・規格・有効期限 

 

⑵ 硬化状態・接着状態・厚さ 

フクレ 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

･被着体との 

適合性 

･接着性試験 

(特記) 

１０  

１．材料 

２．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 種類・色調・形状･寸法 

⑵ 工法 

施工図 

取付け金物の種類及び取付状態 

仕上げの種類・養生・清掃 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

石 

工 
事 

１１  

１．材料 

 

２．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 種類・形状・寸法 

  施工図・見本 

⑵ 工法・仕上り・目地詰め 

割れ・引張試験・浮き・清掃 

養生時間（期間） 

引張試験結果報告書 

･引張接着強度（屋外） 

0.4N/mm2 以上 

･型枠先付けの場合 

0.6N/mm2 以上 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

打診 タ 

イ 

ル 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１２  

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 種類・寸法・ 

  施工図・JAS の確認 

防腐、防蟻処理（特記） 

⑵ 工法及び取付け 

仕上り・養生 

金物取り付け状態 (構造用) 

床鳴りの有無 （歩行確認） 

 

○ 

 

 

○

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

･ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ

放散量（特

記） 

･含水率（特

記） 

木 

工 

事 

１３ Ⅰ 屋根工事 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

 

施工計画書 

⑴ 規格・形状・寸法 

施工図 

⑵ 棟・けらば・軒先 

  傷・汚れ 

 

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

風圧力（特

記） 

積雪荷重（特

記） 

屋 

根 

及 

び 

と 

い 

工 
事 

Ⅱ とい工事 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 種別・形状・寸法 

 

⑵ とい受け金物 

  下り止め 

防露材 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

１４  

１．材料 

 

２．加工状況 

 

３．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 仕様・材質・形状・寸法 

 

⑵ 表面処理状況ほか 

 

⑶ 軽量鉄骨天井、壁下地の溶接跡

処理及び天井振れ止め及び下り

壁部分の補強の有無 

開口部補強 

手すり(高さ) 

笠木等取り付け状況 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

品質証明書

(特記) 

ボルトの余

長(手すり及

びタラップ) 
金 

属 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１５ Ⅰ 左官工事 

１．材料 

 

２．施工状況 

施工計画書 

⑴ 品質(混和剤・有効期限) 

 

⑵ 浮き・亀裂・仕上げ状態・塗厚 

 

○ 

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

･製造所の仕

様 

・打診 

左 

官 

工 

事 

Ⅱ 吹付工事 

 (ﾛｯｸｳｰﾙ共) 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

⑴ 材質・品質・配合・厚さ 

 

⑵ 下地調整 

吹きむら・模様くずれ・浮き 

ピンホ－ル・亀裂・剥離 

造膜不良 

・確認ピン（ロックウール） 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

･製造所の仕

様 

･見本塗り 

 

１６ Ⅰ 金属 

１．材料及び 

金物の種類 

２．施工状況 

  施工計画書、施工図 

⑴ 材質・規格・形状・寸法 

付属金物 

⑵ 性能・機能 

建付、きず、清掃、作動確認 

鋼板類の厚さ、性能試験報告書 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

･製作所の仕

様 

・工場自主検

査記録 

建 

具 

工 

事 

Ⅱ 木 

１．材料及び

金物の種類 

２．施工状況 

 

  施工計画書、施工図 

⑴ 材質 

形状･寸法･含水率･付属金物 

⑵ 機能 

建付・そり・きず・ひずみ・ 

作動確認 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

・工場自主検

査記録 

 

 

Ⅲ ガラス 

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 種類・厚さ 

網入硝子の防錆処理 

留材の種類 

⑵ 取り付け状態 

損傷、清掃 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

・工場自主検

査記録 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１６ Ⅳシャッター 

(ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾄﾞ

ｱ共) 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書、施工図 

 

⑴ 規格・材質・形式・寸法 

 

⑵ 機能 

取り付け状況・作動確認 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

・工場自主検

査記録 

･ 防 火 防 煙 

(特記) 

･安全装置 

(電動式) 

建 

具 

工 

事 

１７  

１．材料 

 

２．施工状況 

  施工計画書 

⑴ 材質・規格・形状・寸法 

性能（特記） 

⑵ 取り付け金物 

  溶接部の防錆処理 

  取付許容値 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

・工場自主検

査記録 
カ
ー
テ
ン
ウ
ォ
ー
ル
工
事 

１８  

１．材料 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 規格・種類・品質 

 

⑵ 色むら、刷毛目、汚れ、しわ 

亀裂、ふくれ、ピンホ－ル 

ちぢみ、含水率、ＰＨ 

塗布量の管理 

  養生時間（期間）の管理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

･製造所の仕

様 

･ 塗 り 工 程

(見本塗り) 

･ホルムアル 

デヒド 

放 散 量

(特記） 

 

塗 

装 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１９ Ⅰ 張付床材 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 品質・種類・厚さ・柄・工法 

 

⑵ 不陸・浮き・目違い・下地状況 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

･ホルムアル

デヒド放散

量（特記） 

 

内 

装 

工 

事 

Ⅱ  合成樹脂

塗り床 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

⑴ 品質・種類 

 

⑵ 不陸・しわ・気泡・白化 

接着不良・下地状況 

使用量報告書 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

･ホルムアル

デヒド放散

量（特記） 

 

Ⅲ  石こうボ

－ドその他合

板張り 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

 

⑴ 品質・種類・寸法 

 

⑵ 目違い・不陸・目地の通り 

小ねじ釘等の材質及びピッチ 

  釘等の頭のくぼみ処理 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

･ホルムアル

デヒド放散

量（特記） 

･防火材料の

認定表示 

･JAS マーク 

Ⅳ  フロ－リ

ング張り 

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

 

 

  施工計画書 

⑴ 品質・種類・材質・寸法・工法 

 

 

⑵ 浮き･不陸･表面仕上 

床鳴り（歩行確認） 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

・ホルムアル

デヒド放散

量（特記） 

･フロ－リン

グの日本農

林規格 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１９ Ⅴ 壁紙張り 

１．材料 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 品質・種類 

⑵ 浮き・はがれ・ふくれ・しわ 

破れ・汚れ 

 

 

○

○ 

 

○

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

･ホルムアル

デヒド放散

量（特記） 

･防火材料の

認定表示 

内 

装 

工 

事 

Ⅵ 畳敷き 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 種別 

 

⑵ 段違い・隙間・不陸・畳表の傷 

汚れ・取手・各部取合いの納ま 

り 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

･防虫処理 

(特記) 

公共住宅共

通仕様書 

 

Ⅶ  カ－ペッ

ト敷き 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

施工計画書 

⑴ 品質・種類・厚さ 

 

⑵ 工法(接着･グリッパ－) 

浮き・継目処理・出隅・入隅 

汚れ 

 

 

 

○

 

○

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

･ 帯 電 防 止

（特記） 

･防炎性能表 

示 

 

Ⅷ 断熱・防露 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

  施工計画書 

⑴ 種類・厚さ 

 

⑵ 工法・継目処理・欠損の有無 

コ－ン跡処理 

 

○

 

○

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

･現場保管状 

況 

･製造所の仕 

様 

２０ Ⅰ  ユニット

工事等 

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

 

施工計画書 

⑴ 種類・色・形状・寸法・数量・ 

  仕様（特記） 

 

⑵ 仕上がり・作動確認・取付方法 

  傷の有無 

 

 

 

 

○

 

 

○

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

･製造所の仕

様 

･工場自主検

査記録 

･品質証明書 

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
工
事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

２０ Ⅱ  プレキャ

ストコンクリ

ート工事 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

  施工計画書 

 

⑴ 鉄筋径・取付金物 

  コンクリート配合計画書 

⑵ 形状・寸法・仕上げ・傷 

  ひずみ・気泡 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

･工場自主検

査記録 ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
工
事 

Ⅲ 間知石及

びコンクリ

ート間知ブ

ロック積み 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

 

  施工計画書 

 

⑴ 材質･形状･寸法 

 

⑵ 高さ･幅･長さ･勾配･汚れ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

品質証明書 

２１  

１．材料 

 

２．施工状況 

  施工計画書 

⑴ 規格・種類・形状・寸法・数量 

 

⑵ 勾配 

桝(蓋共)の損傷 

排水管と桝接合部のモルタル詰 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

泥だめ深さ

150mm以上 

 

通水試験 

排 

水 
工 
事 

２２ Ⅰ 共通事項 施工計画書 ○     

舗
装
工
事
（
構
内
舗
装
を
対
象
） 

Ⅱ 路床・路盤 ⑴ 種別・規格・厚さ・締固め 

CBR試験（特記） 

路床締固め度試験 

JISA1214による試験（特記） 

砂の粒度試験 

JISA1210による試験（特記） 

 

 

 

 

 

 

○ ○ ○ ○  
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

２２ Ⅲ  アスファ

ルト舗装 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

⑴ 各材料の種別及び数量 

  配合計画書、品質証明書 

⑵ 平坦性・勾配・締固め 

敷均し時の温度・舗装厚 

面積測定 

コア抜き試験、2,000 ㎡以下 

3 か所、抽出試験（特記） 

敷均し時の温度 110 度以上 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

舗
装
工
事
（
構
内
舗
装
を
対
象
） 

Ⅳ  コンクリ

ート舗装 

１．材料 

 

 

２．施工状況 

 

 

⑴ 強度 

  配合計画書、 

コア抜き試験結果報告書 

⑵ 平坦性・勾配・目地処理 

舗装厚・面積測定 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

コア抜き試

験 

500㎡ごと1

か所 

Ⅴ  ブロック

系舗装 

１．材料 

 

２．施工状況 

 

 

 

⑴ 材質・種類・形状・寸法 

 

⑵ 平坦性・クッション材の厚さ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

２３  

１．材料 

 

 

２．植栽状況 

   施工計画書 

⑴ 種類・数量・高さ・幹周 

枝張り 

 

⑵ 樹姿・保護・養生 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

･枯木補償書 

･支柱の種類 

(特記) 

･透水性及び

土壌硬度の

確認 

植 

栽 

工 

事 
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工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

２４  

１．一般事項 

  施工計画書、施工報告書 

⑴ 仮設工事の内容 

⑵ 解体手順及び方法 

⑶ 建設廃棄物の処理 

⑷ 特別管理産業廃棄物の処理 

⑸ ｱｽﾍﾞｽﾄ含有建材の除去及び処理 

⑹ 電気･ガス･給排水管の切断処置

及び安全確認 

⑺ 残存建物の処置 及び解体跡地

の安全確認 

⑻ 施工中の安全確保 

⑼ 施工中の環境保全 

 

確認書類及び法令 

・ 許可書(写) 

・ 建設ﾘｻｲｸﾙ法 

・ 廃棄物処理法 

・ 騒音規制法 

・ 振動規制法 

・ 大気汚染防止法 

・ 資源の有効な利用の促進に関す

る法律 

・ 建設副産物適正処理推進要綱 

・ 建築基準法 

・ 労働安全衛生法 

・ その他関係法令等 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

解 

体 

撤 

去 

工 

事 

２５ １．フェンス ⑴ 種類・各寸法(基礎・網目共) 

延長・鋼材・ 切断小口処理 

基礎のぐらつき 

門扉の可動状態 

・ 構成部材 JISA6518（特記） 

・ ひし形金網 JISG3552（特記） 

○ ○ ○ ○ ･製作所の仕 

様 

 

 

公共住宅共

通仕様書 

そ
の
他
工
事 

※別表第３は、各工種の主要と目される部分を記載したものである。 
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別表第４ 出来形及び品質検査留意事項（設備） 

 

全設備工事共通事項 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１ 

一般共通事項 

（電気・機械設

備） 

１．契約書の写し 

変更契約書の写

し 

設計図書 

(1) 設計図書に基づき検査す

る 

○ ○ ○ ○  

 ２．配置技術者届 

施工体系図 

施工体制台帳 

(1) 施工体系図、建設業許可

証の写し、下請契約書、経歴

書、資格内容の確認 

○     

 ３．主要資材 (1)（建築）メーカーリストと

整合の確認 

（プラント）機器製作会社承

諾書の確認 

○ 

 

○ 

    

 ４．実施工程表 (1) 進捗状況及び出来高の確

認 

(2) 主要機器の搬入時期及び

据付時期 

(3) 各種試験の実施時期 

(4) 試運転調整期間 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

    

 ５．官公庁への手

続き 

(1) 官公庁への届け出書類 

(2) 工事実績情報の登録（コ

リンズ） 

○ 

○ 

    

 ６．発生材 (1) 発生材の処理方法（有価

物含む） 

(2) 特別管理産業廃棄物の有

無（ＰＣＢ等） 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

   

 ７．施工計画書 (1) 施工体制 

(2) 現場仮設計画 

(3) 施工方法（工種別施工計

画） 

(4) 品質管理計画 

(5) 検査計画 

(6) 写真計画 

(7) 安全管理計画 

(8) 公害対策 

(9) 災害発生時に対する処置

方法 

○     

 ８．施工図 

  機器承諾図 

(1) 関連工事との取り合い 

(2) 設計図書との整合 

○     

 ９．予備品 

付属品 

(1) 工種別、規格別、機材別

数量確認 

○  ○   
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全設備工事共通事項 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１ 

一般共通事項 

（電気・機械設

備） 

10．機器搬入記録  ○ ○    

11．工事打合せ書 (1) 監督員との協議事項 

(2) 設計変更、現場変更処理

の状況 

○ 

○ 

    

 12．完成図書 (1) 自主検査記録（施工中、

完成時） 

(2) 試験成績書（種類、項目

等） 

(3) 完成図（機器、工事共） 

(4) 取扱説明書 

(5) 工事写真 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

１ 

配管配線工事

等 

１．配管 

  地中配管 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 配管の接続状況の確認 

(3) 配管の支持間隔、取付状

況の確認及び他の設備配管等

との取合状況の確認 

(4) ボックス等の位置及び取

付状態の確認 

(5) 管端口の処置の確認 

(6) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(7) 各場所接地工事の確認 

(8) 埋設管の施工状況及び埋

設シート、埋設標の確認 

(9) 掘削及び埋戻しの確認 

(10) ハンドホール据付状況

の確認 

(11) 建柱状況の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

 

 

認定工法の施工要

領書 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．配線 

  架空配線 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 接続及び絶縁処理状態の

確認 

(3) 支持方法及び支持間隔の

確認 

(4) 高低圧及び他の工作物と

の離隔距離の確認 

(5) ガスその他の配管との保

安処理の確認 

(6) 端末処理の確認 

(7) 絶縁抵抗の測定 

(8) 色別の確認 

(9) 高圧配線の耐圧試験 

(10) 表示の確認 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

搬入写真等 

 

接続材料の要領書 

 

 

 

 

 

 

材料承諾書 

測定記録、成績書 

 

成績書 

 

 ３．塗装 (1) 種類の確認 

(2) 塗装施工状況の確認 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 材料の規格資料及

び施工要領書 

 ４．設備基礎等 

 

(1) 種類、規格、形状、寸法、

数量の確認 

(2) 仕上げ状態の確認 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

配合報告書､伝票､

ミルシート等 
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

２ 

盤関係工事 

１．盤・ボックス (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 内部配線状態及び清掃の

確認 

(5) 機能試験 

(6) 接地の確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

試験成績書 

 

３ 

接地工事 

１．A,B,C 及び D

種 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 埋設極の位置の確認 

(3) 接地線の保護の確認 

(4) 埋設部分の埋戻し状態の

確認 

(5) 各接地の埋設表示の確認 

(6) 接地抵抗の測定 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

測定記録 

４ 

電灯コンセン

ト工事 

１．電灯、コンセ

ント、スイッチ、

その他 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 位置と取付状態の確認 

(3) 配線と器具類との接続状

態の確認 

(4) 各種試験、照度測定結果

の確認 

(5) 各種接地工事の確認 

(6) 外観及び塗装の確認 

(7) 外灯柱基礎の確認 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

測定記録（点灯、

極性等） 

 

 

耐風圧計算 

５ 

動力設備工事 

１．設備機器 

（電動機、その

他） 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番

号の確認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 運転状態（振動、騒音、

過熱、安全性等）の確認 

(4) 各種接地工事の確認 

(5) 外観及び塗装の確認 

(6) 機能試験 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

搬入写真等 

 

 

 

運転記録 

 

 

試験成績書 
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

６ 

受変電設備工

事 

１．配電盤、キュ

ービクル 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 母線相互の離隔距離の確

認 

(5) 内部配線状態及び清掃の

確認 

(6) 施錠装置及び危険表示板

等安全装置の確認 

(7) 機能試験 

(8) 絶縁及び耐圧試験 

(9) 接地の確認 

(10) 保護協調の確認 

(11) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

機器完成図 

 

 

 

 

 

試験成績書 

測定記録、成績書 

 

試験成績書 

 ２．遮断器 

  開閉器 

(1) 型式、容量、数量の確認 

(2) 取付及び据付状態の確認 

(3) 電路と接続状態の確認 

(4) 動作状態の確認 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

成績書 

 ３．設備機器 

（変圧器、コンデ

ンサ、その他） 

(1) 型式、規格、容量、数量、

製造番号の確認 

(2) 取付及び据付状態の確認 

(3) 機能試験 

(4) 運転状態（異音、異臭、

安全性等）の確認 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

試験成績書 

 

運転記録 

 ４．継電器、計器 (1) 型式、規格、数量の確認 

(2) 取付及び配線状態の確認 

(3) 動作状態の確認 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

完成図等 

 

動作記録 

 ５．接地工事 (1) 各種接地工事の確認  ○ ○   
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

７ 

電力貯蔵設備

工事 

１．直流電源設

備、交流無停電電

源装置 

(1) 型式、規格、容量、寸法、

構造、数量、製造番号の確

認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 内部配線状態及び清掃の

確認 

(5) 機能試験 

(6) 絶縁試験 

(7) 接地の確認 

(8) 運転状態（異音、異臭、

安全性等）の確認 

(9) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

試験成績書 

測定記録、成績書 

 

 

運転記録 

 

８ 

発電設備工事 

１．発電設備機器 (1) 型式、規格、容量、寸法、

構造、数量、製造番号の確

認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 内部配線状態及び清掃の

確認 

(4) 機能試験 

(5) 運転状態の確認（騒音、

振動、安全性等） 

(6) 絶縁及び耐圧試験 

(7) 接地の確認 

(8) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

試験成績書 

 

運転記録 

測定記録、成績書 
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

８ 

発電設備工事 

２．配管 

 （燃料、空気） 

（排気、水） 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 配管接続状況の確認 

(3) 配管の支持間隔、取付状

況及び他の設備配管等との取

合状況の確認 

(4) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(5) 建築物導入部、エキスパ

ンジョイント部の確認 

(6) 配管相互及び他設備との

離隔の確認 

(7) 保温の施工状況の確認 

(8) 各種試験 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

認定工法の施工要

領書 

 

材料承諾書等 

 

 

搬入写真等 

試験成績書 

９ 

通信情報設備

工事 

(テレビ、拡声、

インターホン、

構内交換、火災

報知、その他) 

１．機器 

(増幅器、受信機、

インターホン、構

内ネットワーク

機器、ゲートウェ

イ、交換装置等) 

(1) 型式、規格、形状、寸法、

系統、容量、数量、製造番号

の確認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 接続状態及び清掃の確認 

(5) 機能試験 

(6) UTP ケーブル及び光ファ

イバーケーブルの伝送品質

測定 

(7) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

試験成績書 

 

 

測定記録 

10 

雷保護設備工

事 

１．突針、導線、

接地極 

(1) 種類、形状、寸法、構造、

数量の確認 

(2) 突針、導線の位置及び取

付状態の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 導線の支持間隔の確認 

(5) 接地工事の確認 

(6) 離隔及び保護の確認 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

搬入写真等 

 

耐震計算書 

 

 

測定記録 
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建築電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

11 

中央監視制御

設備工事 

 

１．警報盤、監視

操作装置、信号処

理装置、記録装置 

(1) 形式、規格、形状、寸法、

容量、数量、製造番号の確認 

(2) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(3) 外観及び塗装の確認 

(4) 接続状態及び清掃の確認 

(5) 制御画面(CRT)及び帳票

の確認 

(6) UTP ケーブル及び光ファ

イバーケーブルの伝送品質

測定 

(7) 機能及び性能試験（表示

状態含む総合動作確認） 

(8) 取扱説明書の確認 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

搬入写真等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

試験成績書 

 

 

測定記録 

 

試験成績書 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

1 

配管工事等 

 

１．配管 

  埋設配管 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 配管接続状況の確認 

(3) 配管の支持間隔、取付状

況及び他の設備配管等との取

合状況の確認 

(4) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(5) 建築物導入部、エキスパ

ンジョイント部の確認 

(6) 排水管及び通気管の勾配

の確認 

(7) 配管相互及び他設備との

離隔の確認 

(8) 掘削及び埋戻しの確認 

(9) 埋設シート等の施工状態

の確認 

(10) 防食処置の確認 

(11) 水圧試験、気密試験 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

認定工法の施工要

領書 

 

材料承諾書等 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験成績書 

 ２．保温 (1) 種類、規格、形状、寸法

の確認 

(2) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 ３．スリーブ (1) スリーブの大きさ、位置、

補強の確認 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 ４．塗装 (1) 種類の確認 

(2) 塗装施工状況の確認 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

材料の規格資料及

び施工要領書 

 ５．設備基礎等 

 

(1) 種類、規格、形状、寸法、

数量の確認 

(2) 仕上げ状態の確認 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

配合報告書､伝票､

ミルシート等 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

2 

給排水衛生設

備工事 

１．給水設備 

  揚水設備等 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 水量調整良否及び漏水の

確認 

(5) メーター、弁、ボックス

等位置及び仕上の確認 

(6) 水質試験 

(7) 機能試験 

(8) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

 

分析結果報告書 

試験成績書 

 

 ２．衛生器具 

排水設備等 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 汚水桝据付の確認及びイ

ンバート施工状況 

(5) 通水状態の確認 

(6) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(7) 機能試験及び満水試験 

(8) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

試験成績書 

認定工法の施工要

領書 

試験成績書 

 

 ３．温水発生機等 (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 機能試験 

(5) 安全装置の確認 

(6) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

試験成績書 

試験成績書 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

2 

給排水衛生設

備工事 

４．排気筒 (1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 外観の状態の確認 

(3) 接続状態の確認 

(4) 排気筒の支持間隔、取付

状況及び他の設備配管との取

合状況の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

 ５．消火設備 (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の 

確認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 機能試験 

(5) 安全装置の確認 

(6) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

試験成績書 

試験成績書 

 ６．タンク (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 付属品の確認 

(3) 外観及び塗装の状態の 

確認 

(4) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(5) 吐水口及び排水口空間と

防虫網の確認 

(6) 各種試験の確認 

(7) 消毒の確認 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

機器完成図等 

試験成績書 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

3 

空気調和設備

工事 

１．空調及び換気

設備 

温水発生機、冷凍

機、換気ファン、

送風機、空冷ヒー

トポンプエアコ

ン等 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 給気口や排気口位置の確

認 

(5) 機能試験 

(6) 安全装置の確認 

(7) 取扱説明書の確認 

(8) 付属品の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

試験成績書 

試験成績書 

 

 

 ２．自動制御設備 

 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置、取付及び据付状態

の確認 

(4) 機能試験 

(5) 絶縁抵抗の測定 

(6) 接地の確認 

(7) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(8) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

試験成績書 

測定記録 

 

認定工法の施工要

領書 

 

 ４．冷却塔 (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 機能試験及び飛散、騒音

の確認 

(5) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

試験成績書 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

3 

空気調和設備

工事 

５．煙道 (1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 外観の状態の確認 

(3) 煙道接続状態の確認 

(4) 煙道の支持間隔、取付状

況及び他の設備配管等との取

合状況の確認 

(5) 勾配の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

 

 ６．ダクト 

ダンパ 

吹出口 

吸込口 

(1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) ダクト接続状態の確認 

(4) ダクトやダンパ等の支持

間隔、取付状況及び他の設備

配管等との取合状況の確認 

(5) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

 

防火ダンパ等の機

器完成図 

4 

ガス設備工事 

 (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 気密試験及び点火試験結

果の確認 

(5) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(6) 建築物導入部、エキスパ

ンジョイント部の確認 

(7) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

試験成績書 
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建築機械設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

5 

昇降機設備工

事 

 

１．エレベータ等 (1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) 位置と取付及び据付状態

の確認 

(4) 配管、配線の接続状態の

確認 

(5) 配管及び配線の支持間

隔、取付状況の確認 

(6) 絶縁抵抗の測定 

(7) 運転状態の確認 

(8) 安全装置動作の確認 

(9) 取扱説明書の確認 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

搬入写真等 

 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 

 

 

測定記録、成績書 

試験成績書 

試験成績書 
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プラント機械電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

1 

機器製作工事 

 

１．ポンプ 

ブロワ 

送風機 

制水扉 

空気圧縮機 

配電盤 

脱水機 等 

(1) 型式、規格、容量、形状、

寸法、構造、数量、製造番号

の確認 

(2) 塗装の確認 

(3) 性能の確認 

(4) 銘板の確認 

(5) その他各種検査の確認 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

工場試験成績書、

ミルシート等 

 

工場試験成績書 

〃 

 

工場試験成績書 

2 

据付工事 

１．機器据付工事 (1) 基礎ボルト施工状況の確

認 

(2) 引張強度検査 

 

(3) 据付精度 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

材料承諾書等 

 

耐震計算書、引抜

検査記録 

据付記録 

 ２．設備架台工事 (1) 規格、形状、寸法、構造、

数量の確認 

(2) 基礎ボルト施工状況の確

認 

(3) 引張強度検査 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

ミルシート等 

材料承諾書等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 ３．設備基礎工事 (1) 種類、規格、形状、寸法、

数量の確認 

(2) 基礎アンカー施工状況の

確認 

(3) 仕上げ状態の確認 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

配合報告書､伝票､

ミルシート等 

耐震計算書、引抜

検査記録 

 

 ４．配管工事 (1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 配管接続状況の確認 

(3) 支持方法及び支持間隔の

確認 

(4) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(5) 建築物導入部、エキスパ

ンジョイント部の確認 

(6) 排水管の勾配の確認 

(7) 配管相互及び他設備との

離隔の確認 

(8) 各種試験 

(9) 貫通部保護の確認 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

認定工法の施工要

領書 

 

材料承諾書等 

 

 

 

試験成績書 
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プラント機械電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

2 

据付工事 

５．ダクト工事 (1) 種類、形状、寸法、数量

の確認 

(2) 外観及び塗装の状態の確

認 

(3) ダクト接続状態の確認 

(4) ダクト支持方法及び支持

間隔の確認 

(5) 防火区画等貫通部の施工

状態の確認 

(6) 貫通部保護の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

防火ダンパ等の機

器完成図 

 

 ６．塗装工事 (1) 種類、規格の確認 

(2) 塗装工程の確認 

(3) 仕上げ状況の確認 

(4) 各種明示の確認 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

材料の規格資料等 

 

 

 

 ７．配線路工事 (1) 種類、形状、寸法、構造、

数量の確認 

(2) 他設備との離隔の確認 

(3) 配管接続状態の確認 

(4) 支持方法及び支持間隔の

確認 

(5) 貫通部保護の確認 

(6) ケーブルラックの伸縮対

策の確認 

(7) 埋設管の施工状況及び埋

設シート、埋設標の確認 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８．配線・接地工

事 

(1) 種類、規格、形状、寸法、

数量の確認 

(2) 支持方法及び支持間隔の

確認 

(3) 銘板、表示の確認 

(4) 高圧ケーブルの絶縁耐力

試験 

(5) 絶縁抵抗の測定試験 

(6) ネジ増締め状況の確認 

(7) 接地抵抗の測定 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

 

搬入写真等 

 

 

 

 

測定記録 

〃 

確認記録等 

測定記録 
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プラント機械電気設備工事 

工種 検査項目 検査内容 
検査方法 

備考 
書 写 目 測 

3 

試運転調整工

事 

１．共通 (1) 処理能力の確認 

(2) 振動、騒音の測定 

(3) 性能、機能の確認 

(4) 組み合わせ試験 

(5) 保護装置試験 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

試験成績書 

測定記録 

試験成績書 

〃 

〃 

 ２．機械設備 (1) 軸受けの振動、温度測定 

(2) 効率測定 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

試験成績書 

〃 

 ３．駆動機関 

配電盤 

(1) 燃料消費率試験 

(2) 軸受けの振動、温度測定 

(3) 排気ガスの温度測定 

(4) 効率測定 

(5) 負荷変動試験 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

試験成績書 

〃 

〃 

〃 

〃 

 ４．直流電源装置 

（CVCF 含） 

発電設備 

(1) 実負荷試験 

(2) 動作試験 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

試験成績書 

〃 

 ５．計装品 (1) 測定精度試験 

(2) 収支試験 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

試験成績書 

〃 

 ※別表第５は、各工種の主要と目される部分を記載したものである。 
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明 石 市工 事 成績 評 定要 領 

(本文のみ) 



 

明石市工事成績評定要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、明石市工事検査要綱（平成３１年３月１４日制定。以下「要

綱」という。）第１１条第１項の規定に基づく工事成績の評定（以下「評定」と

いう。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（評定対象の工事) 

第２条 評定は、要綱第１１条第２項に規定する工事以外の工事について行うもの

とする。ただし、第４条第４項については、当初請負金額が１件 1,000 万円未満

の工事には適用しない。 

 （評定者） 

第３条 工事成績の評定者（以下「評定者」という。）は、明石市契約規則（平成

５年規則第１０号）第３８条に規定する検査員及び同規則第３４条に規定する監

督職員とする。 

２ 監督職員は、工事成績の評定結果について工事主管課長の承認を受けるものと

する。 

 （評定の方法） 

第４条 評定は、工事ごとに独立して行うものとする。ただし、施工時期、場所及

び工事主管課が同一である工事その他の関連性の高い工事が２以上あるときは、

当該工事のうち主たる工事について一括評定を行うことができる。 

２ 評定は、監督又は検査において確認した事項に基づき、評定者ごとに的確かつ

公正に行うものする。この場合において、評定者となる監督員又は検査員が複数

いるときは、それらの者が協議の上行うものとする。 

３ 評定者は、次の各号に掲げる工事の区分に応じ、当該各号に定める基準に基づ

き、当該各号に定める工事成績表により評定を行うものとする。 

  （１）土木工事  評定運用基準表（土木）（別表第１）  工事成績表（土木）（様

式第１号） 

  （２）建築工事  評定運用基準表（建築）（別表第２）  工事成績表（建築）（様

式第２号） 

  （３）設備工事  評定運用基準表（設備）（別表第３）  工事成績表（設備）（様

式第３号） 

４ 評定にあたっては、次の各号に掲げる施工プロセスチェックリストを考慮する

ものとする。 

 （１）土木工事 施工プロセスチェックリスト 土木（別紙―１） 
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 （２）建築工事、建築設備工事 施工プロセスチェックリスト 建築・建築設備

（別紙―２） 

 （３）プラント設備工事 施工プロセスチェックリスト プラント設備（別紙―

３） 

 （評定の区分） 

第５条 評定の区分は、次に掲げるとおりとする。 

 

 

ランク Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

 
(特に優れて

いる) 

(優れている) (普通である) (やや劣る) ( 劣 る ) 

評定点 100～85 84～75 74～65 64～55 54～ 

 （評定点の通知） 

第６条 工事検査を所管する課長又は担当課長（以下｢工事検査担当課長｣という。）

（工事検査担当課長を置かない場合にあっては、財務室長。以下同じ。）は、評

定を行った工事の受注者に対し、前条の規定による評定点を書面（工事成績評定

表）により通知するものとする。 

（評定点の修正） 

第７条 工事検査担当課長は、第６条の通知を行った後、瑕疵が判明した場合等で

修正すべきと認める場合は、当該評定点を修正することができる。 

  ２  前条の規定は、前項の修正が完了したときの通知及び公表について準用する。 

（評定点の公表） 

第８条 第 6 条の規定に基づき受注者に通知した評定結果を工事検査担当のホーム

ページへの掲載による方法により公表するものとする。ただし、一括評定の副工

事は除く。 

２ 掲載の内容は、工種、工事名、受注者名、請負金額、工期、完成検査日、評定

結果及びその他とする。 

３ 掲載は、完成検査の完了した日の翌月に行うものとし、掲載期間は翌年度の同

一月の掲載の更新日までとする。 

 

  附 則（平成１６年６月８日制定） 

（施行期日） 

１ この要領は、平成１６年７月１日から施行する。 
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 （明石市工事成績評定要領等の廃止） 

２ 次に掲げる要領は、廃止する。 

 (１) 明石市工事成績評定要領（平成５年１０月１日制定） 

 (２) 工事成績評定点通知実施要領（平成１０年４月１日制定） 

  附 則（平成２１年４月１日制定） 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要領による改正後の明石市工事成績評定要領第４条第１項及び第３項並び

に第７条の規定は、この要領の施行の日以後に契約する工事に係る工事成績の評定

について適用し、同日前に契約する工事に係る工事成績の評定については、なお従

前の例による。 

 

   附 則（平成２３年３月３１日制定） 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要領による改正後の明石市工事成績評定要領第４条第３項の規定は、この

要領の施行の日以後に契約する工事に係る工事成績の評定について適用し、同日前

に契約する工事に係る工事成績の評定については、なお従前の例による。 

   附 則（平成２４年４月２６日制定） 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２４年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要領による改正後の明石市工事成績評定要領第４条第３項の規定は、この

要領の施行の日以後に契約する工事に係る工事成績の評定について適用し、同日前

に契約する工事に係る工事成績の評定については、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年２月２４日制定） 

（施行期日） 

１  この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要領による改正後の明石市工事成績評定要領第４条第３項及び第 4 項の規

定は、この要領の施行の日以後に契約する工事に係る工事成績の評定について適用

し、同日前に契約する工事に係る工事成績の評定については、なお従前の例による。 
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 附 則（平成３１年３月２９日制定） 

（施行期日） 

  この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和元年１２月１２日制定） 

（施行期日） 

１  この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要領による改正後の明石市工事成績評定要領第６条の規定は、この要領の

施行の日以後に契約する工事に係る工事成績の評定について適用し、同日前に契約

する工事に係る工事成績の評定については、なお従前の例による。 

 

 附 則（令和５年３月１５日制定） 

（施行期日） 

  この要領は、令和５年４月１日から施行する。 
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明石市施工プロセスチェックリスト 

に基づくチェック実施要領 

（本文のみ） 



明石市施工プロセスチェックリストに基づくチェック実施要領 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、明石市工事監督要項（平成３１年３月１４日制定）第４条第１項に

規定する施工に必要な書類等である施工プロセスチェックリストに基づくチェックの実

施（以下「プロセスチェック」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （プロセスチェック対象の工事） 

第２条 プロセスチェック対象の工事は、明石市契約規則（平成５年規則第１０号。以下

「規則」という。）第５２条第１号に規定する工事とする。 

 （プロセスチェックの方法） 

第３条 監督職員は、工事の着手前、施工中、変更時及び完成時において、契約書、設計

図書、施工に必要な書類及び現場の状況等を踏まえ、プロセスチェックを行うものとす

る。 

２ プロセスチェックを行う者は、その結果を施工プロセスチェックリスト（以下「チェ

ックリスト」という。）に記入しなければならない。 

３ 監督職員は、必要に応じ次の各号に掲げる処理を行わなければならない。 

 （１）プロセスチェックにおいて、その内容に不備があった場合は、受注者に口頭指示

を行うものとする。 

 （２）口頭指示により改善がみられない場合は、受注者に文書による注意を行うものと

する。 

４ プロセスチェックに疑義が生じた場合は、監督員がプロセスチェックを行った場合は、

工事主管課の長（以下「主管課長」という。）又は主任監督員、主任監督員がプロセスチ

ェックを行った場合は、主管課長の確認のうえ行うものとする。 

５ チェックリストは、完成検査まで監督職員が管理する。 

６ 監督職員は、次の各号に掲げる工事の区分に応じ、当該各号に定めるチェックリスト

によりプロセスチェックを行うものとする。 

（１）土木工事 施工プロセスチェックリスト（土木） （別記―１） 

（２）建築工事又は建築設備工事 施工プロセスチェックリスト（建築・建築設備） （別

記―２） 

（３）プラント設備工事 施工プロセスチェックリスト（プラント設備） （別記－３） 

 （プロセスチェックの結果） 

第４条 プロセスチェックの結果は、検査における基礎資料とするため、規則第４１条に

規定する検査を執行する場合、検査に立会する監督職員が確認のうえ、規則第３８条に

規定する検査員に提出するものとする。 

 ２ プロセスチェックの結果は、明石市工事成績評定要領に規定する評定における基礎

資料とする。 
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 ３ プロセスチェックの結果は、完成検査終了後、総務局財務室工事検査担当において

保管するものとする。 

 ４ 前項に規定する、チェックリストの保管は、規則第３９条第１号に規定する専任検

査員が検査する検査を対象とし、それ以外のチェックリストは、工事主管課において保

管するものとする。 

 （委任） 

第５条 この要領に規定するもののほかプロセスチェックに必要な事項は、別に定める。 

 

附 則（平成２８年２月１５日制定） 

 （施行期日） 

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領は、この要領の施行の日以後に契約する工事について適用し、同日前に契約

する工事については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和５年３月１５日制定） 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 
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検査関係書類とその提出期限に 

関する取扱い基準 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

検査関係書類とその提出期限に関する取扱い基準 

 

明石市工事検査要綱（平成３１年３月１４日制定。）第９条の規定に基づく検査関係書類（以

下「書類」という。）及び提出期限について次のように定める。 

 

第一 書類は次の各号に定めるものをいう。 

  （１）設計書（変更を含む） 

  （２）仕様書 

  （３）工事打合書 

 （４）実施工程表 

 （５）施工体制台帳・施工体系図 

 （６）安全関係書類 

 （７）建設廃棄物等処理関係書類 

 （８）各種届出書類 

 （９）施工プロセスチェックリスト 

 （１０）材料使用承諾願・搬入報告書 

 （１１）変更協議書 

 （１２）施工計画書・施工図等 

 （１３）各種試験結果報告書・施工報告書 

 （１４）規格値、施工管理基準による資料 

 （１５）出来形図・出来形数量総括表 

 （１６）工事記録写真 

 （１７）完成図 

 （１８）工事検査担当課長（以下「検査担当課長」という。）が必要と認める書類 

 

第二 書類の提出期限は、次に掲げる区分による。 

 （１）第一第１号及び第２号の書類は、契約締結後すみやかに提出する。 

 （２）第一第３号から第８号までの書類は、検査日の提出とする。 

 （３）第一第９号から第１７号までの書類は、検査日の４日前の日（検査日から当該検

査日の４日前の日までの間に明石市の休日を定める条例（平成３年条例第４号）第

２条第１項に規定する休日がある場合は、当該休日を除き、検査日の４日前となる

日）の提出とする。 

 （４）第一第１８号の書類は、検査担当課長が指定した日の提出とする。 

 

第三 中間出来高検査等における書類及び提出期限を以下のように定める。 

 明石市契約規則（平成５年規則第１０号）第４１条に掲げる検査のうち、中間出来高検

査、随時検査、及び手直し検査については、第一のうち検査担当課長が検査に必要と認

める書類のみの提出とし、提出期限は第二各号の区分による。 

 

 

-113-



 

   附 則（平成２８年２月１５日制定） 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この基準は、この基準の施行の日以後に契約する工事について適用し、同日前に契約

する工事については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２９日制定） 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月１５日制定） 

（施行期日） 

１ この基準は、令和５年４月１日から施行する。 
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・提　出　書　類

◎ ◎

様
◎ ◎ ◎

◎ ◎ ◎
6号 7号 8号

◎

式
◎

◎

◎ △ ◎ △ △ △

⑴ 設計書(変更を含)(設計図書)

⑵ 仕様書      　　(設計図書)

⑶ 工事打合書

⑷ 実施工程表

⑸ 施工体制台帳･施工体系図 ・

⑹ 安全関係書類

⑺ 建設廃棄物等処理関係書類 ・

⑻ 各種届出書類

⑼ 施工プロセスチェックリスト ・

⑽ 材料使用承諾願･搬入報告書

⑾ 変更協議書 ・

⑿ 施工計画書･施工図等

⒀ 各種試験結果報告書・施工報告書 ・

⒁ 規格値･施工管理基準による資料(土木)

⒂ 出来形図･出来形数量総括表(土木) ・

⒃ 工事記録写真

⒄ 完成図

（注1）　初日算入

（注2）　3月は｢検査前月25日まで｣を｢2月20日｣とする。

（注3）　土日、祝日は除く　

検
査
日
4
日
前
ま
で

(

注
3
）

検
査
時

検
査
後
7
日
以
内

検
査
時

検
査
後
7
日
以
内

検
査
前
月
25
日
ま
で

検
査
日
4
日
前
ま
で

(

注
3
）

検
査
時

    様　式

工事概要等（変更）通知書
 【様式第1号】

工事検査要請書
 【様式第2号】

工事検査調書兼検査結果通知書
 【様式第6･7･8号】

検
査
前
月
25
日
ま
で

⑴、⑵、⑼については主管課で作成の上提出し
て下さい。

  (凡例)  ◎は事前提出書類。△は検査員の指示による追加分。

工事手直し等完了報告書
 【様式第11号】

工事手直し等検査結果通知書
 【様式第12号】

　　提　出　書　類

＊ 契約後、速やかに提出してください。
検

査

関

係

書

類

契
約
後

検

査

時

準

備

書

類

事

前

提

出

書

類

事前提出書類については、所定の期日までに提
出して下さい。

検査準備書類につては、検査当日検査会場に準
備して下さい。

左記関係書類は工事に整備すべき主なもので、
これらにより施工の適否を検査します。

中間出来高などの検査時には、出来高確認に必
要な該当書類（出来高検認調書等）を提出して
下さい。

工事手直し等指示書
 【様式第10号】

検
査
後
7
日
以
内

工事検査担当課長が必要と認める場合は、
事前提出書類以外にも提出を求める場合が
あります。

・検査関係書類一覧表

                提　 出　 時　 期

　
内
容
変
更
後
そ
の
都
度

完成検査 中間出来高検査 随時検査 手直し検査

検
査
前
月
25
日
ま
で
⁀
注
2
‿

検
査
日
4
日
前
ま
で

(

注
3
）

契
約
後
⁀
変
更
含
‿
14
日
以
内
⁀
注
１
‿

検
査
後
7
日
以
内

検
査
時

手
直
し
完
了
時
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専任検査員への検査要請に 

関する取扱い基準 



 

専任検査員への検査要請に関する取扱い基準 

 

明石市工事検査要綱（平成３１年３月１４日制定）第７条の規定に基づく工事検査担当課

長が定める日を次のように定める。 

 

 （１）完成検査、中間出来高検査及び随時検査（以下「検査」という。）を行う日が属す

る月の前月２５日とする。 

 （２）３月の検査については、前号にかかわらず、２月２０日とする。 

 （３）前２号に定める日が明石市の休日を定める条例（平成３年条例第４８条）第２条

第１項に当たるときは、その日前においてその日に最も近い日の平日とする。 

 

附 則（平成２８年２月１５日制定） 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日制定） 

 （施行期日） 

１ この基準は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月１５日制定） 

（施行期日） 

１ この基準は、令和５年４月１日から施行する。 
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工事検査事務フロー 



： 条件

凡例 ： 書式等

： 作業等

NO YES

【完成予定日 及 受検日を決定】

送　付　

or

or

(指定検査員へ提出)

有 有

無 無

送　付　

　送　付 　

　送　付 　

通知又は送付

受
【検査後７日以内】

【検査後７日以内】

工事代金支払い事務へ

工事概要等（変更）通知書

工事検査要請書

工事検査執行通知書

工事検査調書兼検査結果通知書

　工事検査調書兼検査結果通知書　

工事検査済証

手直し事務フロー図へ

（指定検査員）　

手直し事務フロー図より

有　無

検　査　関 係 書 類

検 査 執 行

検査済証
受　領

受

工　事　成　績　表

　工事代金請求

指定検査員検査

社　内　検　査

専任検査員検査

　提　出

【内容の変更が生じた場合はその都度提出】

検査関係書類

手直し
の

監督職員・施工確認

工　事　成　績　表

の
有　無

【検査日の4日前までに】

検 査 執 行

　提　出

（専任検査員）　

手直し

検 査 準 備

　提　出

工 事 検 査 担 当

（ 完 成 検 査 ）

受
　提　出
【契約（変更含）締結後14日以内】

受

(当初)請負金額 1,000万円以上
　（保全工事は3,000万円以上）

　提　出
【検査日の前月25日までに】
（3月分は2月20日まで）

工　事　成　績　表

検　査　関 係 書 類

　　　（土,日,祝日を除く）

【完成検査日の翌々日（２日後）
までに提出】

完　成　届
【契約工期内に】

　提　出

　　工　事　検　査　事　務　フ　ロ　ー　図　

(当初)　設計金額　130万円超

受　注　者

契　約

工 事 主 管 課

契　約

施工

監督職員・施工確認
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： 条件

凡例 ： 書式等

： 作業等

NO YES

【出来高予定日 及 受検日を決定】

送　付　

or

(指定検査員へ提出)

送　付　

　送　付 　

通知又は送付

　工事検査調書兼検査結果通知書　 受
【検査後７日以内】

検査済証
受　領

工事検査済証

　工事代金請求
工事代金支払い事務へ

検 査 執 行 検 査 執 行
（指定検査員）　 （専任検査員）　

受 　工事検査調書兼検査結果通知書

　提　出

検 査 準 備

検　査　関 係 書 類 【検査日の4日前までに】

検　査　関 係 書 類 　　　（土,日,祝日を除）

出 来 高 検 認 調 書出 来 高 検 認 調 書

（3月は2月20日まで）

工事検査執行通知書

検査関係書類
　提　出

監督職員・出来高確認 監督職員・出来高確認

指定検査員検査 専任検査員検査

工事検査要請書
　提　出

受
【検査日の前月25日までに】

　提　出
受

【契約（変更含）締結後14日以内】
【内容の変更が生じた場合はその都度提出】

(当初)請負金額 1,000万円以上
(保全工事は3,000万円以上)

契　約 契　約

施工

(当初)　設計金額　130万円超

工事概要等（変更）通知書

受　注　者 工 事 主 管 課 工 事 検 査 担 当

　　工　事　検　査　事　務　フ　ロ　ー　図　 （中間出来高検査）
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： 条件

： 書式等

： 作業等

日 日

以 以

内 内

（工事主管課 → 検査員）
14

日
以
内

　工事手直し等検査結果報告書　

工事検査事務フロー図へ

（検査員 → 工事主管課）

（工事主管課 → 受注者）

（検査員 → 工事主管課）

*受理,確認日が完成検査日となる

監督職員　･　手直し確認

監督職員　･　手直し確認

受注者へ指示　・　手直し

工事手直し等完了報告書 工事手直し等完了報告書

14

（検査員 → 工事主管課）

検査員　：　手直し検査

*手直し検査日が完成検査日となる

受注者へ指示　・　手直し

（工事主管課 → 検査員）

検査員　：　受理 ・ 確認

　工　事　手　直　し　事　務　フ　ロ　ー 図　　

7

監督職員　･　手直し確認

検査員　：　確認

（工事主管課 → 受注者）

（工事主管課 → 検査員）

手直し報告　（報告書）

（工事主管課 → 受注者）

受注者へ指示　・　手直し

検査日翌日より７日以内

検査員　手直し指示

手直しの日数

凡例　　 

検査日翌日より

工事手直し等指示書

　　７日超えて14日以内

工事検査事務フロー図より

口頭指示　（指示簿）

検査日翌日より14日越える

工事手直し等指示書
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　：条　件

凡例　　　 　：書式等

　：作業等

NO

YES

指定

 専任

　　

＊内部決裁

完成検査日の翌々日（２日後）までに 　　完成検査日までに
専任検査員に提出　　 指定検査員に提出　　

専任検査員　：　検　査　・　評　定 指定検査員　：　検　査　・　評　定

工事検査担当にて保存

工事成績表の原本及び
工事検査調書兼検査結果通知書（完成検査）と共に、
検査後７日以内に工事検査担当へ提出すること。

（主任監督員と協議の上）
評定なし

監督員　工事成績表作成

工事主管課長　・　検認

専任 or 指定　検 査 員

工　事　成　績　評　定　事　務　フ　ロ　ー　図　

施　工　確　認

　財務部契約課が
契約事務を行う工事

（原則、当初 設計金額130万円超）
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工事検査  Ｑ＆Ａ 



Ｑ(1) 「契約工期」と、検査に要する期間との関係は？

Ａ

例) 9月10日に工事完成届が提出 → 9月10日から9月23日の間に検査を実施します。

Ｑ(2) 検査対象は、すべての工事ですか？

Ａ

Ｑ(3) 専任検査員が行う検査は、請負金額が１,０００ 万円以上の工事だけですか？

Ａ

関連工事（合併入札分及び随意契約分等）における

　　専任検査員と指定検査員の検査区分

工事Ａ 工事Ｂ 工事Ａ 工事Ｂ

同

1000万円以上 1000万円以上 専任

*********  検 査 事 務 ・  Ｑ ＆ Ａ  *********

主管課
当初請負金額 検査員区分

異

1000万円以上 1000万円以上 専任 専任

1000万円以上 1000万円未満

専任

1000万円以上

専任 指定

1000万円未満 1000万円未満 指定 指定

1000万円未満 専任 専任

1000万円未満 1000万円未満 指定 指定

　また、請負金額１,０００ 万円以上の工事の関連工事（合併入札分及び随意契
約分等）であれば、１，０００万円未満でも合わせて専任検査員が検査を実施
し、一括評定を行います。そのほか、低入札調査基準価格を下回る価格で申込み
をした者で落札者となった者と契約した工事は全て対象となります。また、成績
評定を実施しない保全工事は、請負金額３，０００万円以上が対象です。

　「契約工期」には、検査に要する日数は含まれません。受注者が工事の施工を
完了し、監督職員が完成の確認をした後、受注者から工事完成届が提出された日
が、契約工期内であればよいのです。

　なお、契約工期の末日ではなく、工事完成届が提出された日から起算して（当
日を含む）１４日以内が検査に要する期間です。（「政府契約の支払遅延防止等
に関する法律」の取扱により初日参入）

　ですから、年度末の工期については検査の期間、事務手続きを考慮しますと３
月１０日までが望ましい期限と思われます。これを超える工期設定をする場合
は、発注前に必ず工事検査担当と協議を行ってください。この場合でも検査は翌
年度にはできませんので、工事主管課として認識するとともに、受注者にもその
ことを必ず通知してください。

　原則として、発注者が「明石市長」又は「明石市公営企業管理者」となって契
約した請負工事だけです。ですから、組合施行によるものや、ＪＲなどへの工事
委託は該当しません。

　当初の請負金額１,０００ 万円以上の工事のほかに、工事検査担当課長が特に
必要と認めたものがあります。たとえば、契約の相手方の契約違反等により契約
解除その他重要なことがあった時などです。
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Ｑ(4) 工場での立会い検査はどうなるのですか？

Ａ

Ｑ(5) 随時検査は、いつ行うのですか？

Ａ

Ｑ(6) 検査要請は、いつまでに行うのですか？

Ａ

Ｑ(7) 検査要請後、検査日を変更できますか？

Ａ

Ｑ(8) 検査関係図書は、いつまでに工事検査課へ提出するのですか？

Ａ

⑴ 設計図書に示す全ての工事が完成していること。

⑵ 監督職員の指示を受けた事項が全て完了していること。

⑶

⑷ 契約変更を行う必要のある工事では、最終変更契約が締結されていること。

（土木工事においては土木工事共通仕様書1-1-1-20参照）

Ｑ(9) 検査当日は、どのような準備をすればよいのですか？

Ａ

　通常は、監督職員の業務ですが、工場製作のみの発注の場合とか、完成前の部
分払いのためであれば、検査対象となります。また、工場への交通費の負担及び
出張命令の事務手続きが必要な場合は、工事主管課で実施していただくことにな
ります。

　検査関係書類のうち、別紙「検査関係書類一覧表」に記載されている検査時準
備書類を当日検査会場に準備してください。また、検査に必要な会場等について
もあわせて準備をお願いします。

　随時検査の時期は、工事概要等（変更）通知書を工事検査担当に提出したとき
に、その工事毎に最適な時期を監督員と打合せの上、実施します。

　検査日は他工事との日程調整を行ったうえで決定するため、原則として変更は
できません。ただし、検査執行の通知を工事検査担当課長から受けた後に、やむ
を得ない理由により工事検査日を変更するときは、検査員に連絡のうえ、理由を
明記して変更検査日の３日前までに「工事検査変更要請書」により工事検査担当
課長に通知してください。

　また、工事完成検査の要件として、受注者から『工事完成届』が提出されてい
る必要があります。受注者が工事完成届を提出する際には、以下の各号に掲げる
要件をすべて満たしていいなければなりません。

　工事検査要綱第９条により、検査日の４日前（土日、祝祭日を除く。）までと
定められています。特にこの期日が遅れますと、検査当日の書類検査に時間がか
かる場合や当日の検査ができないこともありますので、期日の厳守をお願いしま
す。

記録写真、出来形・品質管理資料ほか工事関係図書の整理がすべて完了してい
ること。

　専任検査員に検査を要請する場合は、検査を予定する日の属する月の前月２５
日までに提出してください。ただし、検査日が３月の場合は２月２０日が提出期
限になります。なお、検査が集中する時期等については、事前に工事検査担当よ
り検査希望日の照会をさせていただく場合があります。
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Ｑ(10)「軽微な手直し等」とは、どのようなものですか？

Ａ

Ｑ(11)工事検査調書兼検査結果通知書は、どこへ送付するのですか？

Ａ

①専任検査員（1,000万円以上、3,000万円以上の保全工事）

　→工事主管課長

②指定検査員（130万円超～1,000万円未満、3,000万円未満の保全工事）

　→工事検査担当課長、工事主管課長

Ｑ(12)工事検査済証の通知は、全て工事検査担当課長が行うのですか？

Ａ

Ｑ(13)指定検査時において、該当工種を担当する専門の指定検査員がいませんが？

Ａ

Ｑ(14)各様式のデータはダウンロードできますか？

Ａ

Ｑ(15)専任検査工事の場合に工事検査課に提出する設計図書には何が含まれますか？

Ａ

　検査後の措置において、工事検査担当課長が定める軽微な手直し等とは、７日
以内に手直しが完了するものです。「口頭指示（指示簿）」により手直しを行
い、報告書を検査日から7日以内に提出してください。その際の、完成検査日
は、検査員の完成検査実施日のままです。7日を過ぎる場合は、「工事手直し等
指示書」を発行し、14日以内に完了すれば「工事手直し等完了報告書」の受理日
が完成検査日となり、それを超えると「工事手直し等完了報告書」の受理後に再
検査を実施し、その検査日が完成検査日となります（工事手直し事務フロー図参
照）。よって、工事の完成日は修補の完了となる完成検査日になり、１回目の完
成検査日と修補の完了までの日数が当初完成日から契約工期までの日数を超えた
場合はその分が遅延となります。

　検査員は検査終了後、合格と認めたときは検査調書兼検査結果通知書を７日以
内に次のとおりに送付してください。

　工事検査済証の通知は、財務室が契約事務を行う工事（原則設計金額が１３０
万円を超える工事＝工事概要通知書を工事検査担当に提出した工事）については
工事検査担当課長が通知を行います。それ以外のものにあっては工事主管課にお
いて「工事検査済証」を発行して通知して下さい。

　指定検査時において、専門の検査員がいない場合は、同じ室内の他の課の該当
工種を担当する指定検査員に検査を依頼してください。それでもいない場合は専
任検査員が検査を行いますので、工事概要通知書の提出時に工事検査担当と協議
してください。協議により専任検査員が検査を行うことが決定した場合は、受注
者にもその旨を工期当初に通知してください。以降の事務処理は通常の専任検査
員工事と同様です。

　desknet's NEO(ﾃﾞｽｸﾈｯﾂ ﾈｵ)の「文書管理」⇒「共通様式」⇒「工事検査担
当」からダウンロードできます。

　図面・仕様書等、入札時に受注者が入手できるすべての書類を提出してくださ
い。共通仕様書・代価表等は工種により入札時の添付書類が異なりますが、原則
として受注者が入手可能なすべての書類を提出してください。
　なお、提出はデータではなく、紙に印刷したものとしてください。
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Ｑ(16)合併入札案件等で、一括評定を行う場合はどのような場合ですか？

Ａ

１ 同 同 同 同 同

２ 異 同 同 同 同

３ 同 異 同 同 同

４ 同 同 異 同 同

５ 同 同 同 異 同

６ 同 同 同 同 異

※工種：土木・建築・設備の各単独及びその組み合わせの計７種類

　　　　　　

財務室で定めている入札に関する点数

（表の見方）

　例①： 主管課のみ異なる場合と主管課と場所が異なる場合はどちらもタイプ２

　　　

　例②：

　　　　

Ｑ(17)

Ａ

Ｑ(18)施工プロセスチェックリストは非公開ですか？

Ａ 　工事検査担当のホームページで公開しますので、非公開ではありません。

　品質評価点：

　　全て同じであれば、タイプ１となる。１つ以上異なる場合は、表の上部
　から順に確認する。

工種のみ異なる場合と工種・工期・検査工種が異なる場合はどちらも
タイプ３

（主管課が異なれば、他の項目は異なっていても同じであってもすべ
てタイプ２となる）

全ての工事について施工プロセスチェックリストを工事検査担当に提出するので
すか？

（工種が異なれば、他の項目は異なっていても同じであってもすべて
タイプ３となる）

　財務室にて入札を行う工事については、すべての工事で施工プロセスチェック
リストに基づくチェックの実施の対象となっています。

　しかし、工事検査担当へ事前提出書類として施工プロセスチェックリストを提
出していただくのは、専任検査員の行う工事についてのみです。

　検査工種： 主たる工種（＝工事成績表を使用する工種）であり、土木・建
築・設備の３種類

検査
工種

　合併入札等で複数の工事において、一括評定・個別評定の区分は原則として下
記の表に基づいて行ってください。なお、詳細については工事概要通知書の提出
時に工事検査担当と協議してください。

タイプ主管課 工種 工期 場所

個別 個別

一括 個別

個別 個別

個別 個別

評定
品質

評価点

一括 平均

個別 個別
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Ｑ(19)施工プロセスチェックリストの提出はいつどのようにすればいいのですか？

Ａ

　提出方法については、施工プロセスチェックリストには押印欄がありませんの
で、電子メールによる電子データでも印刷されたものでも、どちらでも構いませ
ん。

　提出時期については、検査日の４日前（土日、祝祭日を除く。）までに別紙
「検査関係書類一覧表」に記載されている事前提出書類とあわせて工事検査担当
へ提出してください。
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明石市工事成績評定委員会設置要綱 

（本文のみ） 



明石市工事成績評定委員会設置要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、明石市契約規則（平成５年規則第１０号）第４６条第１項（明

石市水道事業契約規程（平成２１年水道事業管理規定第１３号）第２条の規定に

より準用する場合を含む。）の規定による市長及び公営企業管理者（以下「市長

等」という。）が発注する建設工事の工事成績評定について内容の公正を確保す

るため、明石市工事成績評定委員会（以下「委員会」という。）を設置し、委員

会の構成及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務) 

第２条 委員会は、次の事項について審議するものとする。 

(１) 明石市工事成績評定点説明事務処理要綱（平成１６年６月２５日制定）第

４条（明石市水道部工事成績評定点説明事務処理要綱（平成１７年７月１日制

定）第２条の規定により準用する場合を含む。）に規定する再説明の申出に対

して回答すること。 

(２)  成績評定の運用に係る事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、財務室を所管する部長（当該部長を置かない場合にあっては総務局

長）の職にあるものをもってこれに充てる。 

３ 委員は、次の各号に掲げるものをもってこれに充て、又は委嘱する。 

（１） 道路部長(当該部長を置かない場合にあっては道路安全室長。以下同じ。)

又は当該室の室長、課長若しくは担当課長から道路部長が指定する者 

（２） 住宅・建築室長又は当該室の課長若しくは担当課長から住宅・建築室長

が指定する者 

（３） 下水道部長(当該部長を置かない場合にあっては下水道室長。以下同じ。)

又は当該室の室長、課長若しくは担当課長から下水道部長が指定する者 

（４） 水道局次長又は当該局の課長若しくは担当課長から水道局次長が指定す

る者 

（５） 学識経験者等 

（６） 前各号に掲げるものの他、会長が指定する者 

 (学識経験者等の任期) 

第４条 前条第 3 項第 5 号の委員の任期は、２年とする。ただし、当該委員が欠け

た場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前項の委員は非常勤とする。 
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３ 第 1 項の委員は、再任されることができる。 

（委員長の職務等） 

第５条 委員長は会務を総理し、会議の議長となる。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめその指名す

る委員がその職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会は、委員長が召集し、その会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。 

 （意見の聴取） 

第７条 委員長は、必要があるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くことがで

きる。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、総務局財務室工事検査担当が行う。 

 （委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。 

 

   附 則（平成１６年６月２５日制定） 

 この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。 

   附 則（平成１７年１１月１５日改正） 

 この要綱は、制定の日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１９日改正） 

 この要綱は、制定の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

附 則（平成２２年３月１５日改正） 

 この要綱は、制定の日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日改正） 

 この要綱は、制定の日から施行する。 

附 則（令和元年３月１２日改正） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２４日改正） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月１５日改正） 
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 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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明石市工事成績評定点説明 

事務処理要綱（本文のみ） 



 

明石市工事成績評定点説明事務処理要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、明石市工事検査要綱（平成３１年３月１４日制定）第１５条

の規定による工事成績の評定点に関する説明及び再説明の申出の手続等について

必要な事項を定めるものとする。 

（説明の申出) 

第２条 評定点の通知を受けた受注者は、書面により工事検査を所管する課長又は

担当課長（以下「工事検査担当課長」という。）（工事検査担当課長を置かない

場合にあっては、財務室長。以下同じ。）に評定点についての説明を申し出るこ

とができる。 

２ 説明の申出は、評定点の通知を受けた日の翌日から起算して５日（明石市の休

日を定める条例（平成３年条例第４号）第２条第１項各号に掲げる日（以下「休

日」という。）を含まない。）以内に、工事成績評定点についての説明申出書（様

式第１号）により、工事検査担当課長に対して行うものとする。 

３ 前項の書面には、説明の申出者（以下「申出者」という。）の住所、氏名、申

出の対象となる工事の概要及び説明の申出内容について記載するものとする。 

 （説明の申出への回答） 

第３条 工事検査担当課長は、前条第１項の説明の申出があった場合は、工事成績

評定点についての説明申出への回答書（様式第２号）により、申出があった日の

翌日から２日（休日を含まない。）以内に回答するものとする。 

 （再説明の申出） 

第４条 申出者は、前条の規定による回答について不服がある場合、市長に再説明

を申し出ることができる。 

２ 再説明の申出は、前条の規定による回答を受けた日の翌日から起算して５日（休

日を含まない。）以内に、工事成績評定点についての再説明申出書（様式第３号）

により、市長に対して行うものとする。 

３ 前項の書面には、再説明の申出者（以下「再申出者」という。）の住所、氏名、

不服のある事項及び不服の根拠となる事項について記載するものとする。 

 （委員会への審議の依頼） 

第５条 市長は、前条第１項の再説明の申出があった場合は、速やかに、明石市工

事成績評定委員会設置要綱（平成１６年６月２５日制定）により設置された明石

市工事成績評定委員会（以下「委員会」という。）に審議を依頼するものとする。 
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 （委員会の審議） 

第６条 委員会は、説明申出書、説明申出への回答書、再説明申出書、完成検査時

に再申出者から提出された書類及び次条で定める委員会の調査の結果に基づき、

再説明申出書に記載のある事項について審議を行う。 

２ 委員会は、迅速な審議が行われるように努めるものとする。 

 （委員会の調査） 

第７条 委員会は、前条第１項に掲げる当事者から提出された資料について確認、

精査等の必要が生じた場合は、現地調査その他の必要な調査を行うことができる。 

２ 委員会は、必要に応じ、再申出者又は市長に意見を求めることができる。 

 （意見陳述） 

第８条 再申出者及び市長は、委員会の審議の冒頭で意見陳述を行うことができる

ものとする。 

 （報告） 

第９条 委員会は、再説明の申出に係る審議の終了後、意見書を作成し、再説明の

申出があった日から４０日（休日を含む。）以内に、市長に報告を行うものとす

る。 

 （再説明の申出への回答） 

第１０条 市長は、委員会の審議の結果を尊重した上で、委員会から審議の報告を

受けた日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に、その結果を工事

成績評定点についての再説明申出への回答書（様式第４号）により、再申出者に

回答するものとする。この場合において、再申出を認めなかったときにあっては

その理由を、再申出を認めたときにあっては市長が講じようとする措置の概要を

再申出者に対し明らかにするものとする。 

 （再説明の申出の却下） 

第１１条 市長は、申出期間内に行われなかった再説明の申出については、委員会

の審議を経ないで却下することができる。 

 （再説明の申出の処理結果の公表） 

第１２条 市長は、再申出者に対し、再説明について回答を行ったときは、工事成

績評定点についての再説明申出への回答書及び工事成績評定点についての再説明

申出書を閲覧により速やかに公表するものとする。 

   附 則（平成１６年６月２５日制定） 

 この要綱は、平成１６年７月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月１０日制定） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
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附 則（令和２年１２月２４日制定） 

 この要綱は、制定の日から施行する。 

   附 則（令和５年３月１５日制定） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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